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1 はじめに

ＥＣ（電子商取引）は、企業にとって新たな事業展開を可能にするなどビジネスの成長

の鍵であるとともに、消費者のサイドからは、それら企業のサービスが消費生活の便利さ

豊かさを実現する為のひとつの手段にも成りうる。それはグローバルな発展性を有する無

限の可能性をもつマーケットであると同時に、自由な経済活動が世界的規模で競われるマ

ーケットであるためである。今や世界の産業界がＥＣ導入に向けて本格的な取組みを加速

しており、グローバルな視点からＥＣの予見可能性を高めつつ、民間企業による自由な事

業展開が確保される環境を整備していく事が必要である。

このような状況の下、海外で実際にビジネスを行っている、または行おうと検討してい

る会社や団体・組織のＥＣ運用状況を調査し、それらを参考に今後日本がどのように進む

べきかを検討する事は、日本のＥＣを推進する上で大変役立つものである。

今回は、特に北米、欧州ならびにアジア・オセアニア地区に焦点をあて、いろいろな角

度から、いかにビジネスを行っているか、行えなかったかを調査・検討し、報告する。
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2 ＥＣ市場の動向と可能性

数年前から、米国ではインターネットを中心に、欧州ではＩＣカードを中心にＥＣが展

開されている。またアジア各国でもそれぞれの国の事情にあったＥＣの取組みが積極的に

進められている。

この章では、その取組状況を調査し、その動向と今後の可能性についてまとめる。

2.1 世界的規模での市場の可能性

(1) インターネットの利用状況

① 世界のインターネットの接続状況

世界のインターネットの利用状況は緩やかな伸びを示していたが、１９９３年頃

から伸びが急になった。その結果、今では世界中のほとんどの国と、インターネッ

トを通しての接続が可能になった。

これは、各国がインターネットの利便性を理解し、採り入れる事による大きな効

果を認識し、期待しているためと考えられる。

今後各国の動向として通信能力の向上が考えられ、そのための通信インフラの整

備が進められると予想される。すなわち、通信の高速化やバンド幅の向上、市場の

拡大に伴う効率化や低価格化、さらには通信中の安定性など信頼性の向上が図られ

る模様である。

また、１９９３年から１９９６年の４年間の伸び率は、中南米が１５２％と２倍

以上の伸びを示しており、アジアやアフリカでも２倍以上の伸びを示している。発

展途上国が多いこの地域には、もともとあまりインタネットが普及していなかった

という事情もあるが、それにもまして各国がその普及に力を注いでいるという事実

図2-１　世界のインターネットホスト数（万台）
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も覗える。

② 世界のインターネット利用状況

１９９７年末時点でのインターネットユーザー数は、米国が圧倒的に多く、約６

２００万人を数える。日本は約８８４万人で米国の次に位置しており、８００万人

のカナダが続いている。

しかし、対人口の割合では、ノルウェーが約３２％とトップであり、カナダの２

６％、フィンランドの２４％、米国の２３％と続いている。ユーザー数では第２位

の日本の普及率は７％であり、これからも普及に対する啓蒙活動等が必要である。

(2) 市場の可能性（複数の調査先データを使用してＶＩＳＡが算出）

① ＢｔｏＣ分野におけるインターネット統計

• オンライン人口： 1億 5,000 万人

• 取得ドメイン数： 150 万件

• 参加国数： 174 カ国

• オンライン世帯数： 約 4,700 万世帯（２０００年に約 7,000 万世帯）

• オンラインユーザーからショッピングユーザーへの移動率：

　　　　　　　 約 36％（２０００年に約 50％の約 3,500 万世帯）

• オンラインショッピング売上高：

30 億ドル（最近の予測によると２００５年に 1,860 億

ドル～3,970 億ドル）

図２－２　インターネットユーザー数と普及率
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消費者がオンラインで購入するもの
（過去３ヶ月にオンラインで購入したランキング）
ソフト、書籍、旅行商品が売れ筋である。

出典：フォレスター・リサーチ、テクノグラフィックス・スタディ

図２－３　消費者の傾向

A. 売上の傾向

これらの予測データは、ジュピター、フォレスター、ＳＩＭＢＡ、ＶＩＳＡイ

ンターナショナル等の予測値をもとに作成したものであるが、今日迄の販売の伸

びは業界専門家の予想を越えている。このままの傾向が続けばグローバルなオン

ライン売上は著しい率で上昇するものと考えている。

B. 消費者の傾向

消費者がオンラインで購入するものは現在時点ではソフト、本、旅行商品が売

れ筋商品となっている。

フォレスターリサーチ、テクノグラフィックススタディ社の調査によると以下

の通りである。

 

② ＢtoＢ分野の市場の可能性

企業間ＥＣは企業消費者間ＥＣの１０倍以上の市場規模で成長すると予測されて

おり、ＶＩＳＡインターとしても大いに期待でき、魅力ある市場として考えている。

フォレスターリサーチ社とヤンキーグループの調査によると以下の通りである。
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(3) ＥＣの普及に対して何が欠けているか

一言で言えば信頼（＝信用）が欠けており信頼を確立することが喫緊の課題と言え

よう。

ＰＣの性能、機能は年々向上しておりいつでもどこでもオープンにしかもグローバ

ルにアクセスが可能となっており、インターネットは自由に情報交換できるメディア

として今後ますます発展していこう。金融取引をサポートするＶＩＳＡとしてはネッ

トワーク上での取引が安全にしかも安心して行える環境を構築することが使命であり、

メンバー、マーチャント、ユーザーの信頼を確保することが第一義であり、ＥＣ戦略

のうえにおいても"信頼性の確保"は基本コンセプトでもある。

(4) パソコンユーザーの信頼度調査

現在ＰＣユーザーはオンライン取引に必要なデバイスシステムを種々利用している

が、現実的にクレジットカードを使用する場合にどの位信頼して利用しているかを調

査してみた。その結果、第１位は日常的に使用している既存オンラインネットワーク

システムでの利用が上位を独占しており、インターネット上での決済利用に関しては

95％の人々が安全性に対して不安を抱いており信頼してないことが分かる。
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図２－５　パソコンユーザーの信頼度

現在のインターネット上でのマーチャントの業種別割合は以下の通りである。

しかし１９９７年を１００として２００２年にはどう業界商品が伸びるかという調

査では全く異なる結果がでている。

これはどういうことかというと、インターネットはインタラクティブ（相互）にコ

ミュニケーションも図れるメディアであり、衣料品関係は自分に合った服装を自由に

選べる（イメージも含めて）時代となるからである。例えばどのシャツにはどのネク

タイが合うかとか、対話しながら商品を選べるといったような具合である。大変興味

深く考えている。
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(5) ビジネスのケース

ＶＩＳＡメンバーにとってどのような収益をもたらすかということであるが先程も

説明したが、対面取引の世界では、カードは 23％のシェアしかないが、インターネッ

トの世界では 99％のシェアを持つ。これは対面販売でのシェアの４倍である。

現在でのカードの利用単価は平均 60 ドル～120ドル位の間である（カード会社によ

って異なり、例えば、ＶＩＳＡが 60 ドルであっても、ＡＭＥＸは 120 ドルという意味

である）。インターネットはメンバーの収益向上に大いに役立つものと考えている。

その事由はインターチャージ（手数料）が、

対面取引の世界 平均 1.40％

↓

インターネットの世界 平均 1.81％

と高くなり、ＶＩＳＡのカードホルダーシェアは、対面取引の世界では全体の 41％

であるが、インターネットの世界では51％となると予測しているからである（理由と

して、ＡＭＥＸカードがインターネットの世界では不向きであると考えるからである）。

従ってＥＣはメンバーの売上を増やすと共に収益の向上に寄与する。何故ならばカー

ドの最大の敵である現金、小切手はインターネット上でのＥＣ決済には不向きであり

使えないからである。

インターネットを考えるにあたって、技術とか安全性とか良く言われるがそれは単

なる手段であって、ＶＩＳＡとしては「金を生み出す木」として考えている。
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2.2 欧州の状況

2.2.1 欧州のＥＣ市場

2.2.1.1 概要

米データクエストでは、欧州のＥＣ市場は２００２年に 5 億ドルの規模に達すると予測

しているが、同年に米市場は30 億ドルの規模に達する見込みである。ガートナー・グルー

プでは、欧州では暗号化技術、安全性、付加価値税などで合意が形成されていないことか

ら法制枠の制定が進まず、ＥＣの発展にブレーキがかかるとしている。

また、欧州での企業向けＥＣは米国に対し１２か月から１８か月の遅れ、一般向けＥＣ

は２４か月から３６か月の遅れと見られている。世界のインターネット・ユーザの 59％は

米国民だが、欧州は19％を占めるに過ぎない。さらにＥＣ用ソフトの 81％は米国製で、欧

州製は 11％に過ぎない。

他方、米国では Amazom.com が書籍販売で成功を収め、これを見習った他部門の企業もＥ

Ｃへの進出を進めているが、同市場への進出は、先に進出した競合企業に追い付くためだ

ったり、新参の企業が従来型の商取引を大きく変えてしまったのに後から対抗するためで

ある場合が多く、採算性を無視した投資がなされるケースもある。

電子マネー関連としては、９８年 9 月１７日から、リスボンで欧州初の電子マネーの実

用化が開始された。5,000 人のマルチファンクション・カード保持者は、銀行や交通機関な

どを含む、100 万店余りの商店等でカードによる支払いができる。この計画は、欧州計画「カ

リプソ」（総予算 500 万エキュ）の成果で、仏パリ都市交通公社（ＲＡＴＰ）の他、独伊

企業、銀行、輸送関連会社が参加している。

パリでは、ＲＡＴＰ、仏国鉄（ＳＮＣＦ）、ラ・ポスト（郵便）、ソシエテ・ジェネラ

ル銀行、貯蓄金庫などの協力で、1,000人を対象にした試験が行われている。またクレディ・

アグリコル銀行とＢＮＰ銀行はユーロ建ての電子マネーの計画を開始している。クレデ

ィ・ミュチュエル銀行や銀行カード団体も参加し、来年 9 月 1 日からトゥール市で 4 万人

を対象に、1,000 店余りの商店の協力により実地テストが開始される予定である。フランス

では、今後電子マネーの大きな発展が予想され、数年以内に 3,500 万枚の電子マネー・カ

ードが配付されると推定されている。

図２－８ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ加入者数の動向 （単位：万人）
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なお欧州内では、ヴェネチア（イタリア）とコンスタンス（ドイツ）でも「カリプソ」

計画に基づいて、１９９８年から１９９９年にかけて試験が行われる予定である。

2.2.1.2 欧州のパソコン市場

米データクエストの調査によれば、今年第 3 四半期に欧州のパソコン市場では前年同期

比 23.4％増の 560 万台が販売された。これは 49％増を記録した一般向けパソコン市場の成

長によるもので、低価格パソコンの投入のほか、様々なプロモーションが一般ユーザの関

心を引いたことによるものと見られている。

またパソコン販売が41％減を記録したロシアなど、東欧諸国を除けば、成長率は 29.5％

に達し、世界平均の15％増、米国市場の 18％増を大きく上回る成長率を記録した。なおデ

ータクエストでは、通年の西欧での成長率は 20.9％増（前年度は 16.3％増）に達すると予

測している。

国別ではイタリア（36％増）、フランス（34.5％増）、英国（28％増）がトップ３であ

る。メーカ別では、第３四半期にコンパックが17.4％のシェアでトップの座を維持したほ

か、第２位のＩＢＭも前年同期の 7.7％から 8.1％にシェアを拡大した。またデルは 5.4％

から 8.1％にシェアを拡大し、ＩＢＭと並んだ。上位１０社では、ヒューレット・パッカー

ド（５位）、東芝（９位）、エイサー（１０位）がシェアを減らし、シーメンス（４位）、

パッカード・ベル－ＮＥＣ（６位）、富士通（７位）、フォビス（８位）はそれぞれ僅か

ながらもシェアを拡大した。

2.2.1.3 欧州企業の移動体通信サービス利用状況

調査機関ＩＤＣが欧州８カ国、600 社の企業を対象にして行った調査によれば、現在移

動体通信サービスを利用している企業は 19％に過ぎないが、30％以上の企業が今後５年以

内に携帯電話が社員の利用する主要電話になると考えている。欧州各国内では携帯電話を

使用している企業の率はまちまちで、ドイツ、フランス、イタリアでは 15％以内であるの

に対し、スイスでは38％に達し、また英国も人口比の普及率と比べて、企業における普及

率の方が高い。なおＩＤＣは、携帯電話による通話量は、40％が企業によって占められて

いる。

2.2.2 フランスの状況

2.2.2.1 フランスのＥＣ市場

フランスでＥＣを行っている企業が構成する団体、エレクトロニクス・ビジネス・グル

ープ（ＥＢＧ）は、現在フランスにはインターネットＥＣサイトが５万サイト存在してお

り、電話回線を利用した双方向の情報提供サービスである「ミニテル」におけるサービス

の倍以上になったことを発表した。ＥＢＧでは、今年度のフランスでのＥＣの総売上高は 6

億フランに達する見込みだと見ている。また、ＥＣサイト管理サービス会社インテグラは、

今年度には既に複数のサイトが年商 100 万フランを超えていると指摘しており、平均の年

商が１商店や大型流通店の１売り場に匹敵する 150 万フランを超えれば、さらに成長が加

速すると見ている。現在、ＥＣサイトの構築と運営には年間 30 万フランが必要で、ＥＣで

利益を上げるには年商 150 万フランが必要である。
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また、ユーザを対象とした調査では、26％のインターネット・ユーザがＥＣを利用して

おり、カード等による直接支払いを好むユーザは 16％、小切手等による間接支払を好むユ

ーザは 13％となっている。仏ユーザのＥＣでの消費額は今年度に 33 億フランに達し、この

うち直接支払いは 11 億フラン、間接支払が 22 億フランとなる。これは企業ユーザによる

小切手等による間接支払が多いためである。

なおフランスのインターネット・ユーザによる外国サイトへのアクセスは年々減少傾向

にあり、１９９６年は 66％、１９９７年は 57％で、１９９８年は 45％になる見込みである。

しかし、米調査会社ジュピター・コミュニケーション（ＪＣ）の調べによれば、フラン

スのＥＣの発展は、英国及びドイツに対して大きく遅れを取っているようである。９８年 1

月に仏経済・大蔵・産業相に提出されたロレンツ報告書でもフランスの遅れが指摘されて

いた。１９９７年度、英独仏のＥＣの売上は 4億 800 万フランだったが、４年後には 2,000

億フランに達する。

ＪＣ社は、フランスでは「未だにミニテルがフランス人のメンタリティに大きな比重を

占めているほか、フランスの通信市場自由化はドイツより進展が遅く、ドイツでは当初か

らインターネット加入料金が大幅に引き下げられた。フランスにおけるミニテルからイン

ターネットへの移行は、実質的にフランス・テレコムの独占が崩壊するときにしか行われ

ないだろう。これには少なくとも２年ほど必要だ」と分析している。

2.2.2.2 フランスのパソコン市場

仏パソコン市場は、今年第３四半期に販売台数ベ－スで前年同期比 23.5％増を記録して

おり、たいへん好調である。これは 3,990 フランの一般向け低価格機種の投入が成功した

ほか、業務用パソコンの販売が伸びたことも要因である。また、価格が低下傾向にあるた

め、売上高ベースでは 10％増に留まっている。

メーカー別では、41％の販売増を記録し 17.4％のシェアを占めるコンパックがトップに

位置する。第 2位はパッカード・ベル－ＮＥＣで、シェアを前期の 11.8％から 14.3％に伸

ばした。デルは 94％も販売を伸ばして、シェア 7.8％である。富士通も 133.5％の販売増を

図２－９　フランス国外サイトへのアクセス件数の推移

66%
57%

45%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

96年 97年 98年



11

記録して、シェア 5.3％を獲得している。

2.2.2.3 フランスのインターネット利用状況

インターネット・トラック社の調べによれば、フランスにおいて、過去半年で少なくと

も 1 回は電子メールなどのインターネット・サービスを利用した人は 610 万人に達し、普

及率は半年前より 2ポイント増加し 14％となった。ただしサービスとしては、電子メール

しか使ったことのない人は 240 万人である。過去６カ月間にインターネットで情報検索を

行ったことがあるのは、成人人口のうち 8％に相当する 340 万人である。

これに１４歳～１７歳までを含めると 420 万人となる。一方、ＥＣは徐々に利用が増加

してきており、インターネットで直接製品やサービスを購入した人は 57 万 1,000 人、イン

ターネットで情報収集した後で、製品やサービスを通常の流通経路で購入した人は 130 万

人となっている。

また、仏インターネット・プロバイダー協会（ＡＦＡ）の発表によれば、今年度の年間

インターネット接続時間が前年度の300万時間から800万時間に266％増大する見通しであ

る。またＡＦＡ加盟のプロバイダーへの加入者は、１０月１５日時点で 96 万件（ユーザ数

では 130 万人）に達し、前年比で 240％増加している。

ところでフランスのインターネットプロバイダーは、フランステレコム「ヴァナドゥー」

（加入者 35万件）、ＡＯＬフランス（30 万件）、ラガルデール傘下「クラブ・インターネ

ット」（17万件）を始めとして、激しく競合している。

９８年１１月３日にクラブ・インターネットが、米ＵＳロボティック製のモデム（56kbps、

店頭価格 790フラン）とアシェット社のマルチメディア百科事典付きの「パッケージ」（価

格：249 フラン）を発表（１１月２５日発売）すると、２日後にはフランステレコムが、２

カ月の加入料（95 フラン／月）、マルチメディア百科事典「ネットエクスプレス」、イン

ターネット入門書が含まれる「パック・ビヤンヴニュ」（価格：189 フラン）を発表（１１

月２３日発売）した。さらに１１月１３日には、アンフォグラム傘下「アンフォニー」が、

仏オリテック製モデム（56kbps、店頭価格 890 フラン）を含むパッケージ「パック・イン

ターネット」の販売を開始した。パッケージ商法は、顧客獲得のために携帯電話市場で採

られており、プロバイダー間の競争に飛び火した格好である。
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2.3 アジア・オセアニアでの状況

2.3.1 ＶＩＳＡのＥＣ実体調査

ＶＩＳＡインターナショナルが、９８年８月に行ったＥＣに関する小売店舗への実体調

査の結果を以下に示す。この調査は、シンガポール、香港、オーストラリア、ニュージー

ランド、台湾並びに韓国の 600 の商店を対象にインタビュー形式で行われた。

この調査結果より主に以下の結果が得られたが、個々の詳細については後ほど述べる。

• ＥＣは、今までの小売ビジネスのやり方を補完するが、それに取って代わる物で

はないと、シンガポールの小売店舗の77％が考えている。

• 同じく 77％の人が、ＥＣは競争力を与えると考えている。

• 82％の人は、ＥＣは物理的な店舗よりも、より製品を販売出来き、その結果はよ

り顕著に現れると考えている。

• 96％の人は、ＥＣは新規顧客に対し興味をそそり、その内の 89％は今までの顧客

層を海外にも拡大出来ると考えている。

• 91％の人は、ＥＣでの成功を納めるために、顧客とのやり取りをいろいろと学ば

なければならないと考えている。

• 73％の人は、カードによる支払いが最適だと考えている。

• 71％の人は、現状の電子的決済でのセキュリティに不安を感じている。

(1) 商店の取り扱う商品；全体を１００としての割合

今回のアンケートに協力してくれた小売業者の業態別割合をパーセントで示したも

のが図１－１４である。この図から分かるように、衣料品やハードウェア、ギフト、

書籍およびソフトウェアを扱う業者が上位５位までを占め、それだけで全業態の半分

以上の 60％を占める。いかに彼らがＥＣに積極的に取組もうとしているかが伺える。

それに続くものとして、旅行や音楽などがあり、最近注目を集めている株式関係は 2％

であった。

図２－１０　業態別割合(%)
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(2) 商店の規模（従業員数）；全体を１００としての割合

図１－１５からも分かるように、従業員数が 10人以下というところが過半数以上と

圧倒的に多く、いわゆるＳＭＥ（Small Medium Enterprise：中小企業）がこのＥＣに

期待している事が伺える。

図２－１１　従業員数(%)
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(3) オンラインで販売をしてからの期間（経験値）

次に、インターネットなどオンラインでの商品やサービスの提供を始めてからの経

験期間について調査した。これによると、始めてまだ半年未満の企業が 50％を占めて

おり、最近の傾向を察して、商品・サービスの提供をオンラインで始めた事が伺える。

図２－１２　オンライン取引経験期間(%)
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(4) ＥＣはお店に競争力を与える
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市場全体を通じて言える事は、商店主達はＥＣがお金を掛ける価値の割にしては複

雑すぎる、とは思っていない。しかしまた、オンライン取引きが今までのお店に取っ

て代わるとも考えていない。むしろ、ＥＣは今までのビジネスのやり方を補完し、お

店に競争力を与えるものと感じている。

図２－１３　オンライン取引の影響
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(5) ＥＣは製品の販売を拡大する可能性を秘めている

ＥＣは現代的に感じられ、従来の限られたスペースでの小売形態での実力よりも、

配達スピードを向上させ、より多くの豊富な品揃えを実現する。さらに、関連する製

品紹介を容易にし、提供可能にする事は、ＥＣが与える価値として特記すべきもので

ある。

(6) 小売業者はＥＣの最適性と優位性についてまだ良く分かっていない

小売業者は、ＥＣの導入により、大規模店舗と互角に戦えるかどうかまだ確信でき

ていない。また彼らは、ＥＣが現在のビジネスに最適かどうかも判断できかねている。

(7) 成功は販売が増えることであり、顧客との出会いの数ではない

顧客との出会いの数とか時代をリードしているかどうかというよりも、圧倒的多数

の小売業者が、彼らのＥＣに対する投資が成功であったかどうかの判断基準を、オン

ラインビジネスでの販売の増加においている。現状のオンラインでのやり取りが、販

売に結びつく事よりも、ユーザとのコミュニケーションに使われていると言う事実が

浮かび上がる。オンライン取引きにより、実際の商店への顧客数増加につながるとか

売り上げ増加につながるとかにも確信が持てていないのが実情である。
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図２－１４　オンライン取引成功の判断基準
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(8) 海外顧客とのアクセスが、今後オンライン化に行く為の鍵である

ＥＣにより、商品に対する顧客の興味をそそり、顧客へのサービスを向上させると

強く信じ込まれている。実際、物理的なアクセスが難しい地理的障害を取り除くＥＣ

は、オンライン化への動機づけと成りうる。これに反し、顧客としてどこの誰がアク

セスして来るかを予見する事も難しいとの考えもある。またＥＣを採り入れる事は、

他のオンラインでの競合から顧客を維持する為の防御策であるとの認識も強くある。

 

(9) 従来の宣伝は重要な役割を果たす

顧客をＷｅｂサイトに引き寄せるために、小売業者は従来の宣伝媒体が強い役割を

果たすと感じている。またＷｅｂサイトのデザインがセールスを行うためのプロセス

において重要である事は当然の事といえる。

 
図２－１５　Ｅコマース成功の鍵
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(10) 顧客との新たな接点が成功への秘訣である

小売業者は、商品の品質と小売業者そのものへの信頼が顧客にとって重要であると

信じている。同時に彼らはオンラインでの顧客とのコンタクト不足を自覚しており、

（メールや電話での）顧客からの問い合わせに対し素早く答える事が顧客の期待を裏

切らないための方策と考えている。

2.3.2 シンガポールの状況

2.3.2.1 シンガポールの概要

シンガポール国家コンピュータ庁（National Computer Board）のＩＴ（Information

Technology：情報技術）産業調査によれば、１９９７年のシンガポールＩＴ産業（ハード

ウェア、ソフトウェア、ＩＴ関連サービス産業）の売上高は、前年比 32.3％増の 119.5 億

シンガポールドルに達した。１９９６年の伸び率 34.3％には若干及ばなかったものの、順

調に成長してきた分野といえる。

しかしながら、アジア経済危機の影響により、シンガポール経済全般は１９９８年第３

四半期の実質ＧＤＰ成長率はマイナス0.7％、第４四半期はマイナス 1.5％となり、通年で

も９７年の 7.8％に比して、１９９８年は 1.3％の成長に留まった。経済開発庁（ＥＤＢ）

の調査によれば、電子機器製造業の１９９８年１月から１１月までの出荷指数は対前年同

期比 2.8％の減少となっている。

アセアン諸国はＥＣに注目している。特にシンガポールでは、ＥＣマスタープランを１

９９８年９ 月に発表した。既に 200 社のオンラインサービス企業が市場開拓に努めている。

ＧＥ Information Service 社は、シンガポール政府系企業とともに地域ＥＣセンターをシ

ンガポールに設置した。同様に政府系企業である Singapore Network Services 社は

Netscape Communications 社とともにＥＣに関するベンチャー事業を開始している。

政府は、500社の地元中小企業へのＥＣ導入のために 900 万シンガポールドル(１Ｓドル

＝約 70 円) の予算配付を行っている。

チェース・マンハッタン銀行では、最近信用状の発行手続きをインターネットベースで

行うサービスを開始した。この地域では最初の事業である。

この TradeDoc と呼ばれる新サービスは、これまでの紙ベースでの手続きを電子的な手段

に入れ換えるものである。輸出者は、この新サービスにより、書類の準備や配送の省略に

よりこれまでよりも１０日間節約できるとしている。

同国のＥＣ関連で有名なものに The Network for Electronic Transfers Singapore（Ｎ

ＥＴＳ）社がある。最近の動きとしては、携帯電話でキャッシュカードの残高補充ができ

るサービスを１９９９年半ばから開始する事が上げられる。ＮＥＴＳは、MobileOne Asia、

モトローラ、Gemplus 社と共同開発に関するＭＯＵ（覚え書き）を既に交わしている。

2.3.2.2 シンガポールにおける図書館の情報化の状況

(1) 概要

シンガポールにおける図書館の情報化状況として、ＮＵＳ(国立シンガポール大学) 、

ＮＴＵ(南洋工科大学) 及び国立図書館の状況を以下にまとめる。
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シンガポール最初の公共図書館は、１８２３年に現ラッフルズ・シテイの場所に設

置されたもの。１９６０年に国立図書館（National Library)が、現在の Stamford Road

に建設された。

国立図書館の所蔵品の中で最も古い書籍は１５７７年印刷のもの。１９世紀の出版

物を保存している Heritage Room へは、各国からの多くの研究者が訪問している。

ＮＴＵ(南洋工科大学) では、エンジニアリング分野中心に 35 万冊の書籍が所蔵さ

れており、学内ＬＡＮに接続している 5,000 台のパソコンを通してカタログ情報の検

索が可能である。教職員 2,000 人及び学生 1万 4,000 人が利用している。過去のテス

ト問題、卒業論文等の研究論文が近い将来にネット上で閲覧可能となる。

ＮＵＳ(国立シンガポール大学) では、100 万冊の蔵書がある。キャンパスネットで

あるＮＵＳＮＥＴに3,000 台のパソコンが接続しており、教職員 2,000 人、学生 2 万

人が利用している。ＶＯＤ（ビデオ・オン・デマンド）サービスは、著作権の問題の

解決したＢＢＣ、リークアンユウ氏の講義等を実施している。

これらの図書館は既にキャッシュレス化を進めており、いずれも、キャッシュ・カ

ード・システムを導入していた。また、電子化図書館を積極的に進めている。著作権

の取扱が今後のサービスの拡大にとって、大きな課題となっている。

(2) シンガポール国立図書館の電子化の概要

先ほども述べたように、シンガポール最初の公共図書館は、１８２３年に現ラッフ

ルズ・シテイの場所に設置され、１９６０年に国立図書館(National Library)が現在

の Stamford Road に建設され、現在に至っている。図書館メンバー数は、１９９６年

度 120 万人、１９９７年度 136 万人であり、１９９８年度には 157 万人に増える見込

みである。

図書館２０００計画(Library 2000 Plan) に則り、文化情報省(Ministry of

Information and Art) のもと、１９９５年９月１日に National Library Board（Ｎ

ＬＢ）が設立された。一般及び国立図書館関係予算は、１９９６年から８年間で、10

億シンガポールドルである。国内 500 箇所の図書館をネットワーク化する計画してい

る。ＮＬＢ管轄の図書館は、国立図書館（1個所）、地域図書館（1個所）、コミュニ

ティ図書館（15 個所）、コミュニティ・子供図書館（38 個所）、政府機関図書館（32

個所）となっている。年間の書籍貸出数は、１９９６年度 1,880 万件、１９９７年度

2,220 万件であり、１９９８年度には 2,510 件に増加の見込みである。

(3) 主要な情報化関連プロジェクト

① ＴＩＡＲＡプロジェクト

ＴＩＡＲＡ(Timely Information for All, Relevant & Affordable)プロジェクト

は、ＮＣＢ、ＮＬＢ及びＮＳＴＢの共同プロジェクトである。ユーザに対し、イン

ターネット・ウェブによりワン・ストップ・サービスを提供する。300 以上の外部

商用データベースへのアクセス(有料) が可能であり、国立図書館及び 15 のコミュ

ニチィ図書館のカタログ情報が検索でき、今後、350 の学校図書館をリンクアップ

計画を進めている。

② マルチメディア・センタ

１２歳以上を対象としている。ＡＶ（オーディオ・ビジュアル）マテリアル、Ｃ
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Ｄ－ＲＯＭ、外部商用データベース、インターネットが利用可能である。国立図書

館内の約 40のパソコンからアクセス可能である。

③ Singapore ONE

図書館内のＬＡＮを通して、ＣＤ－ＲＯＭサービス 112 件、ＶＯＤサービスが受

けられる。国立図書館(National Library)及び 15 の地域図書館、一つの地域センタ

において利用可能のようである。

④ ＯＰＡＣ（Online Public Access Catalogue）

図書館所有の 500 万件の書籍類のタイトル及び個人の貸出状況について検索が出

来るシステム。ＮＬＢのＷｅｂサイトを通じてアクセス出来る。

⑤ 電子化プロジェクト

所蔵品の中で最も古い書籍は１５７７年印刷のものである。１９世紀の出版物を

保存している Heritage Room へは、各国からの研究者が良く訪問する。なお、この

Heritage Room は一般公開していない。電子化プロジェクトをすすめており、まず、

シンガポールの歴史に取り組んでいる。

⑥ ビジネス・インフォメーション・サービス

14 の外部商用データベース、7万 5,000 のビジネス関連の出版物、30 タイトルの

ＣＤ－ＲＯＭを利用、コンサルテーション・サービス等を実施する。

⑦ 館内の書籍借出、返却システム

ターミナルからユーザが自身で書籍の借出、返却ができるようになっており、こ

のシステムの導入により、ピーク時の手続き時間を 30 分から 4分に短縮したとのこ

とである。

また、遅延金やその他のサービス利用料についてはキャッシュ・カードによって

支払うこととなっている。

⑧ 館内コンピュータ・システム

ＮＬＢ管轄の図書館に合計 500 台のパソコンが導入されている。

(4) 海外の図書館との交流

正式に協力関係を締結しているのは、

• 中国国立図書館

• 上海公立図書館

• 英国 British Library

の 3 箇所である。所蔵図書の交流プログラムや職員の交換プログラムを有している。

日本の国会図書館とも協力関係を有している。

2.3.3 韓国の状況

2.3.3.1 韓国のＥＣ市場

韓国の企業－消費者間（ＢｔｏＣ）のＥＣ市場規模は、近年急激に伸びてきており、こ

れからも指数関数的に伸びる兆しが覗える。しかしながら、米国市場と比べると１９９７

年時点で、米国の 0.2％以下という少ない数字である。このことより、１９９７年におよそ

ＧＮＰの 6.2％という米国に比べ、かなり少ないと言う事が分かる。
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インターネット・ホスト１０００当たりの電子ショッピングモール数は、米国や日本に

比べかなり少ない。韓国は米国の 8 分の１、日本の 5 分の１に過ぎない。韓国の市場規模

が米国の 25分の１と言う事を考慮すると、それぞれの電子ショッピングモールではあまり

多くは売られていない事が覗える。

韓国全企業の内、ＥＤＩを導入している企業の割合は、約 13％であり、米国や英国、デ

ンマークに比べ、まだかなり少ない。これらの事から言える結論として、韓国のＥＣはま

だ最初のステージである。
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2.3.3.2 韓国におけるＥＣ拡大のための課題

韓国におけるＥＣ拡大のための課題は、以下の４つの観点から上げる事ができる。すな

わち、

• 文化的観点

• 経済的観点

• 制度的観点

• 技術的観点

(1) 文化的観点からの課題

ＥＣにおける信用がまだ確立されていない。今までの取引きは、その商品を購入す

る前に、その商品を実際に目で見て手で触って品質を確認することを行ってきた。消

費者と電子ショッピングモール間の信用はまだ確立されておらず、物理的に確認がと

れない前にお店を信用してよいかとの疑問を多くの人達が抱いている。一方で、米国

における通信販売は5％あり、韓国ではまだ 0.8％である。

一般的に韓国では、主婦が家族の買物をしているが、まだオンラインでの買物はま

れである。20 代、30代の男性が、主たるオンライン購入者であるが、まだそれほど積

極的でもない。

ＩＴが各企業に導入されてきているが、企業間同士のやりとりはまだ進んでいない。

例えば、デパートのＰＯＳシステムはまだ他のディストリビュータには繋がっていな

い。お互いの情報を交換し合うことにより、自分の利益をアップさせる仕組み（競合

他社との協調）が、まだビジネス社会で形成されていない。この領域でＩＴの普及を

遅らせている一つの理由に、地域社会での贈収賄の横行があげられる。

(2) 経済的観点

ロジスティクス（出荷・供給）は価格競争においてとても大切な要因である。例え

ば、一般的ディスカウントストアのロジスティクス・コストは売り上げの 4.7％であ

るが、ウォールマートは 2％に過ぎない。これに対し韓国のＢｔｏＣでは、売り上げ
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の 10～30％を示している。オンラインによる注文は、高くない商品を購入する場合に

使われているに過ぎない。配送コストが価格のかなりの部分を占めるのはこの事が所

以である。

郵便局は他の配送サービスに比べより安価で済むが、商品の状態を十分保ったまま届

けるには、彼らの取り扱いはあまり良いとは言えない。韓国の各企業・商店レベルで

の在庫管理や出荷・供給は決して効率良いものとは言えない。

ほとんどの場合、電子ショッピングモールでの商品の価格は、旧来のショッピング

モールの物とは大きく変わるものではない。多くのデパートがそれぞれ独自の電子シ

ョッピングモールを持っており、商品の価格設定は、旧来のやり方と電子ショッピン

グモールでの販売とで同じである。これは売り上げのほとんどが、旧来のショッピン

グモールからのものであるためである。

大手書店のほとんどが独自の電脳書店を持っているが、旧来の書店を価格戦争から

守りたいと考えている。

(3) 制度的観点

国際取り引きに関わるＥＤＩサービスの価格は、政府により規制を受けている。Ｅ

ＤＩサービスのいくつかの領域は、韓国貿易ネットワーク（Korea Trade Network：Ｋ

ＴＮＥＴ）により寡占状態にある。そのレートは、他のＥＤＩサービスがキロバイト

当たり 10 セントである所を 50 セントとっている。

インターネット・バンキングはネットワークセキュリティの理由から規制当局によ

り禁止されており、そのことから電子決済システム市場の成長を妨げている。

(4) 技術的観点

多くの主婦が商品を購入する場合、家からモデム経由でネットワークをアクセスす

るのが常である。しかしながら、モデム・スピードは十分とは言えず、また接続性も

満足いくものでは無いことがしばしばである。例えば、韓国の一番大きな電脳書店の

ほとんどの顧客はＬＡＮ経由でお店にアクセスしており、家からモデム経由でアクセ

スする人はたったの10％に過ぎない。

ＩＳＤＮを引いている人の数は約 31,000 で、ケーブルモデムやＡＤＳＬは取るに足

らない（韓国のＣＡＴＶモデムサービスは TrueNet 社で行われている）。

平均して、Ｔ１ラインやＴ３ラインの価格は、米国の物と比べるとおよそ 36％、

100％それぞれより高い。

2.3.3.3 政策への取り込み

政府が取組むべき政策として以下があげられる。

１） 社会的見地では、政府はＥＣ市場における参加者に対する信用を促進させる必要

がある。

２） 経済的見地では、政府は郵便局や(政府)調達プロセスを通して、ＥＣ市場に参加

すべきである。

３） 制度的見地では、ＥＤＩやインターネット・バンキングの市場で、政府は規制緩

和や競争の促進を行う必要がある。

４） 技術的見地では、政府はコア技術の開発支援や、ＩＳＰ（インターネット・サー



22

ビス・プロバイダ）に対するより効率の良いインフラの使用を喚起させる必要がある。

政府は、ＫＩＳＤＩ（Korean Information Society Development Institute：韓国情報

社会開発研究所）が組織する韓国消費者保護委員会（Korea Consumer Protection Board）

やメディアなどの非営利団体を支援し、ＥＣにより取引きされる商品の品質をチェックし、

電子カタログ等の広告と実際の物の比較を行う必要がある。

ほとんどの企業は、彼らが持っているマーケティングや販売、生産に関する情報を公開

したいと思っていない。なぜならば、公開により、それを公開した会社に不利に働くよう

な再利用を、他社が行う可能性があるためである。それゆえ政府は、ＥＣを通しての情報

共有が相互利益を増長するような 2 社間またはそれ以上の企業間での協力関係を促進する

必要がある。例えば政府は、中小企業におけるＥＣの促進のために必要な投資額の半分で

も基金として与え、いろいろな種を蒔くべきである。

郵便局は、その政府系機関という公的信用のある立場と、全国展開しているネットワー

クという優位性をもってＥＣ普及のために貢献できる。一般的に、民間の配送サービス業

者は都市部を中心とした局部集中型のネットワークしか持っておらず、郵便局は全国展開

している。郵便局では、彼らが持っているネットワークや信頼のおける公的立場をもって、

地域の特産物の販売等インターネット経由での商品販売を行うことが出来る。郵便局は、

電子請求書の発行や決済などの先端的配信サービスを開発可能である。すなわち、韓国の

住人や業者は郵便局のＷｅｂサイトに彼らの個々の電子私書箱を登録する。一度登録が完

了すると、受取人は、電子メールや電子請求書を個人や個々の業者から選択可能になる。

政府調達はＧＤＰの約 3％を占める。もし公的機関や企業を含めると、ＧＤＰのおよそ

10％を占めると考えられる。公的機関や供給者は、ＥＣの利用により、莫大な金額を節約

することが可能になる。ＥＣを公共のためのサービスや、予算削減のためへの利用と位置

づける事は、ＥＣが効果のあるものと人々に確信させる上でも重要である。

ＫＴＮＥＴ（Korea Trade Network：韓国貿易ネットワーク）は、ＥＤＩの利用により、

輸入や輸出のプロセスをもっと効率良くさせるために１０年前に設立された。当時、初期

投資は大変危険だと考えられ、２００２年までの１０年間ＫＴＮＥＴに独占権を与えると

いう選択肢しか政府には無かった。

今後政府は、競争を引き起こす道を探るべきである。即ち、政府は、今存在する独占権

を今後無効にするとか、身近なサービス領域に関しては競争をもっと促進するとかをアナ

ウンスし、積極的に規制緩和の道をとるべきである。

暗号化製品の開発や利用に対しては、今のところガイドとなるべきものがない。政府は

暗号政策から、あいまいさや不確実さを取り除くべきである。

インターネット上のアクセスポイントとコンピュータ間のネットワークをより良いもの

にしなければならない。最近、ＭＩＣ（韓国情報通信部）は、三星電子に研究開発費とし

て約 200 万ドルを供与した。三星電子はそれによりＵＡＤＳＬ（Universal-ADSL）チップ

の開発を行う予定である。２０００年末にはチップの価格が約 20 ドルの物を開発の目標と

している。

ＩＳＰは今ある基盤をもっと効率良く利用する事により、企業ユーザへの様々なサービ

ス供給を促進する。例えば、現在 1日 24 時間単位を基本に売られているＴ１ラインやＴ３

ラインをもっと細分化(例えば分単位や秒単位に切り売り)して売ることも可能である。
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2.3.3.4 まとめ

韓国でＥＣを繁栄させるためには、

• ＥＣを使うことにより、トータル的に消費者の出費が押さえられ、時間がより効率的

に使えるようになる。

• ＥＣを使うことにより、中小企業の競争力が高まり、新しい市場への参入が容易にな

る。

• 政府が自身でＥＣ市場に参加し、またＥＣ市場での競争を引き起こしたり、自主規制

を取り入れたりさせる。

事などに積極的に取組むべきである。

2.3.4 マレーシアの状況

2.3.4.1 マレーシアのＥＣの概要

製造企業である Unilever Malaysia 社は、オンライン・ショッピングのＷｅｂサイトを

開始した。ＥＣタスク・フォースは、いくつかのパイロット・プロジェクトを開始するで

あろう。ＭＤＣ社会長によると、マレーシアＭＳＣ（マレーシア・スーパー・コリソール）

ステータス企業は、現在の約 200 社から２０００年には 350 社に増加する見込みである。

また、エネルギー・通信・マルチメディア省では、タスクフォースにより、地方への情報

技術普及に力を入れている。

ローカルのコンピュータ関係企業であるＰＣ　Ｓｍａｒｔ社は、インターネットにより

各種の情報を提供する新サービス「Smart Booth TM」を開始した。

Pos Malaysia、Mimos、ＧＩＴＮの合弁会社である Digicert は、マレーシア政府から認

証局（Certification Authority：ＣＡ局）の認定（エネルギー・通信マルチメディア省が

認可）を受けた最初の企業となったことを明らかにした。このライセンス取得により、同

社はＥＣなどの電子的活動に参加する企業や個人の認証サービスを１９９９年１月から提

供することができる。

マレーシア政府は先日発表したサイバーカフェの利用者登録規制について再検討を国家

ＩＴ委員会から要求されている。これは同じく政府が推進する国民のＩＴリテラシー向上

を損なう恐れがあるためと思われる。

テレコム・マレーシアは国内及び国際通話、さらにインターネット通話にも利用できる

プリペイド方式のテレフォンカードを発売する。米 Ascend Communications 社の技術を利

用する。

スマートカード製造の Iris Technologies社は、2教育機関（the Institut Teknologi Mara

in Shah Alam：ＩＴＭ、Universiti Malaysia Sarawak：ＵＮＩＭＡＳ）に対してスマート

カードプログラム開発に関する技術を供与する。ＩＴＭとＵＮＩＭＡＳでは、学生に多目

的スマートカードを配布し、図書館利用やコンピュータへのアクセスコントロール等に利

用する予定で、Iris社の技術を利用し独自のスマートカードアプリケーションを開発する。

こうした、マレーシアのローカル技術と教育機関との協力関係構築は、政府も奨励してい

る。
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Housing and Local Government は、全国のサイバーカフェ経営者に対して、利用者の名

前、身分証明書番号、住所等を記録することを義務付けた。国家の状況についてインター

ネット経由で誤った情報を流す利用者がいることから、これを取り締まるのが目的との事

である。

The International Development of French Technology and Trade（CFME-Actim）の産

業提携プログラム担当、Arnaud Violette 氏は、最近マレーシアで開催された貿易投資セミ

ナーで、マルチメディア分野のみならず、通信分野、バイオテクノロジー分野でも今後マ

レーシアとの協力関係を構築していきたい、と語った。両国は既に９８年４月にマルチメ

ディア分野でＭＯＵ（覚え書）を締結しており、今後これを拡大する。CFME-Actim は半官

半民の組織で、政府資金による活動は全体の 45％である。

コンパックのカスタム・システム部門は、マレーシアの通信企業 Sapura IT にコンピュ

ータ電話（Computer Telephony）に関するアプリケーションを供与することで合意。Sapura

IT は、マレーシアの通信事業者やデータ通信事業者用にカスタマイズされたＣＴパッケー

ジの供給を受ける。

テレコムマレーシアは Ascend Communications Inc.の Signalling Platform を採用し、

プリペイド電話カードサービスを開発する。システムインストール及び管理は Ascend 社の

マレーシアにおける販売店である Pernec Technologies Sdn. Bhd. Global Interractive

Technology Pte. Ltd.が担当する。

2.3.5 タイの状況

2.3.5.1 タイのＥＣの概要

タイのインターネットは、まさに離陸をし始めた状況と言える。12 の活発的なＩＳＰ（イ

ンターネット・サービスプロバイダ）が 76 州のうちの 68 州で運営を行っており、およそ

50 万人のユーザを抱えていると見られている。

図２－１９　ホスト数の増加傾向
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ホスト数はまだそれほど多いとは言えないが、他の国と同じように近年急激に伸びてお

り、この傾向はまだまだ続くと予想される。

対ＧＤＰ比で見るホスト数は、東南アジアの近隣諸国の中では、マレーシアやシンガポ

ールには及ばないが、インドネシアやフィリピンよりも多い事が覗える。

政策面では、ＥＣに対するマスター計画のドラフトが発表され、スマートカード（ＩＣ

カード）の標準化など、第９次国家プロジェクトの中に含められている。

法的断面では、ディジタル署名や認証局に関する法律、電子的手段による資金転送に関

する法律、個人データ保護に関する法律、電子的犯罪防止に関する法律などをＵＮＣＩＴ

ＲＡＬを基本に進められている。

ＢｔｏＣ（企業－消費者間）では、電子書店や音楽ＣＤの販売、花のギフト、広告業、

ホテル等の予約システム等にＥＣを導入する動きが始まっており、ＢｔｏＢ（企業間）で

は政府並びに銀行主導の輸出促進が進められている。

従来の磁気カードからメモリ付やＣＰＵ付のスマートカードへの移行も始まっている。

バンコク銀行など大手銀行３社を中心に、電子マネーのプロジェクトも今年検討されてお

り、約 200万人の参加を予定している。

ＥＣを推進する上での障壁に、国際回線が独占状態にある事が上げられる。現在郵政省

の下部組織であるＣＡＴ（Communication Authority Thailand）の独占状態で、利用者は

高い料金を支払うしか選択の余地がない。また、認証局や決済インフラが無い事もその一

因であると考えられる。現在、代金の支払いは、商品との代金引換で徴収する事が主にな

っており、オンライン決済など利用者の利便性の向上が必要である。現在、政府が認証局

を作り、政府への情報アクセスに対する認証を行う予定がある。

良い面としては、若者達の企業家精神が旺盛である事、サービス精神が先天的に備わっ

ている事、独特な文化が資産としてある事があげられ、今後のＥＣの促進に対し、明るい

一面を与えている。

最後に最近の動きとして、マイクロソフト（タイランド）が、Microsoft Foundation を

２月に設立する。ここではタイにおける海賊版ソフトを減らすため、知的所有権（著作権）

図２－２０　GDＰ($B)当たりのホスト数
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の重要性を訴え、正規ソフトの購入促進を図る予定である。またソフトウェアの無断複製

を通報するホットライン（The Microsoft Honesty Line：TEL 632-0456）を設け、情報提

供者に最高 25 万バーツの賞金を提供する。同社は既にシンガポール、マレーシア、ニュー

ジーランドに同様の機関を設立しており、今後はフィリピン及びインドネシアへ拡大する

予定である。

2.3.6 ベトナムの状況

2.3.6.1 ベトナムＩＴ産業の動向

(1) ＩＴへの関心の高まり

ＩＴへの関心が急速に高まっており、ＰＣ　Ｗｏｒｌｄ誌（月刊）の発行部数が、

１９９７年末の 2 万 6,000 部から、１９９８年末には 5 万 5,000 部に達すると見込ま

れる。１９９８年は毎月 900部ずつ増えており、年間では 40％の拡大である。

(2) 政府機関のＩＴシステム

ＩＴ２０００計画（１９９６～２０００) の政府予算は、

1997 年  1200 億ドン

1998 年   850 億ドン（700万米ドル程度）

1999 年   300 億ドン（未 定）

これまでに、61 の市、県がコンピュータを導入し、中央とネットワークで接続され

ている。また現在ＩＴ２０００の次の計画を策定中である。この新計画では、ＩＴ産

業育成が中心となるであろう。これまでの首相直属の体制から、科学技術庁(ソフトウ

エア産業担当) 及び産業省（電子、通信機器産業担当）の担当へ移行することとなる

と思われる。

(3) 各経済分野でのＩＴシステム

航空輸送、銀行、関税、郵便・通信の各分野でそれぞれ１～２万台のＰＣが使用さ

れている。

(4) ＩＴ技術者教育

次の７大学にＩＴ学部が存在する。

• ハノイ・ポリテク

• ハノイ大学

• ホーチミン市ポリテク

• ホーチミン市大学

• フエ大学

• ダナンポリテク

• Can Tho 大学

これら以外にも多くの大学がある。１９９９年以降、これらの大学の技術系及びＩ

Ｔ系卒業生は 5,000 名となる見込みである。ＩＴ関連の修士及び博士号取得者は毎年

200 名程度である。

(5) ＩＴ技術者及びユーザの現状

• 官公庁、民間のＩＴユーザ部門のＩＴスタッフは約 2 万人であり、その内の約
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2,000 人がコンピュータ科学専攻の大学卒

• コンピュータ科学の大学、カレッジの教師数約600 名

• ＩＴ企業のＩＴ専門家が約 4,000 名で、その内約 2,000 人が大学卒以上

• 数万人規模が日常業務でＰＣを利用

(6) ＩＴ産業

過去３～４年で、部品を輸入し、主に手で組み立てるＰＣの小規模アッセンブルが

拡大してきている。現在のローカル市場の 50％を占めていると考えられる。

政府は、高品質な製品の製造を推奨している。また、ソフトウエア産業育成に力を

注力している。

(7) ＩＴ市場

ＩＤＣサーベイによれば、ＩＴへの 1人当たり支出額は、１９９６年が 2.35 米ドル、

１９９７年が 3.35 米ドル（1人当たりＧＤＰの約 1.1%）で、１９９８年が 4.00 米ド

ルとなる見込みである。

１９９７年のベトナムＩＴ及び通信機器産業の規模は、次のとおりで、今後２００

５年まで、年率 20％以上の成長を行うと見込んでいる。

• ＩＴ産業市場全体： 220 百万米ドル

ハード： 165 百万米ドル

ソフト：  20 百万米ドル

サービス：  35 百万米ドル

• 通信機器市場： 345 百万米ドル

合 計： 565 百万米ドル

(8) 外資系ＩＴ企業の活動状況

外資系ＩＴ企業の活動が活発であり、以下の分野別の状況を説明する。

① ハード、ソフトの販売

ＡＣＥＲ、コンパック、Creative、エプソン、ＨＰ、ＩＢＭ、インターグラフ、

マイクロソフト、オラクル、他

② システム供給

ＩＢＭ、ＨＰ、マイクロソフト、オラクル

③ 部品供給

３ＣＯＭ、３Ｍ、ＡＣＥＲ、コンパック、Creative、Genius、Hayes、インテル、

マクセル、モトローラ、パナソニック、クワンタム、サムソン、シーゲート、ソニ

ー、ＵＳロボティクス、ウェスタン・ディジタル、ヤマハ、Ａｓｕｓ、ＦＤＩ、ギ

ガバイト、ＧＶＣ、マイタック、他

④ 製造

富士通ベトナム、ＨＰベトナム、ＩＢＭベトナム、オラクルＣＮ、ソニーベトナ

ム
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3 業界別ＥＣ取組状況

各国の企業はすでにＥＣに取り組み、成果を上げつつある。本章では各国でどのように

ＥＣに取り組んでいるかを、業界別に整理し、説明する。

3.1 クレジットカード会社の取組み

3.1.1 ＶＩＳＡインターナショナル

3.1.1.1 ＶＩＳＡインターナショナルの概要

(1) ＶＩＳＡインターナショナルの使命と目標

現在、ＶＩＳＡインターナショナルのスタッフは全部で 5,200 人、そのうち 2,800

人がサンマティオ（San Mateo）のセンターにいる。サンマティオは大別するとマーケ

ティング部門とシステム部門、技術開発部門に分れている。

ＶＩＳＡインターナショナルは、ＶＩＳＡメンバーによって構成される非営利団体

であり、その使命はＶＩＳＡメンバーの利益の向上にある。現在のＶＩＳＡインター

ナショナルとしての目標は以下の４項目である。

• ＶＩＳＡブランドの表示と拡大

• ＥＣを含めて多機能チップの展開

• 既存商品の拡大

• ＶＩＳＡネットワークの拡大

(2) ＶＩＳＡインターナショナルの組織

９８年４月にマイカロム ウィルソン氏（Mr. Maicolm Williamson）が同社のトップ

としてＣＥＯ＆ President に就任した。組織としては６つの地域機構（米国、カナダ､

欧州、中央ヨーロッパ､南米、アジア太平洋地域）と地域に関係ないグローバルサポー

ト機構とによって構成、それぞれの地域の機構に社長がおり、開発部門もある。また

横断的な共通機関としてマーケティング、法制度組織管理、インターナルオデイトの

４つの機関がある。

(3) ＶＩＳＡの現状（９８年６月末現在）

• メンバー数： 2万 1,106 メンバー

• 会員数： 6億 2,100 万店（世界シェア 50％、伸び率 12％）

• 加盟店数： 1,500 万店（240 ヶ国に分布）

• ＡＴＭ： 44 万 2,000 台（113ヶ国で使用可）

• 年間取引件数： 160 億件（９７年７月～９８年６月の一年間）

• 年間売上高： 1兆 2,700 億ドル（９７年７月～９８年６月の一年間）

• 売上シェア： 60％

• 年間売上伸び率：24％（対前年度）

• ネットワークセンター：

４ヶ所（サンマティオ、ＤＣＡ、ＬＯＮ、横浜）

＊ 会員、売上の伸び率は南米、中央ヨーロッパ地域が高く急成長している。

アジア太平洋地区の売上シェアは全体の 10.7％である。
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(4) カードブランドシェア（９８年６現在）

 

 

 

(5) 個人支出に占めるカードのシェア（全世界）

米国では、カードが約 23％、現金/小切手が約77％に対し、日本では、カードが約

5％、現金/小切手が約 95％という状況である。

 

 　

 

 

 

3.1.1.2 ＶＩＳＡのＥＣ戦略

(1) ＶＩＳＡのＥＣに対する基本的アプローチ

基本的には２方向により取組んでいる。ひとつはマーケティング分野、それと安全

なインターネット取引に関するインフラ構築の分野である。また、インターネットの

成長によりグローバルな世界で瞬時にショッピングが可能な世界が実現しており、Ｅ

Ｃは新しいビジネスチャンスの到来と意識している。
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図３－１　カードブランドシェア

図３－２　カードのシェア
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(2) ＶＩＳＡの役割（信頼性確保）

① 現実市場でのグローバルトフステッドサードパーティのようにインターネット上で

の取引もＶＩＳＡのルール（規則）にのっとって行えば安全だということをメンバ

ーユーザーに請求していく。

② バーチャル世界での信頼性を確保するには会員がポジティブに利用する加盟店を確

認できることが重要であり、会員加盟店間の相互確認を電子署名技術を駆使して行

えることをサポートする。また会員とカードイシュアー間のデジタル署名に関する

コスト負担を出来るだけ軽減化する処置をすることも重要である。具体的にはＳＣ

ＥＣ(Smart Card and Electronic Commerce)の普及を計ることにある。

(3) ＳＥＴの普及コンセプト

基本としては既存の決済システムをそのままインターネット上での決済システムに

応用するということであるが、Face to Face（対面取引）の世界と異なり加盟店、会

員間の相互確認とデータの真正性を暗号化技術を利用して行えなければ信頼性を得ら

れない。従って如何にＳＥＴを普及させメンバー会員加盟店をサポートするかが使命

となる。

現状 39 ヶ国、150 メンバーがＳＥＴを採り入れており、ＶＩＳＡのホームページに

はＳＥＴを受け入れている加盟店リストがある。

また、世界各地で普及、啓蒙のための行動を実際に起きている。例えばアジア太平

洋地区では消費者加盟店教育のためのコンファレンスを開催したり、日本及びフラン

ス、ブラジルでは実用化のためのプロジェクトを結成してテストを開始している。ま

たヤフーではＶＩＳＡショッピングガイドを作成し、オンラインショッピングができ

る加盟店リストを紹介し、ＰＲしている。

(4) ＳＣＥＣ（Smart Card and Electronic Commerce）について

ＳＥＴバージョン２のデザインに従ってＶＩＳＡとしては本人確認に必要な認証書

及び暗号化アルゴリズム等をインプルメントしたＩＣカードを発行し、より安全で便

利にオンライン取引ができるシステムの構築を目指している。現在ＶＩＳＡ仕様に基

づいてシンガポールでスタンダードチャーター銀行とジェンプラス社等を協力して実

用化試験を行っている。

＊ ﾏｰﾁｬﾝﾄへのｱｸｾｽの便宜性の確保

＊ 安全なｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ方法と好ましい決済方法の確立

＊ 安全であるという意識啓蒙と教育

＊ ＳＥＴの世界的普及と使用（ﾃﾞﾌｧｸﾄｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ化）

＊ ＩＣｶｰﾄﾞをﾍﾞｰｽとしたｲﾝﾀｰﾈｯﾄ経由での高度なｻｰﾋﾞｽ

２つのｱﾌ゚ ﾛー ﾁ

安全なｲﾝﾀｰﾈｯﾄ取引

のｲﾝﾌﾗ構築分野

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ分野

図３－３　ＶＩＳＡの基本的アプローチ
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どのようにＳＥＴとＥＭＶを融合し統合化するかは重要な課題であり、１９９９年

３月迄に小さなＫＥＹを使用したモデル仕様を発表する予定である。近日中には仕様

がほぼまとまると考えている。ＳＥＴバージョン１はユーザーとＣＰＵを結び付ける

役割を果たしたが、バージョン２はＩＣカードがインターネットへのアクセスをより

手軽にする役割を果たすことになる。

① ＩＣカードの役割

ＩＣカードの役割は単に支払い手段でなくＩＤやサービスアクセス手段となる。

• サービスへのアクセス手段（種々な端末を利用してアクセスできる）

• 安全な支払い手段の提携

• 消費者のＩＤ証としての役割

(5) ＥＣのマイグレーションについて

現実的にはインターネットでのオンライン取引による被害が発生しており、チャー

ジバック件数が増えている。

「なりすまし」による被害が多いが、クレジットカード番号をどこで盗まれたかを

特定化することは難しい。その原因のひとつとしては"チャンネル・エンクリプション

"がほとんどないという事も起因しており、多数のプレイヤーが関わることで責任の所

在を特定化することも出来ない。現状ＳＳＬを利用した取引が多いが出来るだけ早く

より安全なＳＥＴへの移行を行い、ＳＣＥＣ（Chip Card with SET の意味）の開発、

普及を計る事がＶＩＳＡとしての使命でもある。

展開方法としては、

（既存インフラ）＋（新技術）＝（信頼性の確保とインフラ構築）

となる。即ち既存インフラに新技術を如何に追加していくかということであり、こ

の事はカードホルダーの利便性の向上及び混乱の防止（即ち、既存慣行の継承）に連

動している。言葉を替えれば「信頼性の確保」ということになる。

(6) まとめ

ＥＣは信頼性の上に成立する取引であり、ＶＩＳＡとしてもメンバー（銀行、カー

ド会社）を通じて消費者（会員）に便利で安心して取引が出来る機会を提供し、ＰＲ

していく。それには以下のことを認識してＥＣ市場の拡大を推進する。

• ＥＣの信頼性（モデル）を基盤とする

• 過去から築いた資産をより増加させる

• ＶＩＳＡメンバーの投資をＶＩＳＡブランドによりプロテクトする

• 不正悪用の事前防止のためのマネージメントシステムを構築する

• 将来の収益機会においてもＶＩＳＡはリーダーとしてのポジションを獲得する

3.1.1.3 米国におけるＶＩＳＡのＥＣ戦略

(1) 米国でのトレンド

ＥＣは量的拡大が著しい分野であり、月単位で取引量が増大している。２年前（１

９９６年）を１００とすると、現在は 820％アップの伸びである。またＥＣでのビジ

ネス機会も急激に増加している（１９９６年時点で 7 億 707 万ドルに対し、１９９８

年で 58 億ドル）。また、インターネットユーザーも 16 万～34 万の人々の 50％がユー
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ザーとなっており、全体で 4,000 万人となっている。

ＶＩＳＡとしては新しいマーケットの誕生ということで大いに期待している。米国

ＶＩＳＡにおいては現在フィジカル世界での売上の増加率は全体で 13％位であるが

ＥＣでの伸び率は 81％と非常に大きい。カード業界全体としては 57％位の伸び率とな

っている。

またＶＩＳＡ全体の売上高に占めるオンラインショッピングでの売上高の割合は、

約 1％であるが、２０００年には 10％位のシェアになるものと予測している（ただし、

ここで言うオンラインショッピングはメールオーダーテレショッピング、テレホンシ

ョッピング、インターネットショッピングなど全て含み、ＥＣでの売上の伸びが非常

に大きいと言う意味である）。

インターネット上でのマルチカードのシェアは３年後には 99％となる。従ってイン

ターネットはＶＩＳＡのみならずカード業界にとっては「金を生み出すマーケット」

となる。

 

(2) 米国内でのＶＩＳＡのシェアとインターネットについて

カード全体の取扱高シェアは全体の 23％であり、米国社会においても現金小切手の

シェア（77％）が圧倒的に高い。これはリアルの世界のシェアであるが、バーチャル

の世界では 99％がカードでの取扱いとなる。米国内におけるＶＩＳＡのシェアは全体

を１００とすると 52％であるが、インターネットの世界でも 52％以上を確保すること

を目標としている。またインターネットでのカードはどのカードを良く思い、どのカ

ードで買物するかという調査を行ったがＶＩＳＡが 39％の評価を得た。これは単に技

術力だけでなくマーケティング部門の活動の評価も含まれており、ＶＩＳＡとしては

満足している。

 

これらの結果を勘案してＶＩＳＡとしていろいろ研究している。重要なのは①信頼

性、②安全性をキーとした戦略を構築し、実行していくことを考えている。要は消費

者がどう思っているかが重要であるということである。従ってＶＩＳＡとしては、対

16%

38%

5%

2%

39%

ＶＩＳＡ ＭＣ ＡＭＥＸ ＤＩＳＣ 未回答・その他

図３－４　ユーザのカードに対する評価
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面取引（Face to Face）の世界でのイメージをインターネットの世界に同じように適

用させていくことを基本としている。

(3) ＥＣの戦略について

ＶＩＳＡ　ＵＳＡとしては、

• インターネットでのＥＣに対する素早い対応と適応及び受入れ体制の構築

• メンバーの利益率の向上

• 安全性を高めるために現実的なプロテクションの実施

ということを基本的なコンセプトに基づき如何にＥＣを推進していくかを考えてい

る。基本的戦略手順は以下の通りである。

１） 第一戦略 今までのＶＩＳＡブランドの維持

２） 第二戦略 ＶＩＳＡの市場シェアを拡大

３） 第三戦略 アライアンス戦略の実行

４） 第四戦略 インフラストクチャーの構築

① 第一戦略：ＶＩＳＡブランド維持のためのアクション

A. テレビ、ラジオ、活字媒体でのＰＲキャンペーンの実施

2,500 万ドルの資金を投下し、"インターネットは生きている"ということをベ

ースとしてカードは考えて利用する。ＶＩＳＡカードどこへでも持っていくカー

ドでどこでも利用できることを請求している。

B. ＰＲツアー（メディアツアー）の実施

モーニングショウ、トークショウ、ワイドショウに出演してＶＩＳＡブランド

は安全で使いやすく良いものであることをＰＲ。

C. プロモーション活動

通常フィジカル世界（現実世界）で行なっているプロモーション活動をそのま

まインターネット世界に持込んで活動。

D. 教育活動

消費者、加盟店、銀行（メンバー）に対して教育活動を常に行っている。

まとめると、フィジカル世界での活動をそのままインターネットの世界でも同

じように行うということである。

② 第二戦略：市場シェアの拡大

米国内でのＶＩＳＡの取扱高シェアは52％（ショッピングカード、キャッシング

含む）であるが、インターネット世界においても 52％以上のシェアを確保する。消

費者に対するカードの評価調査結果をみてもＶＩＳＡは好ましいカードと評価され

ているが、更に一番多く受け入れられ好ましいカードであることをあらゆる局面で

演出していく。

③ 第三戦略：アライアンス（提携）戦略

第３章で説明したので省略。

④ 第四戦略：インフラストラクチャーの構築

ゴール（目的）としては、カード決済はＥＣ上でも簡単で安心して使えるものと
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することである。そのためにはインターネット上での取引に関しては現実とは異な

る要素が実在する。それは、

• ワレット（インターネット上で使用できる財布）

• マーチャントサバーソフト

• ペイメントゲートウエイ（加盟店/カード会社）

• 認証

等である。ＶＩＳＡの意味としては新しい要素を既存のインフラの中に埋め込ん

でいくことにある。それには段階を追って実施していくことにしている（一度に全

てを行わないということ）。

• ＳＥＴの技術は良いものと確信

• 相互運用性を持たせる（新しいものと）

• バイプロダクトとしての認証とセキュリティ

これらの要素を個別にしかも段階的にスタートさせ、最終的に合体、統合させる

ことを考えている。ここでのキーはインターオペラビリティ（相互運用性）にある。

(4) 不正悪用対策

３段階に分けて実施していく方針にしている。

① 第一ステップ

現実世界での不正悪用対策をインターネット上にも持ち込み対応する。またそれ

とともにベンダーと協力してＳＥＴワレットを会員に紹介し、使用してもらうよう

ＰＲしていく。

② 第二ステップ

加盟店に対してもＳＥＴゲート、ＳＥＴ用サティフィケートをすぐ使ってもらう

よう仕向けてＰＲする。

③ 第三ステップ

第一と第二ステップの事項を結び付け全ての消費者がＳＥＴワレットを持っても

らう、即ち会員とマーチャントを結びつけるものはＳＥＴワレットしかないという

ことになる。不正悪用防止策としては会員、加盟店に認証書を保有してもらうこと

であり、発行することである。

(5) まとめ

ＥＣの成長を大いに期待している。ゴールとしては簡単で、やさしく実行できるも

のとすることであり、それは会員や加盟店が簡単に利用できるシステムとすることで

ある。

3.1.2 Mastercard インターナショナル

3.1.2.1 インターネット上の市場規模とマスターカードの目標

(1) ＢｔｏＣは、２００２年には 400 億ドルを超し、ヴァーチャルショッピングでは

カード決済が 88％を占める。

(2) ＢｔｏＢは、２００２年には2,940 億ドルに到達する。
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(3) 目標 ①ヴァーチャル／リアル共にＥＣにおける支払手段のトップ

 ②電子決済のシェア向上

 ③デジタルな世界でのブランドステータスと価値の拡大

 ④ＥＣのグローバルリーダー

 

3.1.2.2 Mastercard の戦略

Mastercard の戦略として、安全な決済手段であるＳＥＴをサポートする。

１） ＳＥＴを展開する地域としては、表１－１からも分かるように、アジア、ヨーロ

ッパでの割合が米国よりも多い。

地　域 検討中 サービス提供中

米国 ９ ４

カナダ ２ １

ラテンアメリカ １２ １

中東、アフリカ ５ ２

アジア ２１ ５

ヨーロッパ ２９ １３

合計 ７８ ２６

２） ヨーロッパ、特にフランスで推奨されているＣｈｉｐ－ＳＥＴとの統合も視野に

入れている。これによりセキュリティーを向上させる。

３） Mastercard とＶＩＳＡが協力し、ＳＥＴＣｏを設立した。ＳＥＴＣｏはＳＥＴ関

連の仕様書を管理している。ＡＭＥＸとＪＣＢも今年度末までにに参加予定である。

3.1.2.3 ＥＭＶとＳＥＴの統合

(1) ＥＭＶ準拠の効果

ＥＭＶ準拠の効果として、以下が考えられる。

• 携帯ＩＣカードの安全性向上

• 世界各国の加盟店で利用可能

• 既存システムとの共存

• 悪用防止／消費者保護

(2) ＥＭＶとＳＥＴの結合

ＩＣカードの認証に優れているＥＭＶをＳＥＴと統合させることで、お互いのセキ

ュリティー上の長所を生かし、リスクを軽減できる。

3.1.2.4 ウォレットの配布

表３－１　ＳＥＴを展開する地域
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１） マイクロソフトとネットスケープが、ヴァーチャルショッピングに必要なウォレ

ットのソフトをブラウザーに組み込む作業をしている。

２） コンパック、ＩＢＭ、デル、ＨＰ、東芝が協力。

3.1.2.5 ミーティングでの質疑応答

Ｑ：ＳＥＴＣｏの目的は、ある認証局やソフトウェア会社がＳＥＴに準拠しているか否

かを判断する企業のことではないのか。

Ａ：それは機能の１つ。ＣＡのアプリケーション等も作成している（完成済）。

Ｑ：ＳＥＴＣｏから認定されている企業数はどの位か。

Ａ：全世界で２０ほど。

Ｑ：日本ではＳＥＴを使用したプロジェクトが数多く実施中。米国は如何に。

Ａ：米国ではまだ行われていない。米国の銀行は合併等が多く、まだ着手出来ず。

Ｑ：ＥＭＶとＳＥＴの融合はＳＥＴバージョン2.0 からか。

Ａ：違う。融合はＳＥＴバージョン 1.0 の拡張版である。

Ｑ：ウォレットのソフトをブラウザーに組み込むのはマイクロソフトのみと聞いていた

が、ネットスケープにも組み込まれているのか。

Ａ：正確にはネットスケープは検討中。マイクロソフトは既にサービス開始。今後はユ

ーザーが各自でインストールする手間が省ける。
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3.2 銀行の取組み

3.2.1 Chase Manhattan 銀行

3.2.1.1 同社の電子マネー戦略

電子マネー（平均 4 ドル）＜デビットカード（平均 40 ドル）＜クレジットカード（平

均 100 ドル）と考えている。ＣＭＳ等と同様に、先行して構築したインフラ／ノウハウ／

ソフト等を他の金融機関に販売。実験で得た Loyalty Program も販売の対象と考えている。

近い将来、現金引出手数料をチャージ（⇔電子マネーのリロードはチャージしない）。

電子マネーの歩留まり自体も収益として考えている

3.2.1.2 ニューヨークの電子マネー実験の概要

１） アッパーウェストサイド地区（59 丁目～96 丁目。同地区はチェースマンハッタン

銀行とシティバンクの市場占有率がきわめて高い地域）で実施した。

２） チェースマンハッタン銀行－マスターカード（モンデクス）、シティバンク－Ｖ

ＩＳＡカード（ＶＩＳＡキャッシュ）のインターオペラビリティ（単に対顧端末が一

つなだけ、端末には両者のチップが内蔵されており、端末から後はすべて別系統で処

理）をテストするジョイントプログラムである。

３） 98,000 枚のＩＣカードを発行（クレジットカード／デビットカード共用のリレー

ションシップカードとＩＣカードのみのスタンドアローンカード）済みである。

４） リロード用端末として 55 のＡＴＭを 13 支店に用意した。

５） ＰＯＳ端末は５種類から選択出来る。

６） ＩＣカードの販売はチェースマンハッタン銀行やシティバンクの子会社等で実施

している。

７） ９８年１２月に成功裡に終了した。第２フェーズはシティバンクと組まずに単独

で実施する予定である。

3.2.1.3 成果

(1) ユーザーの要望

• カード種類は両方必要（スタンドアローンカードの方が良く使われた）

• 職住、両方の地域で使いたい

• 利用可能な店舗に表示が必要

• インセンティブ／ロイヤリテイ・プログラムが必要

• インターネット経由などでの便利な充填機能が必要

• インターネット上で利用の実現

(2) 加盟店の要望

• 訪問ガイダンス／インストールを希望（手取り足取り）

• 一つの端末で使用を希望

• ロイヤリティ・プログラムが必要

• トランザクション・スピードの高速化
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3.2.1.4 成功したアプリケーションプログラム

(1) コインランドリープログラム

• アパートメントの地下にあるコインランドリーの傍らにモンデクス端末を設置

• コインからのシフト率が当初の９週で37％内外、平均でも 24％を超過

• コイン代替物としての電子マネーの位置付けを証明

• クローズドエリアでの普及率の高さを実証

(2) バーガーキングのロイヤリティプログラム（ロングアイランド）

• 学校、エクスプレスウェイストア、商店街、郊外の４ヶ所で実施

• 現金→電子マネーのエクスチェンジが可能（転々流通は不可能）

• 学校及びエクスプレスウェイストアの利用率が高い

3.2.1.5 今後の展開

フェーズ１で得られた様々な要望や課題に対処するため、今後以下の観点を考慮に入れ

フェーズ２を実施する予定である。

• ミッドタウンにエリアを拡大して９９年第３期より第２フェーズの実験を実施

• シティバンク－ＶＩＳＡとの共同プロジェクトは終了

• モンデクスの次世代ＩＣチップ規格（Multos）を利用したマルチアプリケーショ

ンカードを使用（「カード１枚でなんでも」の需要に対応）

• インターネット上での利用も実験範囲に包含

3.2.1.6 所見

チェースマンハッタン銀行でのプレゼンテーションやその他のニュースなどを参考に、

以下に個人的所見を述べたい。

• ＩＣカード型の電子マネーの普及は当面、地域限定／特定アプリケーション（鉄

道、コインランドリー、自販機、ＩＤ等）依存で進行するものと思われる。

• アッパーウェストサイド地区の状況からも、未だＩＣカード型の電子マネーが黎

明期の域を出ていないことは明らか、かつ、歩留り率もかなり高率。

• 一部で言われているようなモンデクスとＶＩＳＡキャッシュの規格争いに発展す

る可能性は低いものと思料。ユーザーにとってのインターオペラビリティは今回

の実験でも実証済。（単に加盟店の端末内に両規格のチップを内蔵しているだけ

で、その端末から先の系統は全く別であり、データの流れも２本ではあるが。）

上述の通り、ＩＣカード型電子マネーの本格普及には数年の時日を要する見込み。また、

Mastercard とＶＩＳＡの両クレジットカード陣営主導で、両社の次世代ＩＣチップの展開

と並行して進むことも明らかであろう。つまり、ここ当面は、地域を限定しつつ、両クレ

ジットカード陣営がお互いに魅力的なアプリケーションモデルを模索し、それを他社／他

行に販売していくことで徐々に点から面へと拡大させていく段階。数年後には、両社のク

レジットカード／デビットカードに、両社の電子財布も搭載され、その他の鉄道やＩＤな

どのアプリケーションも併載されることとなろう。
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3.3 証券会社の取組み

3.3.1 Merrill Lynch

Merrill Lynch（メリルリンチ）証券の戦略は、対象とする顧客を広く一般に求めるので

はなく、裕福な層にターゲットを絞っている点である。ただし、その裕福な層には，木目

細かいサービスを提供しており、これら顧客のとの長い期間の繋がりを優先している。

既にオンライン取引きでの手数料ベースでブローカー（仲買人）となっている人達との

潜在的衝突を避けたり、または、遅らせたりするために、メリルリンチ証券は、取引手数

料を一件あたりで徴収しない特別な口座を維持している５万５千人の顧客に対してのサー

ビスに限定している。

これらの口座は、開設に必要な最低資産が１０万ドル（約１２００万円）であり、米国

内最大手のメリルリンチ証券の５００万口座の約１％にあたる。

従来の投資会社のほとんどで、インターネット経由での自身の口座照会を行う事が許さ

れていたが、全ての会社がオンライン取引への移行に対しては抵抗をしていた。とりわけ、

メリルリンチ証券は、新しいサービスの発表を行っていなかった。

フォレスターリサーチ（米国マサチューセッツ州）の業界アナリストであるビル・ドイ

ルによると、「従来の投資会社は、ブローカーの激しい反発に不安を抱いている。オンラ

イン取引は、顧客とブローカーの関係を弱めてしまう。」との事である。

「同時にそれは完全に避けては通れない話しである。また今後の予想として、オンライ

ン取引口座数が、現在の５３０万から、９９年中に８４０万に増加する見込みであり、同

じようにオンライン口座の資産合計も、２３００億ドル（約２８兆円）から４０００億ド

ル（約４８兆円）近くまで増える見込みである。」

オンライン取引での手数料は、大手の総合サービスを行っている会社（メリルリンチ証

券、ソロモン・スミス・バーニー、モルガン・スタンレー・ディーン・ウィッター、プル

デンシャル・セキュリティ、ペインウェバーなど）での、他の取引料金の額に比べて微々

たるものである。これらの会社では、取引あたり１００ドル、２００ドル以上を要求され

るのが常である。

これに比較して、オンライン・ブローカーとして最大手のチャールズ・シュワッブは、

図３－５　米国のオンライン取引の推移
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インタネット取引に３０ドルの手数料を要求している。この業界のパイオニアである

E*Trade では取引あたり１５ドル、アメリトレードなどのような新興会社では、８ドルとい

う安さである。

従来の会社は、顧客は個々に対するサービスの充実を求めており、取引に対する手数料

にはあまり関心を示していないと考えている。

金融業界のコンサルタントは、その顧客との長期にわたる取引での密接な関係に努めて

いる。顧客に対するトータルの資産運用を全体的に考えている、とメリルリンチ証券のス

ポークスマンであるボビー・コリンズは話す。

ただし、前述のドイルによれば、このメリルリンチ証券の動きは、その他の総合サービ

ス会社をより、オンライン取引への道に導く力が働く。

従来の投資会社は、オンラインブローカの集団に集まっている資産を、単なるお金の遊

びと捨て去るが、実際のお金の動きはオンライン取引の方に動いており、これらの会社が

無視できないだけの何かがある。

3.3.2 Fidelity

Fidelity Investiments（フィデリティ証券）は、最近オンライン取引に積極的に取組ん

でいる。サイバー空間は現実の世界と異なりつかみ所が無いイメージがあるが、しかしそ

の中で急激に伸びているオンラインでの株取引市場への参入機会を探るため、フィデリテ

ィ証券「その日の取引」のお店と呼ばれる、インターネットだけを使ったブローカー（仲

買人）達が取組んでいる特別なサービスの提供に力を注ぎはじめている。

株式売買のためにＷｅｂに集まる投資家に対し、フィデリティ証券からはまだ公表され

ていないようであるが、オンライン投資ブームを刷新し、新たな競争の波をおこそうとし

ているようである。

フィデリティ証券が視野に入れている新しいサービスは、まだ曖昧ではあるが、①リア

ルタイムでの口座残高更新、②リアルタイムで使い放題の相場情報、さらに③ＮＡＳＤＡ

Ｑ（米国店頭株式市場）レベル２として知られており、その時点での実勢価格だけでなく、

売買人達の気配値を示し、市場の売り買いを助長するサービスなどである。

フィデリティ証券は、国内で２番目に大きな「株のディスカウントブローカー」として

よりも、一番大きな投資信託会社として有名である。オンライン投資会社としては、それ

ほど突出していない。

しかし、個人を対象とする世界の証券会社の４つに一つが、オンライン上に作られ、ま

た物理的店舗を構えた従来のブローカーとの取引きよりも、オンラインでの取引きが頻繁

に行われており、フィデリティ証券はそれらのツールをオンライン投資家との競争の鍵と

見ている。

そのような投資家用ツールは、フィデリティ証券やチャールズ・シュワッブ社（Charles

Schwab & Co.）等の総合サービスの投資信託会社のオンライン投資部門にあるのではなく、

E*Trade 社や Datek 社など星の数ある「その日の取引きを相手にする会社」により似たオン

ラインだけに特化した投資会社に見かけられる。

そのような最近の流行に乗ったＷｅｂブローカーは、もちろん最先端のツールを用いて

いたり、価格の割引などを行っていたりしている。最近彼らは、停電やソフト不具合など
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の原因で株価に遅れを出し、その結果として、取引で顧客に何万ドルもの余分の費用を使

わてしまうという不始末を犯してしまった。

この騒動は、オンライン投資の世界に傷をつけた。しかし、これにより、新しい世代の

お店がいかにサイバー投資を支配し、フィデリティ証券などの従来型の会社ではまだ使わ

れていないツールやサービスを用いているかを強調した。

フィデリティ証券は、一方では現在の取引き手法も用いながら、他方でオンライン取引

きでのハイエンドを目指しており、明らかに大きなビジネスを築こうとしている。

オンライン・ブローカーの口座数は、全部で１８０万あり、業界ランキングは、オンラ

イン取引全体の２９％のシェアを持つチャールズ・シュワッブ社が業界のリーダとして君

臨し、以下、ウォーターハウス・セキュリティ社（Waterhouse Securities）、E*Trade 社、

Datek 社（いずれもＷｅｂベースの会社）が続き、フィデリティ証券は５番目（９.４％の

シェア）である。

フィデリティ証券は、競合他社が注目している新しいサービスの提供時期をはっきりさ

せていない。しかし、フィデリティ証券に近い筋によると間もなくそのサービスが提供さ

れるようである。

フィデリティ証券の取引仲介サービスを担当している上級副社長マシュー・サドラー氏

によると、オンライン取引業界は、彼らの提供するサービスを価格面から別の方向に強化

している。オンライン投資家全員が、全体の価格への融通が利くわけではない。サービス

や信頼性、ツールや情報の適格性など彼らにとってもっと他に重要な要素があるはずであ

る。

フィデリティ証券の新しいサービスは、３万６０００の最も積極的なオンラインユーザ

を対象としている。彼らは、フィデリティ証券のオンラインユーザの２％にあたり、年に

少なくとも３６回は取引きを行っている。

しかし、フィデリティ証券は、現在支店で人を介して取引を行っている一般の顧客を、

オンラインで行わせる事により、経費を削減したいと考えている。

ちなみに、Fidelityとは日本語で「忠実、誠実」という意味を持つ。
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3.4 その他の取組み

3.4.1 VeriSign（認証局）

3.4.1.1  VeriSign の現況と市場予測

VeriSign の現況と市場の予測を簡単にまとめると、以下の通りである。

• ＰＫＩ（Public Key Intrastructure）をビジネスフィールド

• 300 人の従業員と 4,000 万ドルのインフラ投資によりビジネスを展開

• 82,000 のＷｅｂサイト、350 万人の消費者、320 の企業、16 の政府関係機関など

にサービスを提供

• 電子市場は、企業間取引および消費者取引を併せて、２０００年には 1,232 億ド

ルの市場になると予測

3.4.1.2  ＥＣにおける危険性とその回避策

(1) 危険性

• アクセスするべきでない人のアクセスとそれによるデータの盗聴の可能性

• インターネットを通して、詐欺のように物やお金を盗む可能性

• 人や企業になりすます可能性

• クラッキングによるサービスダウンなどにより、サービスを受けるべき人が受け

られなくなる可能性

(2) 信頼すべきＥＣの要素＝ＰＫＩの基礎

① Authentication－取引相手の真正性を確認すること。

② Privacy－二者間、多者間の取引内容はプライベートであること。

③ Integrity－ある末端で得られるデータ（結果）は、他の末端でも同様の結果が得

られること。

④ Non-Repudiation－否認のないこと。

⑤ User-Friendliness－ユーザーにとって使いやすいこと。ＰＫＩの技術を利用する

だけでなく、安全性に基づき、アプリケーションのポリシーやルールを作って、そ

の範囲内で人々が規則通りに活動するような社会を作ることが必要、との意見。

(3) VeriSign の戦略市場

① インターネットソリューション市場

Ｗｅｂサイトや電子メールを利用する個人などの認証。

② エンタープライズ市場

「ベリサイン・オンサイト(VeriSign On-Site)」の投入。

　　→企業によるサーバーやビジネスパートナー、顧客などの認証。

(4) 「ベリサイン・オンサイト(VeriSign On-Site)」

① 「オンサイト」は、ＰＫＩに基づいた、企業のブランドの認証書を発行する。

　→「オンサイト」の導入＝ＰＫＩ技術の入手

② 公開鍵や秘密鍵の管理はすべて、VeriSign のデータセンターで行われる。

(5) データセンター

① データセンターは、世界各地に点在し、それらをネットワークで結び、世界中に

サービスを提供。
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② 複数レベルのセキュリティによる保護。

③ 約 160 ページのＣＰＳ(Certification Practice Statement)による手順の確立。

④ 米国大手会計事務所による監査。

⑤ 140 以上の企業アプリケーションが、VeriSignの技術を利用している。

　　→主要なサーバーやＷｅｂなどのほとんどが利用

3.4.2 OpenMarket（ＳＩベンダー）

3.4.2.1 企業概要

OpenMarket 社は、大手企業がインターネット上で販売活動を行うために必要なソフトウ

ェアの提供を目的として１９９４年に設立された。マサチューセッツ州ケンブリッジから

現在の所在地には１９９８年３月に移転した。現在、18 ヵ国にビジネスを展開しており、

全従業員数は約 400 人である。１９９６年にＮＡＳＤＡＱに上場し、１９９７年には東京

に日本法人も設立した。

販売している代表的なソフトウェア製品は「トランザクト（Transact）」、「フォリオ

（Folio）」、「ライブ・コマース（LiveCommerce）」、「ショップ・サイト（ShopSite）」

である。

１９９７年の売上高は 6,000 万ドルである。総売上高の７割がソフトウェアの売上であ

る。その内「トランザクト」、「フォリオ」の売上が大半を占め、「ライブ・コマース」

や「ショップ・サイト」の売上は少ない。残り３割は製品サポート、メンテナンス、サー

ビスによるものである。

ユーザには、製造業、出版業、通信会社、金融機関等様々な業種があり、代表的なユー

ザは、ディズニー、ソニー、ＡＴ＆Ｔ、ＮＴＴ等である。ユーザは、同社が提供するソフ

トウェアを使ってＥＣ事業（インターネット上で販売活動）を行っている企業と「ショッ

プ・サイト」を利用してコマース・サービスを提供している企業（コマース・サービス・

プロバイダ）である。優秀なユーザが多く、それらの経験を製品に反映させることが可能

となっている。

インターネット・コマース・ソフトウェアの市場では、OpenMarket 社が約 30％のシェア

を占めており、同市場におけるリーダーであるとの自負がうかがえた。

 

3.4.2.2 インターネット・コマースの現状と今後について

エレクトロニック・コマース（ＥＣ）とインターネット・コマースの概念の違いは、Ｅ

ＣはＥＤＩのような既存のネットワークを使ったものも含まれるのに対し、インターネッ

ト・コマースは公共のネットワークが使われているものを指す。同社はインターネット・

コマースを標榜する。

インターネット上でビジネスが展開されていくことによって、現在のビジネス形態も変

化していく。まず、現在のビジネスはサプライヤー側に重きが置かれているが、次第に消

費者中心になっていく。消費者は世界中の企業にアクセスできるようになり、サイトを飛

んで、何社かを比較することが容易になる。Ｗｅｂの発達で比較競争が激化し、消費者の

立場の優位性が高まる。また、製品そのものよりも製品に関する様々な情報に価値が生ま
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れるようになる。

調査会社によれば、中小規模のマーチャントでは、インターネットを使って販売を行っ

ているマーチャントは、そうでないマーチャントより４割程度売上が多い。（ＩＤＣ調べ）

バナー公告は、クーポンなしの場合のクリック率は２％であるが、クーポン付の場合の

クリック率は 20％である。また、52％の企業がカスタマー・サービスをサイトの最重要課

題としている（フォレスター調べ）。

調査会社の見通しによれば、オンラインでの購入額は１９９７年から１９９８年で 37％

増加し（ニールセン調べ）、クリスマス時期のオンラインでの取引は１９９７年で 11 億ド

ルであったが、１９９８年には 23 億ドルになる（ジュピター調べ）と予測されている。

２００２年にはインターネットでの取引が 1～1.5 兆ドルに達すると見込まれている（シ

スコＣＥＯ、アナリストの見解）。

オンラインで販売されている商品の情報にアクセスし、情報を見た後で購入した割合の

高い商品の上位は、花、コンピュータ・ハード、本であった。映画チケットや旅行に関す

る商品は、情報にはアクセスするが購入まではいかない（Millward Brown Interactive の

調べ）。

インターネット・マーケットにおけるソフトウェアの販売額は１９９７年から１９９８

年で約２倍、１９９８年から１９９９年で約３倍になると予測されている（フォレスター

調べ）。

インターネット・ビジネスでは黒字を出すことよりも、もっと大きな意味での利益を目

指すべきである。例えば、シスコやデルは「ベター・カスタマー・サービス（Better Customer

Service）」という考え方をしている。そこでは、サイトを構築し、顧客とやりとりしなが

らニーズを吸収していくことが重要であるとされている。成功しているユーザの多くは、

顧客へのサービスの提供を目的に始めた会社であり、顧客のニーズを的確につかむことで

結果として利益があがっている。

日本では、インターネット・ビジネスは危険であると考えられているようだが、マスメ

ディアによるセキュリティに対する過剰反応は問題である。米国でもインターネットに対

する不安はあった。しかし、これを克服するため、まず大手企業がインターネット・コマ

ースでの購入を保証した。そして、冒険的なユーザが使い始め、リスキーでないことが喧

伝され、一般的にインターネット・コマースに危険がないということが認知されるように

なった。日本ではインターネット・コマースが遅れていると言われているが、米国の大手

の会社でもシスコ、デルに１、２年は遅れている。いまだにサイトをもっていない企業も

ある。

 

3.4.2.3 製品紹介

(1) トランザクト（Transact）

インターネット・コマースを実現するための業務基本ソフトウェア。

安全な受注、製品出荷の自動化、リアルタイムの認証・決済処理、税金・製品出荷

計算の自動化、オンライン・カスタマー・サービス等の機能がある。

(2) フォリオ（Folio）

インターネット上での情報提供を行おうとする企業や出版社がデジタル出版物の販
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売をするためのソフトウェア。

法律、医療情報等の販売に利用されている。

(3) ライブ・コマース（LiveCommerce）

インターネット上にカタログを作成するソフトウェア。充実した検索機能がついて

おり、顧客に対して様々な検索方法を提供することができる。特定の顧客向けのカタ

ログを提供することもできる。

大手製造会社等が利用しており、電気機器、文房具、交換部品等の販売に利用され

ている。

(4) ショップ・サイト（ShopSite）

容易に、かつ短期間にＥＣ事業を開始できるソフトウェア。特に中小企業に適した

製品である。また、このソフトウェアを利用して、コマース・サービス・プロバイダ

が、中小企業のＥＣ事業開始を支援するサービスを提供することもできる。ＮＴＴ、

ＡＴ＆Ｔ等が利用している。

 

3.4.2.4 ユーザ紹介

(1) ディズニー・オンライン

• 同社のソフトウェアを使用後、一日当りの売上が通常の店舗の５倍にもなってい

る。

• 最近新たに「ＥＳＰＮ」（スポーツ・ショップ）を出店した。

• ディズニーとしては、１つの店でコミュニティを作ることにより客を集め、その

後様々な店を開いていく方針である。

• ギフト・ファインダー機能を利用し、贈りたいもの（例：誕生日のプレゼント）

に関する製品のみ表示させることができる。

• 「トランザクト」の機能を利用してデジタル商品券を発行している。商品券をも

らった人は、ディズニーやＥＳＰＮの製品の好きなものを買うことができる。商

品券は電子メールで送ることもできる。

(2) ソニー

• 「トランザクト」を使用してノート・パソコン「ＶＡＩＯ」の販売をしている。

• １年 365 日無休の販売が可能となり、在庫状況がすぐに確認できる。

(3) エーサー（コンピュータ製造・販売会社）

• 同社のソフトウェアを使用後、当初２週間で 20万ドルの売上があった。

(4) テクトロニクス（化学器具の製造販売会社）

• 通常はベンダーやリセラーを通して販売を実施しており、現在直接販売を行って

いるのは交換部品のみである。

• 近い将来、直接販売を拡大するため、現在、その準備段階にある。

(5) シンシナチ・マラクロン（プラスチック製品の販売会社）

• プラスチック製品の情報を提供するサイトを作り、ユーザの獲得に効果をあげて

いる。

(6) イングラム・マイクロ（米国トップのコンピュータ販売会社）

• 代理店に対して、製品情報、カタログを提供することにより、代理店では低コス
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トで、容易なサイトの作成が可能となっている。

• イングラム社のメリットとしては、代理店との関係を強められること、「トラン

ザクト」を使用することにより各代理店がＷｅｂ上でどのような製品を販売して

いるかを把握できること等が挙げられる。

3.4.3 CyberGold（新規ビジネス）

3.4.3.1 企業概要

CyberGold 社は１９９５年に設立され、現在の従業員数は 45 名であるが、今後事業を拡

大しても人員を増やす必要はないとの方針である。同社は、自社のサイトに顧客の広告を

掲載し、その広告を見た消費者に報奨金（CyberGold）を与える事業を行っている。ただし

この場合の報奨金は、あくまでも仮想マネーである。

同社は既存のメディアによる商用広告がベストなものではなく、「Human Attention（人

がどのようなものに注意を向けるか）」が新たな資源になると考え、Human Attention が電

脳空間では貴重な商品として市場を形成すると想定している。

 

3.4.3.2 報奨金（CyberGold）の仕組み

(1) 報奨金を取得する仕組み

まず、CyberGold 社のサイトを訪れ、報奨金を貯めるための Account（口座）を開き、

会員になる。手続きとしては、電子メールのアドレス、パスワードの登録だけでよい。

次に、同社の「アーン・サイト（報奨金を取得するための消費者向けサイト）」を

訪れ、広告を読んだり、ダウンロードすること等によって報奨金が得られる。

消費者への報奨金の提供の仕方には次の３種類がある。１つ目は「インスタント・

リウォード（Instant Reward）」で、同サイトの広告を見ただけで、報奨金を提供す

るものである。２つ目は「ペンディング・リウォード（Pending Reward）」で、広告

を見ただけではなく、ダウンロード等指示の通りにアクションを行った場合に提供を

行う。３つ目は商品の購入に対するリベートとして提供する場合である。

報奨金を得るためには質問に答える等の何らかの作業が必要なため、広告を見ずに

機械的に報奨金を得ることはできない。

ペンディング・リウォードの例として、「Disney’s Blast Online」では、ダウンロ

ードにより５ドルの報奨金が得られる。

リベートの例として、「レッド・ヘリング・マガジン」では、Ｗｅｂ上で定期購読

の申込みを行うことにより、６ドルの報奨金が得られる。つまり、定期購読割引き（29％

引き）と、６ドルの報奨金が得られる。その際、自分のＩＤ番号とクレジットカード

番号の入力を必要とする。報奨金の６ドルは購読料金と相殺することが可能である。

現在のところクレジット・カードによる支払いのみであるが、いずれ報奨金

（CyberGold）による支払いも可能にする予定である。

(2) 報奨金（CyberGold）を支払いに使う仕組み

報奨金を使う方法は、現時点では、会員の「CyberGold Account」からリアル・マネ

ーとして；
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１） 提携するＶＩＳＡカードの口座に送金する

２） 銀行口座に送金する

３） 非営利団体へ寄付する

の３通りがある。

スペンド・サイト（報奨金で商品を購入するサイト）はまだできていないが、Ｗｅ

ｂ上で報奨金を使えるように、１２月からベータ・テストを開始する。ベータ・テス

トに参加する企業としては、音楽、記事、オンライン・ゲーム等の販売会社が予定さ

れている。

 

3.4.3.3 事業内容

事業を始めてからこれまでの１８ヵ月間で 100万人の消費者が、報奨金（CyberGold）の

口座を開設している。現在、広告を掲載している企業は約 100 社であり、契約企業数は約

200 社に及ぶ。消費者からアーン・サイトへのアクセスは１８ヵ月間で４～５百万件にのぼ

った。

広告を掲載する企業は、CyberGold 社に広告掲載料と合わせて消費者に支払う報奨金の

総額をまとめて支払う。この際、消費者に支払う上限金額を決めておき、上限額以上に報

奨金が支払われないようにする。CyberGold 社は、企業から消費者に支払われるべき報奨金

の送金を仲立ちしているだけ、と考えることができる。

CyberGold 社のサイトへ広告を掲載する企業は、CyberGold 社のダウンロード・サイトか

ら簡単なソフトウェアをダウンロードするだけで手続きは終了する（10～20 分）。ソフト

ウェアのアップ・デートもセンター（CyberGold 本社）で集中的に行われる。

企業が支払う広告掲載料も妥当な金額に設定している。できて間もない市場でもあり、

ライバル会社が参入しても市場規模が拡大すれば良いと考えるからである。ただし、消費

者にキャッシュでインセンティブを与える仕組みについての特許を取得しているため、他

社はポイント制でやっている。

今のところ報奨金に有効期限は定めていない。今後、普通の銀行同様に、一定期間以上

口座が使われない場合は消去することも考えている。

広告を掲載しているほとんどの企業は、この仕組みに満足している。具体的には、出版

業界からは他の方法に比べて２倍以上の広告効果があるとの話を聞いている。同社のサイ

トに広告を掲載する企業の目的はいくつかあるが、まずレジストレーション（登録）によ

り消費者の情報を得られることが挙げられる。消費者は、名前、電子メールのアドレスを

入力すれば報奨金を１ドル程度もらえる。さらに、サイトのページの奥深くまでアクセス

することを求める広告掲載企業もある。同サイトからダウンロードする場合は５ドル程度

もらえる。ディズニーは継続的なサイトへのアクセスが見込めるとして非常に満足してい

る。商品購入のリベートとして報奨金を利用することもできる。ただし、スペンド・サイ

トはまだできていないので、十分に機能しているわけではない。

ＶＩＳＡカード、マスターカードから報奨金の口座へ資金を移動することもできる。セ

キュリティ機能も十分であり、安全に資金移動ができ、移動内容もすぐに確認できる。カ

ードから報奨金の口座へ資金を移動する場合、手数料は CyberGold 社が支払う。それでも

コストがほぼゼロのためペイできる。
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3.4.3.4 デモ内容（スペンド・サイト）

１） アーン・サイトで報奨金を得る、またはＶＩＳＡカードから資金を移動する等に

より口座に報奨金を貯める。

２） 商品を購入する。

• デモではニューヨーク・タイムズの古い新聞からビル・ゲイツに関する記事を検

索し、35 セントで購入した。ユーザ名、パスワードを入力することで購入でき

る。

• 選んだものが間違いであればすぐに取り消しができる。

• トランザクションが終われば、すぐにその履歴を見ることができる。

• CyberGold 社は消費者に請求書を送るわけではなく、コストがかからないので、

今まではクレジット・カード等で実施されなかった少額決済（マイクロ・ペイメ

ント）にも対応できる。

• 他に、サービス会社、電話会社に対する料金の支払いもでき、商品を買うのと同

様に寄付も可能である。

 

3.4.3.5 今後の展開

１） 音楽販売は、すばらしい市場になると期待している。ただし、現時点では、著作

権の問題があり、デジタル認証で買った消費者だけしか聞けないようにすることがポ

イント。

２） シェア・ウェア・ソフトの販売に対しても非常に興味を持っている。今のところ、

代金の回収は、ダウンロードした消費者に小切手で送ってもらう等の方法をとってお

り、確実に回収できていない状態である。

３） 現在のインターネット・ビジネスでは、商品金額が少額すぎて商売にならなかっ

た企業、個人も参入できるようになる。
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3.5 各国のＩＣカードプロジェクトの状況

3.5.1 ニューヨーク電子マネー実験

米国においては９７年１０月６日より、世界の中心都市 ニューヨーク市マンハッタンア

ッパー・ウェストサイドで、ＶＩＳＡ／Mastercard インターナショナルが協調し実験が進

められている。この実験は、銀行界の雄であるシティバンク（ＶＩＳＡキャッシュ）とチ

ェイスマンハッタン銀行（モンデクス）が参画し、クレジット業界と連携を取りながら進

められた。しかし、消費者並びに小売店の反応は今一つという状況のようであり、９８年

末でこの実験は中止と報じられている。失敗とされたコメントの一部を紹介すると、「サ

ービスが整っていない」「良いシステムだと思うが、ポピュラーでない」「決済処理に 15

～30 秒もかかる」「設置端末に問題多い」「クレジットカード・デビットカード等と区別

が付かない」等々である。

カードには、２種類あり銀行口座と連動するものと、口座非連動の旅行者等が持つもの

とがある。ロード上限額は、シティバンクは 500 ドル、チェイスマンハッタン銀行は 200

ドルとなっている。カード発行枚数は定かではないが、約 8 万枚店舗端末約 660 台と報じ

られている。また、カード保有者は GeldKarte と同様バリューチェッカーと呼ばれる残額

と履歴が読める機材が配布されている。

3.5.2 フランスの状況

(1) 電子マネー競争

仏銀行ケースデパルニュ、仏銀行ソシエテ・ジェネラル、仏郵便ラ・ポスト、パリ

都市交通公団（ＲＡＴＰ）、仏国鉄（ＳＮＣＦ）は、電子マネーの実施を目的とした

ビエティック・モネティック・サービス（ＢＭＳ）計画を進めており、このほど計画

を具体化するためモデウス社を設立した。モデウス社には、フランス・テレコムと仏

銀行バンク・ポピュレールも新たに参加した。

モデウス社は、新たな電子マネー・システムの開発、運営を行うことになっており、

実験は９８年１１月からイル・ド・フランス（パリ近郊）で、１９９９年初めにはパ

リのモンパルナス駅構内で開始される。実験では約 5 万枚のカード配付を予定してい

る。また、同社の設立者は、１９９９年末には２つのチップを内蔵した非触型電子マ

ネーカードで公共輸送、買い物、自動販売機、電話などが使用できるようになると見

込んでいる。

これに対し、仏銀行クレディ・アグリコルと仏銀行ＢＮＰも１９９９年初めからト

ゥールーズで独自の電子マネーカードの実地テストを行う予定であり、仏銀行クレデ

ィ・ミュチュエルも独自の電子マネー開発を開始している。今やフランスでの電子マ

ネー実験は、燎原の火の如く進展している。

(2) 集合住宅の施錠システム

仏郵便ラ・ポストは１９９９年上半期から、集合住宅の施錠システム「ヴィジック」

の普及促進キャンペーンを開始する。人口 2 万 5,000 人以上の都市を対象に、最終的

に 70 万件の集合住宅への配備を目指す。これは、非接触型のカードを使用したもので、

郵便配達人のカードは毎日更新が必要なため、盗難や紛失の場合でも悪用できない。
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各住宅のモジュールの価格は1万 5,000 フラン、居住者用のカードは 1枚 80 フラン程

度だが、将来的には価格は低下する見込みである。

ラ・ポストは同システムの開発に 1億 5,000 万フラン超を投資している。現在参加

している企業は、イモテック（システム販売）、ブリカール・エレクトロボックス、

アスコム・モンテル、ステラ・エレクトロニクス＆タッギング（以上モジュール製造）、

ジェムプラス（モジュールとカード製造）、シュランベルジェ（カード製造）などで

ある。

3.5.3 イギリスの状況

3.5.3.1 ド・ラ・リュ

英ＩＣカード会社ド・ラ・リュは、携帯電話に電子マネー・カード用スロットを付け、

電子マネーのチャージや支払いに利用し、携帯電話を電子マネー用端末とすることを計画

している。このため同社では、モトローラ、エリクソン、ノキアといった携帯電話機メー

カー、銀行等、金融界と移動体通信事業者にも働き掛けている。

同社のアメデオ・アンジェロ社長（欧州、アフリカ南米担当）は、「携帯電話にコンピ

ュータを搭載し、双方向端末とすることで、電子マネー市場に大きな発展をもたらすこと

になる」と述べ、この計画への期待を示している。９８年１０月１４日付の仏経済紙「レ・

ゼコー」によれば、まず銀行と移動体通信事業者の説得が課題であり、両者が緊密な協力

関係を結ぶことが成功の鍵であるものの、マージンの分配の問題等で対立する可能性もあ

るようである。

また、同社は９８年３月に仏カード用端末会社アンジェニコに 15％資本参加した。２～

５年以内に 100％を買収する計画であるほか、伊コログラフをＸログ社と共同で買収してい

る。またアプリケーション部門ではウエルカム・リアルタイムと、安全部門ではＩＤ２と

提携しているほか、先般仏コンパニー・デ・シニョーと電子サイン部門で提携している。

こうした企業買収や提携の拡大により、ド・ラ・リュはＩＣカード市場において、ジャン

プリュスやシュランベルジェとの競争を行っている。

3.5.4 ドイツの状況

3.5.4.1 GeldKarte

現在展開されている中で最も大きなシステムとして、ドイツの GeldKarte (ゲルトカル

テ)を挙げることができる。このシステムは、ドイツの全金融機関（金融業界連合会－ＺＫ

Ａ）が一体となり，この GeldKarte を作り上げ､１９９６年３月２６日から試行を開始し、

９７年から本格展開をしている。スキームは総てＺＫＡで取りまとめられ、カードや各種

端末等の仕様もここで検討され、誰でもがこの市場に参入することができるようになって

いる。但し、ここに機材を提供するメーカは、認可を与えられた公認メーカである必要が

ある。この認可プロセスに関する考え方が、現在の日本には存在しない。

GeldKarte のシステム概要は、図１－１２に示す通りである。この図からも分かるよう

に、オンラインとオフラインとを組み合わせ、運用コストの低減化を図っていることが理
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解できると思う。これもカードとして、ＩＣカードを採用することにより、安全性を維持

しつつ実現することが出来たわけである。

この安全性を確保しているＩＣカードに記録されている情報・種類は、次の通りである。

１) カード情報：  アプリケーション

• 電子マネー（口座連動）

• 電子マネー（口座なし）

            いずれもリロード可能（ロード上限額 400 マルク）

• 付加的応用情報

２) カード種類： 個人カード

商店カード

また、消費者には残高表示器があり、いつでもカード内の残高と直近取引（15 件）

と ロード記録（3件）を見ることが出来る。

ここで、デュッセルドルフでの利用状況として、パン屋で利用した場合を例にとり、

その操作の流れを紹介する。

• パン・コーヒー等商品を選択

• GeldKarte で支払うことを告げる

• 店員は GeldKarte 専用端末に合計金額を打込む（5～10 秒）

• 客が専用端末にカード挿入

• 0.5 秒程度で残額表示､2～3 秒後に買い物金額が表示

• 確認し端末の「ＯＫ」ボタンを押下

• 1～2 秒後に完了表示

• カードを抜き取る

これが一連の操作である。店員はまだ馴れてはいないが、面倒がらずに操作してい

る。印象として、レジとは連動されていないが、パン屋の場合現金を扱う手で商品を

銀 行

（小売店口座）

ロードセンター
（ｼｬﾄﾞｳ口座設定）

証拠センター

（ｼｬﾄﾞｳ口座管理）

銀 行

（消費者口座）

ネットワーク

ロード端末

小売店カード

ＧｅｌｄＫａｒｔｅ

個人カード

ＧｅｌｄＫａｒｔｅ

小売店端末

ｵﾌﾗｲﾝ

ｵﾌﾗｲﾝ

ｵﾝﾗｲﾝ

＜ロード端末＞

設置台数（９７年末)： 19,882 台

平均チャージ金額： 134.12 ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ

チャージ総額： 209Ｍ ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ

＜小売店端末＞

設置台数（９７年末)： 50,453 台

平均利用額： 20.78 ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ

図３－６ ＧｅｌｄＫａｒｔｅシステムの概要
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持つことより衛生的であり、消費者にとっては小銭の煩わしさが無く、受け入れやす

い状況である。

GeldKarte のメリットは次の通りである。

(1) カード保有者からのメリット

• 現金持ち歩き不要

• ＩＤカード不要

• どの銀行でも使用可能

• 口座無しでも利用可能

• ＰＩＮ番号不要

• 偽金の心配なし

• 釣り銭の心配なし

• 取引記録で確認可能

(2) 小売店のメリット

• オンライン／オフライン適切に端末選択可能

• 合理化が可能

• 現金取り扱いの減少

• カードベースが拡大（電子小切手共用）

• 安全性確保

• 決済が翌営業日

(3) 銀行のメリット

• 現金ハンドリング負担の減少

• 市場シェアの保全

• 付加的応用分野拡大

• 金利フロート上のメリット

• 手数料収入

現金領域

GeldKarte

(口座連動) 60K

White Card

(口座非連動)

         369K

EuroCheck Card 38M

Cash Card 20M

        ﾃﾞﾋﾞｯﾄ領域

EuroCheck Card 8M

Cash Card 4M

  ｸﾚｼﾞｯﾄ領域

利用資格 要利用資格不要

少額

利用金額

高額

ｹﾞﾙﾄｶﾙﾃ領域

貯蓄銀行中心に発行＜戦略商品＞

GeldKarte 併用ｶｰﾄﾞ

GeldKarte 単独ｶｰﾄﾞ

総発行枚数：約2,200万枚（97年時点）

図３－７ ＧｅｌｄＫａｒｔｅの位置づけと発行枚数
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GeldKarte の利用状況は、図１－１３に示す通りカードの発行量は 5,000 万枚近くまで

配布が完了している。この GeldKarte は、各地貯蓄銀行の戦略商品のひとつとして取組ま

れている。

ドイツは、日本と同様現金中心社会であるが、現在までの GeldKarte システムの安全性・

信頼性をベースに、社会インフラとして浸透していく気配が伺える。

3.5.5 オーストリアの状況

3.5.5.1 ザルツブルグ　プラス

オーストリアで展開されているザルツブルグ プラスである。これは、ザルツブルグ市観

光局が中心となり、観光客減少を食い止める策として、誕生したのがザルツブルグプラス

である。

このザルツブルグ市は、かの有名なアマデウス モーツアルトの生誕地を中心とする、観

光を主とした都市である。この地を訪れる観光客が、１９９０年の実績から１９９５年実

績では、約 20％減となり、その解決策として対策されたのがこのシステムである。

このカードの利用内容は、市内のケーブル・バス等の乗り物代金、名所旧跡の入場料、

夕食料金、休憩での飲み物料金等である。これら料金を事前に観光パッケージとして、そ

のＩＣカードに書き込み利用する物。観光客の多くは海外からであり、このカードを持つ

ことにより、両替の手間も要らず快適な時間を過ごすことが出来るわけである。その結果、

観光客の滞在時間が延び効果が上がりつつあるようである。

また、この利便性並びにファッショナブルに持ってもらうために、非接触の時計タイプ

（スウォッチ製）もある。これは、若者にも人気のあるものであり、持ち運びには大変便

利なようになっている。この時計タイプは、内容を書きかえることが出来ることから、こ

の地を再度訪れたときにも新しいサービスをチャージし、利用することも可能となってい

る。

このザルツブルグプラスのミニタイプとして、ザルツブルグカードがある。これは、先

のミニ版で利用範囲が限定された物で、利用できる場所と時間が限定されている。利用可

能な場所は、観光名所の入場料と交通機関のみである。そして、利用時間としては日本で

もお馴染みの１日券（24 時間）、２日券（48時間）、３日券（72 時間）の３種類がある。

このミニ タイプも、時計タイプにバリューを移し替える（ホテルのフロント・観光案内所

等で）ことが出来、快適に行動することが出来る。

この運用にも市観光局が、全面的に関与しシステムとしての有用性を高め、かつ利用者

にとってもより有効な物となるよう日々改善がなされている。その代表的例が、このパッ

ケージ対応店に対する考え方で、現在対応店は80 ヵ店でこれをいたずらに増やさないこと

である。即ち、同市にとってのシンボルとして、初めて訪れる観光客に対し、安心と信用

をベースに利用できる店であること。またレストランにおける夕食メニューにも、この気

配りがなされていて、選択メニューの利用状況もチェックし改善されているとのことであ

る。

このザルツブルグ システムを参考に、冬季オリンピックも開催された同国インスブルッ

クで同様のシステムの実験が繰り広げられている。
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3.5.6 スペインの状況

3.5.6.1 ＶＩＳＡキャッシュ・スペイン

ＶＩＳＡが取組む、ＶＩＳＡキャッシュをブランドとして推進するスペインの取組状況

を、次に紹介する。スペインでは、ＶＩＳＡキャッシュを自国の電子マネーとすべく、金

融業界（ＴＩＢＣ）が真正面から取組んでいる。カードから端末機まで、スペインとして

どうあるべきかを検討し、自国で利用でき・消費者に受け入れられる商品とすべく、仕様

の取り決めも独自に行っている。従って、行われる各種の実験も、普及拡大へのステップ

として一歩一歩着実に進められている。この実験姿勢は、大変参考になる。実験を前提と

する日本にとって、その欠けている部分を指摘しているようにも感じられる。

そして、現在では実験の延長とは言え、すでに約 210 万枚のカードを発行し実用化の段

階にいる。また、機器の認定も自国内で行いその展開には見習う点が多い。

3.5.7 香港の状況

3.5.7.1 Creative Star Limited

(1) Creative Star Limited の概要

Creative Star Limited 社は、香港の公共交通機関であるＭＴＲ、ＫＣＲ、ＫＭＢ、

ＣＴＢ、ＨＫＦの５社によって１９９４年の６月に設立された非営利団体である。同

社は設立直後から、オーストラリアのシステムベンダーであるＥＲＧ社とシステム供

給で契約を結び、ＥＲＧ社と共同でコンタクトレス・ストアバリュー・カード（Octopus

カード）の導入を行った。

本システムの導入により、利用者が得るメリットとして、大きく以下の５つが考え

られている。

• 公共交通機関の全般にわたり利用可能

• 現金、または釣銭の出ない販売機での小銭の携帯が不要

• カード識別機能による、紛失時の悪用防止と再発行の簡素化

• リロード可能な端末設置数が多く、いつでもどこでも幾らでも自由自在

• 今後、希望により個人情報が入力可能になり、多目的化カードとして用途が拡大

 

なお公共交通機関５社の正式名称は以下の通りである。

◊ ＭＴＲ：Mass Transit Railway Corporation（地下鉄）

◊ ＫＣＲ：Kowloon Canton Railway Corporation Heavy & Light Rail Divisions

（鉄道）

◊ ＫＭＢ：Kowloon Motor Bus（バス）

◊ ＣＴＢ：Cuty Bus Company（バス）

◊ ＨＫＦ：Hong Kong and Yaumati Ferry（フェリー）

(2) 非接触カードシステムの現状

香港の人口約 640 万人に対し、約 500万枚（９７年１１月時点では 400 万枚）のカ

ードを発行済みである。ウィークデイで一日平均 300 万回以上（９７年１１月時点で
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は 200 万回）の利用があり、約 2,300 万香港ドル（約 3 億 4,500 万円、15 円/香港ド

ル）に相当する。システム導入後から今までの累計は、約 11 億回の利用である。85％

以上が良く使われており、50～70％がフランチャイズでの利用である。香港では、90％

の人が鉄道、地下鉄、バスなどの公共交通機関を利用している。

Octopus カードのコンセプトとして、組織・仕組みを一つの発行体からジョイント

ベンチャー制に、また技術を磁気カードからスマートカードに移行する事があげられ

る。現在、コンビニエンスストアの「セブン・イレブン」での使用を検討しており、

９９年５月から使用可能になる予定である。

９７年７月の香港返還時、ビクトリア女王が描かれたコインの内、約 800 万個が海

外に持ち出された。しかし、このシステムの導入により、そのようなコイン不足にも

影響されない。

非接触カードを購入時、中のバリュー（金額）とは別に、デポジット（預り金）と

して 50 香港ドル（約 750 円、15 円/香港ドル）を支払う必要がある。預り金はカード

を返却する際にカード保有者に戻される。またこのカードは、ＩＤ（識別番号）を持

っており、紛失時の払い戻しや、不正使用に対しガードできる仕組みとなっている。

利用者へのプロモーションの一環として、このカードを利用する事により、通常の運

賃の 20％割引の料金で利用出来る。利用者は定期入れや財布またはハンドバッグから、

わざわざカードを出さずに済み、しかも運賃の20％ディスカウントをしてもらえ、ほ

とんどの利用者に浸透した理由が伺える。

このシステムへのリプレースによる改札機などの固定資産は、磁気カードの時に比

べ約 50％に減らす事が出来ている。また今までの磁気カードの様に、カードの内容を

読む為のカード走行メカニズムが不要になり、機構が簡単になったため、メンテナン

ス費用もかなり削減されたそうである。

中心となる母体への基金として、約６億香港ドル（約 90 億円、15 円/香港ドル）が

集められている。現在、ＭＴＲ、ＫＣＲ、ＫＭＢ、ＣＴＢ、ＨＫＦを中心に決済処理

を行う組織体への方向に向かっている。

セキュリティについては、カード自体（ソニー製）、（不正使用等を追跡調査する）

Tracking System や、（国際標準を採り入れない）独自仕様による他との互換性を意

識しないで済む事があげられる。カードは（寿命約３年といわれている）一般的な塩

化ビニールではなく、ポリエステル樹脂を使用しており、最低で５年以上（目標７年）

を実現している。

カードの種類には、子供、学生、年配者用も用意している。特に香港には 60 万人の

学生がおり、このカードを利用している。一日に約 400 万回の利用があるバスへの拡

大も行っている。

なお、ＥＣＯＭとして、フェーズ１時代の９７年１１月に同社を訪問しており、シ

ステムや各種端末等の概要について記述されており、是非参照して頂きたい。

(3) 実地体験による同システムへの感想

今回、実際にカードを購入し、地下鉄並びに空港へのエアポート・エクスプレス鉄

道で利用してみた。カードは最低 100 香港ドル（約 1,500 円、15 円/香港ドル）をロ
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ードされた物をデポジット金の 50 香港ドルを含め、150 香港ドル（約 2,250 円、15

円/香港ドル）で購入した。

まずは、訪問先があった香港セントラル駅からホテルまでの片道９香港ドルの地下

鉄に利用してみた。最初はゲートのどこにカード読み取り装置があるか分からず、ま

た読み取り時にカードを一瞬とめる（もしくはカードの入った財布ごと置く）必要が

あった事も知らなかった為、読み取りまでに多少手間取った。しかし、仕組みが分か

ると、地下鉄を降りる時には、何の不都合も感じずに、簡単にパスする事ができた。

カードにバリュー（金額）をロード（充填）する機械や、観光客など向けの一回だ

けの切符を購入する機械が複数台並んでいる中に、カードの残高を確認できる機械も

並んでいる。この残高確認機にカードをかざすと、しっかり 92.8 香港ドル、すなわち、

7.2 香港ドルがこの乗車により差し引かれたことが伺える。

地下鉄ですっかり使い方をマスターした為、翌日香港の空港に向かう時のエアポー

ト・エクスプレス鉄道にも、何の不便さも感じず、また財布から切符を取り出す手間

も無く、さらに通常料金の 20％のディスカウントという特典を受け、快適に利用でき

た事も付け加えておきたい。

(4) 非接触カードの概観

カードの表面 カードの裏面
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3.6 各国の通信業界の状況

3.6.1 フランスの状況

3.6.1.1 フランステレコム

(1) ミニテル・サービス提供料大幅値上げ

フランステレコムは、電話回線を利用した双方向情報提供端末ミニテルのサービス

提供者が支払う月額基本料金を最高 400％値上げすることを決定した。

ミニテル・サービスはサービスの種類に従い分類されており、それぞれ呼び出し番

号や接続料が異なっている。これまでは、月額 252.95 フランの統一料金が適用されて

いたが、フランステレコムは４種のサービス料を設定した。これまで、1.01 フラン／

分と1.29フラン／分のサービス料を適用していたサービスの基本料金は月額350フラ

ンとなる。呼び出し番号「３６１５」と「３６１７」で、１分当たり 2.23 フランのサ

ービスは月額 300 フラン。「３６１７」で、3.48 フラン～5.57 フランの最も高いサー

ビスには、月額 1,000 フランの基本料金が適用されることになる。ただし「３６１３」

と「３６１４」のサービスで、サービス提供者が利益を目的としていない場合は、200

フランに値下げされる。

フランステレコムでは、１２年間で初めての料金値上げであり、現実のコストに見

合った料金だと説明している。ミニテル・サービスは、インターネットの台頭で徐々

に衰退する傾向にあるとされているが、料金値上げはサービス提供者にとって大きな

打撃となる。１９９７年度、ミニテル・サービスは前年同期比 3.3％増の 63 億フラン

の売上を上げ、フランステレコムへの支払いは6.2％増の 34 億フランを記録している。

仏テレマティック協会（ＡＦＴＥＬ）では、多くのサービス提供者に高額のサービス

料を適用するようになったことを批判し、料金値上げで付加価値が高い低料金のサー

ビスが衰退することを指摘している。またＡＦＴＥＬでは、フランステレコムがイン

ターネットを優先し、ミニテルをないがしろにしつつあるのではないかと訝っている。

仏政府は、情報化社会に適応するため、インターネット利用推進の強力なイニシャ

チブを採っており、今回のフランステレコムのミニテル値上げ措置もこれに呼応する

もののように見え、ＡＦＴＥＬの不審は的を付いているように感じられる。

(2) フランステレコム第二次株式放出

また世界的な株式市場の低迷から１ヵ月ほど延期されていたフランステレコムの第

二次株式放出が、９８年１１月７日の取締役会で決定されて、仏経済・財政・産業省

が正式発表した。株式公募は１１月９日から開始され、１１月２８日に株価が設定さ

れる。国は 300 億～400 億フラン、フランステレコムは 200 億フラン程度の収入を得

る見込みで、１２月７日に完了する予定である。フランステレコムの収入は、独テレ

コムとの相互資本参加による独テレコム株買収、また今後の国際市場進出強化の資金

源となる。

９８年 8 月に仏政府はフランステレコムの第二次株式放出を今秋に実施すると発表

したが、この発表に続き、同月に最高値 498.5 フランを記録していた株価は 350 フラ

ン以下に急落した。しかし今回の株式放出発表から週が明けた１１月９日には、同社

株は 0.4％値上がりし、370 フランを付けた。これにより、放出株の株価は 350～370

フラン程度になるものと予想されている。株式市場でも、この株価は同社の現状や今
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後の見通しから見て高すぎるものではないと見られている。

今回の株式放出では同時に 5％の増資を行い、また相互資本参加により 2％が独テレ

コムに売却される。国の保有率は現在の 75％から 62％に下がるが、ストロスカーン経

済・財政・産業相は、仏ジュルナル・ド・ディマンシュ紙で「第三次株式放出はない」

ことを明言している。

なおフランステレコムは９８年１月～９月期に前年同期比 4.2％増の 1,184 億フラ

ンの売上高を計上し、電話通話量も 9.5％増加した。また通話料売上高が総売上高に

占める割合は前年同期の 64.7％から 58.7％に下がっている。他方、移動体通信サービ

スの売上高は 49％増、データ伝送は 14％増加した。

3.6.1.2 プグテレコム

フランス第３位の通信事業者のプグテレコムは、９９年の夏から無料通話サービスを試

験的に導入する。スウェーデンの通信サービス会社、グラティステルが考案したシステム

を活用、音声広告の導入によって通話を無料にする。９８年から北欧で一部サービスが始

まり、デンマークが携帯電話、ノルウェーとスウェーデンは固定電話に採用している。

新サービスは広告主が通話料を肩代わりするという単純なアイデア。利用者は相手番号

につながる前と、その後２～３分ごとに流れる企業の音声広告を聞かなくてはならない。

しくみはラジオ放送の広告スポットを転用したものと言える。利用者はサービス加入時に

自分の好みや関心を伝える必要があり、広告主は利用者の関心に沿って広告内容を絞り込

むことができる。

3.6.1.3 フランス民間通信事業者

９８年 1 月に通信市場が自由化され、雨後の筍の如く民間通信事業者が乱立したフラン

スで、各社が上半期の業績を発表したが、セジェテルを除いて売上目標を達成できず、ま

た損失が予想を上回った事業者もいる。

ウエスタン・テレコムは、通年の営業損失を 720 万フランと予想していたが、上半期だ

けですでに 620 万フランの営業損失を計上した。売上高も通年で 7,000 万フランを見込ん

でいたが、これも 5,00 万フランに下方修正している。

フォーン・システム＆ネットワークも同様で、通年で 5,000 万フランの売上高を予想し

ていたが、上半期の売上高は 1,530 万フランに留まり、下半期も同程度の売上高となる見

通し。ただし営業損失は通年で 450 万フランを予想していたが、上半期の損失は 210 万フ

ランで、赤字幅は予想と同程度になる見込み。

オムニコムも通年の売上高を2億 8,000 万～3億 4,000 万フランと予想していたが、2億

3,000 万フランに下方修正している。収支も、均衡から 5,000 万フランの損失計上に下方修

正した。こうした業績不振の影には各社が楽観的な予測を立てていたということのほか、

フランス・テレコムとの相互接続契約の締結に手間取り、事業計画に数ヶ月の遅れが出た

ことも要因である。またフランス・テレコムが料金面で強い姿勢を見せて、その地位を確

保している点も注目される。

このような状況に対処するため、民間通信事業者は戦略の練り直しを迫られている。例

えば、フォーン・システムは仏全地域でフランス・テレコムとの相互接続契約を結ぶこと
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を諦め、すでに相互接続を結んだ事業者との提携を進めている。また、ウエスタン・テレ

コムは当初の方針通り進める構えだが、オムニコムは仏大手流通業カルフールとの提携を

始め、今後は提携にも力を入れる。

3.6.1.4 ＡＯＬコンピュサーブ・フランス

米ＡＯＬの仏子会社であるＡＯＬコンピュサーブ・フランスは、カード番号を記入せず

に利用できるＥＣシステム「コブラ」の商用化を開始した。対象になるのはＡＯＬコンピ

ュサーブ・フランスの加入企業のみである。

「コブラ」では、ユーザーは名前と電子メール・アドレスを転送するだけで、ＥＣサイ

トで買い物ができる。代金はコンピュサーブ宛に支払う。「コブラ」は９８年１０月から

実用化されており、1ヶ月で 100 万件の売買が行われた。

またＡＯＬコンピュサーブ・フランスは、企業向けインターネット・サービスの見直し

を行い、新サービスは時間無制限サービス 135フラン／月と 5時間のサービス 70 フラン／

月の 2本立てとなった。

3.6.1.5 オンライン書店開店

仏書籍出版社フラマリオンは、インターネットを利用したオンライン書店「00h00.com」

を開設した。オンライン書店の開設には哲学者ミシェル・セ－ルをはじめ、多数の知識人

が個人的に総額 500 万フランを投資したほか、機関投資家も参加している。現在販売され

ている書籍は 75 点だが、年末には 250点になる見込み。フラマリオンでは、毎日１冊刊行

を目指している。ユーザは、同サイトでペーパー版の書籍を注文できるほか、オンライン

でファイルとしてダウンロードすることもできる。ちなみに価格は、ペーパー版で 39 フラ

ンのものが、オンライン版はたった 6.5 フランに下がる。

同社では、ベル・レットル社との合意により、フランス文学の古典をインターネットで

提供していく予定である。また、多くの出版社では、出版権を有する書籍のうち 90％をい

わば死蔵しているのが現状で、現在、フラマリオンは電子出版権の獲得で各社と交渉中で

ある。営業開始初年度の売上は、20 万～30 万フラン程度とかなり控えめな予想を立ててい

るが、３年後には損益均衡に達するとしている。

3.6.2 イギリスの状況

3.6.2.1 ケーブル＆ワイヤレス社

英ケーブル＆ワイヤレス社（Ｃ＆Ｗ）は、独フェーバ社、テレコム・イタリアとの提携

を断念し、独自に欧州進出を図ることを決定した。このため、今後５年間で 10 億ドルを投

じ、欧州大陸に 13 カ国、約 40 都市を結ぶ通信インフラを開設する。

まず当初は主要都市を結ぶＡＴＭ（非同期転送モード）技術による広帯域通信網を敷設

するが、通信ケーブルはヘルメス・ヨ－ロッパ・レールテル（欧州鉄道会社数社の通信イ

ンフラ部門子会社）から賃貸する。またインターネット用インフラとしては、米グローバ

ル・クロージング社の光ファイバー網を賃貸する。

Ｃ＆Ｗは、これまでアジア、オーストラリア、北米を中心に国際進出を進めてきており、
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現在欧州大陸での売上高は総売上の 1％を占めるに過ぎない。最近では米ＭＣＩからインタ

ーネット部門を買収し、欧米間のインターネット用インフラ部門ではトップに立っており、

欧州大陸への進出強化が急務となっている。

またＣ＆Ｗは、仏移動体通信事業者ブイグ・テレコム株 20％を売却する計画で、売却額

（40 億～60億フラン）は今回の投資額とほぼ同額である。

3.6.2.2 ディクソン・グループ

英電化製品販売会社ディクソン・グループは、英通信事業者エネルジスと共同で欧州初

の無料インターネット・サービス「フリーサーブ」を開始した。「フリーサーブ」は、加

入料や月額基本料金なしに、市内通話料だけで時間無制限のインターネット・アクセスを

享受できるもので、同社では、既存のサービスに比べ、消費者は年間 165 ポンドの節約が

できると売り込んでいる。ただし「フリーサーブ」の技術サポート・サービスの利用は有

料となる模様である。

「フリーサーブ」のネットワーク及び接続を請け負うエネルジスは、英国におけるイン

ターネット・トラフィックの40％を占め、また子会社のプラネット・オンラインを通じて

1万 5,000 のサイトを運営している。ディクソンでは、「フリーサーブ」でインターネット

を普及させ、パソコン販売を拡大するのを目的としている。

現在、英国ではブリティッシュ・テレコム（ＢＴ）、コンピュサーブ、デモン等が有料

のインターネット・サービスを提供しており、料金は月額 7.5 ポンド～15 ポンドとなって

いる。ディクソンは、傘下のスーパー、テスコを通じて９８年７月に月額 8.99 ポンドのイ

ンターネット・サービスを開始したばかりだった。しかし、ＢＴが既存の定額（月額）料

金制に代えて 1 分間 1 ペニーの従量制の新サービスを導入する計画に刺激されて、ディク

ソンは先回りする形で無料サービスを開始したと見られている。

いずれにしろ初の無料サービス登場により、英国のインターネット市場で大きな変動が

起こると見込まれている。

3.6.3 イタリアの状況

3.6.3.1 テレコム・イタリア

９８年１０月２３日、テレコム・イタリアのマリオ・ロシニョロ会長がアニェリ一族や

伊経済省をはじめとする主要株主の要請により辞任した。ロシニョロ氏は、１０ヵ月前に

グイド・ロッシ前会長に次いで家電会社ザヌシ（エレクトロラックス傘下）の社長を退任

して会長職に就任した。しかし、同会長は国際提携問題、業績の情報漏洩、ディ・ヴィニ

ャーノ元社長、ガンベラーレ元社長の更迭等で「通信事業界のジョン・ウェイン」と揶揄

されるほど強権を振るい、株主等からの批判が高まっていた。

取締役会は、２３日にベラルディーノ・リボナティ氏を臨時会長に指名したが、経営権

は経営委員会にあり、経営陣の決定は同委員会の承認を受けてから実行される。ただし、

これは会長と同程度の権限を持つ新社長が任命されるまでと見られている。

テレコム・イタリアには、こうした経営陣の問題のほか、国際提携の問題が残されてい

る。ＡＴ＆Ｔ、ユニソ－スとの提携に失敗し、現在は英ケーブル＆ワイヤレスとの提携の
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具体化が課題となっている。またディジタル放送部門でも、伊公共放送ＲＡＩ、英ＢＳｋ

ｙＢとの交渉が継続されている。インフォストラーダ（オリベッティと独マンネスマンの

電話部門子会社）等との競争も激しさを増していく状況にあり、前途多難である。

3.6.3.2 マンネスマン

９８年１０月２１日、独マンネスマンは伊オリベッティと共同でマンネスマン・ユーロ・

マップ社（ＭＥＭ）を設立することを発表した。マンネスマンは通信事業者として欧州最

大手になることを目標に掲げており、ＭＥＭは欧州市場を対象にした通信事業者として設

立された。新会社は、欧州大陸で「継目のない接続」を提供し、また新たな出資者も募る。

最初の一歩としては、マンネスマン傘下のアルコール社のドイツ国内電話網と相互接続契

約を結んだ。ただし、ＭＥＭの実質的な活動は来年初頭から開始され、まずオーストリア

とイタリアに進出する予定である。

またマンネスマンは、同社が55％の資本を保有するアルコールから、各々15％の資本を

保有している米ＡＴ＆Ｔとユニソースが撤退すると発表した。ＡＴ＆Ｔはブリティッシ

ュ・テレコム（ＢＴ）との関係を強化しており、ＢＴは独フィアックと提携していること

から、マンネスマンとは対立する関係にあり、アルコールからの撤退も時間の問題と見ら

れていた。
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4 海外のＥＣ推進団体の活動調査

ＥＣのあらゆる分野において、ビジネスが驚異的な速度で、しかも世界規模で発展して

いる。しかし、このグローバルな経済関係の新たな媒体に対しては、依然として非常に未

熟である、という見方が一般的である。さらに、ＥＣには、新たな予測しがたい特質が数

多く存在することから、多くの国の政府やビジネス関係者らは、国際電子商取引、特にイ

ンターネットを通じた商取引の普及の潜在的な影響や障壁について、さまざまな問題を提

起し始めている。

この分野に芽ばえ始めたもっとも重要な動向は、経済活動のグローバリゼーションであ

る。世界貿易の自由化をめざす国際交渉や協定締結が盛んになると同時に、高度な技術に

よって、大企業も消費者個人も同様に、ほぼ無限の国際取引のオプションを享受できるこ

とになった。サービスや情報、決済が、国境や距離に妨げられることなく、即座にやりと

りできるならば、自由貿易の究極のモデルとなるだろう。

しかしながら、国境や政府が、常にそれほど簡単に道を開くとは限らない。ＥＣをどの

ように推進し、または制限し、開放し、統制し、あるいは評価すべきか、またその是非に

ついては、国家の数と同じだけ異なる見解が存在する。そして、ＥＣとインターネットが

生む多くの新たな問題に適用される法的、技術的、その他の基準に関するどの見解や政策

案には潜在的な対立や混乱の可能性があり、ＥＣの発展や経済的利益への妨害ともなりか

ねない。したがって、ＥＣの長期予測が、世界規模での業界の慣行と政府の政策のハーモ

ナイゼーションに左右されることは、早期に明らかになっていた。

そこで、この２、３年の間に、国際機関や各国政府、民間企業で、政策発表や、会議、

レポート作成、討論集会などが急速に盛んになり、グローバルなＥＣの急激な普及がもた

らす多くの課題が取り上げられた。

日本のＥＣを推進する立場から、世界規模で提起されているＥＣの問題を検討する上で、

こうしたイニシアティブをある程度知り、この問題のグローバルな審議状況への理解を深

めることは有益であろう。ＥＣがもたらす重要な政策問題に関連する多くの特定の措置、

政策、提案は、この報告書の他の部分でも取り上げ、説明されている。以下の要約は、進

行中の主要なイニシアティブの一部を手短にまとめたものである。
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4.1 国際機関による取組み

4.1.1 ＯＥＣＤ

ＯＥＣＤは、電子商取引政策とその分析面で、国際組織のなかでも主導的な役割を果た

してきたといえるだろう。ＯＥＣＤは、ＥＣの動向、政策、論点に関する１ダースを超え

る重要な報告書を作成し、１９９７年にはフィンランドのトゥルクで重要な国際会議を、

最近ではカナダのオタワで関係閣僚会議を主催した。

トゥルク会議のテーマは、「国際電子商取引の障壁の撤廃」である。自由な国際商取引

を実現するために不可欠と考えられる、主要な政策と実施上の課題の多くが提起され検討

された。

取り上げられたおもな課題は、

• インフラへのアクセスと活用

• ユーザーおよび消費者の信頼の確立

• 規制上の不明確性の最小化

• ロジスティクスの問題の軽減

である。

こうした問題に取り組む最初のアプローチとして、会議では、まず、提起された多くの

問題を確認し、できる限りコンセンサスを得た国際的な取り組みを行うべきであるという

点で合意が得られた。

１９９８年のオタワ関係閣僚会議「ボーダーレスな世界：国際商取引の可能性を見極め

る」の目的は、トゥルクでの討議を受け継ぎ、多様な政策領域へ前進する基盤として、国

際社会が承認すべき特定の方針と目標を提議することであった。会議では、

• グローバルネットワークにおけるプライバシー保護

• ＥＣにおける消費者保護

• ＥＣにおける認証

の問題について、３つの公式閣僚声明を採択した。また、閣僚らは、ＥＣの課税フレーム

ワーク条件に関するＯＥＣＤ報告を支持した。こうした合意と方針をもとに、ＯＥＣＤは、

グローバルコンセンサスを求めて、引き続き率先して、ＥＣの主要課題と政策の検討を実

施する方針である。

4.1.2 ＡＰＥＣ

アジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）グループには、東南アジア地域の主要な国家、

および、東南アジア地域と貿易を行う、太平洋に面した南米、北米の数カ国が加盟してい

る。ＡＰＥＣ電子商取引タスクフォース（オーストラリアとシンガポールが議長国）は、

率先して、加盟国の貿易・経済発展という目標に関連するＥＣの問題の見直しを進めてい

る。ＡＰＥＣの加盟国は、発展の規模や水準、文化的、政治的状況の面で、ＯＥＣＤやＥ

Ｕよりも多様性に富むグループを構成している。

ＡＰＥＣのＥＣビジョン宣言は、加盟国がこうした違いを乗り越え、ＥＣとインターネ

ット、総じて国際貿易の利益拡大のために協力することを求めている。また、この宣言は、

ＥＣの技術とサービスの開発に、民間部門が主要な役割を果たすことを支持している。ま
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た、適切な政策や国際協力、またサービスのユーザーやプロバイダーとしての役割を通し

てＥＣの発展を推進することが、政府の役割であることを確認した。さらに、宣言は、イ

ンフラの整備や、市場中心の競争オプションの開発、消費者の信頼の確立には、協力が不

可欠であると表明した。

ＡＰＥＣは、その加盟国がＥＣの恩恵を受けられるように支援し、政策や情報を調整し、

地域のＥＣの発展を推進するために、作業計画に着手した。作業計画の業務には以下が含

まれる。

• ＥＣのアプリケーションを巧みに活用したＡＰＥＣ加盟国の中小企業の経験から学ぶ

• ＡＰＥＣ加盟国によるＥＣプロジェクトの主導

• 官民共同で実施する研修プログラム

• 加盟国のＥＣに関する開発戦略の情報交換を継続するため、照会先として、仮想マル

チメディア・リソースセンターを設立

4.1.3 ＷＴＯ

4.1.3.1 ＷＴＯと電子商取引

国内、地域、世界レベルにおいてＥＣ問題の調査が多くの分野で進められ、共通の関連

事項は国際貿易であることが次第に明らかになっている。ＷＴＯが大半の商業サービス部

門（海洋部門、民間航空部門の一部を含む）に強力な権限を持っていることから、１９９

８年の初め、米国と欧州連合（ＥＵ）がＷＴＯに対し、大がかりな作業計画に着手し、２

０００年からの交渉ラウンドにＥＣを加えることを求めたのも当然であろう。

ＷＴＯの 132名の関係閣僚らによるＥＣに関する最初の行動は、１９９８年５月２０日、

電子送信に関税を賦課しないという現在の慣行を支持する宣言を採択したことである。デ

ータ通信にいわゆる「情報通信税（bit-tax）」を課税した国はいままでになく、この宣言

は、インターネット非課税ゾーンを設定するものといえよう。宣言は、インターネット上

で販売される商品やサービスに賦課されている税は対象としていないが、経済活動目的の

インターネットの使用に際し、関税やその他の手数料を徴収してはならないことを明確に

した。現在、多くの国で、課税の是非や課税方法について、また、課税しない場合はどの

ようにインターネットから収益をあげるかについて討議が進行中であるため、電気通信監

督機関は、132 カ国の閣僚らによるこの決議に注意が必要である。

また、このＷＴＯ閣僚会議では、「グローバルなＥＣに関連する、全ての貿易関連事項

を検討する包括的な作業計画」を設定することで合意した。作業計画は、開発途上国の経

済、財政および開発に関するニーズを考慮し、関連するＷＴＯ諸機関を関与させるものと

する。米国とＥＵは、この作業計画に「ＷＴＯの規定が電子貿易に適用される場合に、そ

の一部を改定すべきかどうか、ＥＣの発展に影響をおよぼす差別的規制を避けるためには、

どのような措置が望ましいかを明確にする」ことを求めた。重要な課題は、ＥＣが、全く

新しい貿易ルールのプログラムを必要とする新たな貿易形態であるか、または、実質的に、

半ば物品貿易、半ばサービス貿易であり、知的所有権やその他のＷＴＯの協定に関連して

いるかどうかを判断することである。

１９９８年３月、ＷＴＯ事務局は、ＥＣとＷＴＯの役割に関する特別報告書を作成した。
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この報告書は、

• インターネットへのアクセス

• 市場参入問題

• ＧＡＴＳにもとづく貿易自由化

• 貿易の促進

• 政府調達

• 知的所有権と貿易に関する知的所有権協定

• 一部の規制問題

などの点において、ＥＣはＷＴＯの責任範囲内にあると指摘している。また、プライバ

シー、税制、セキュリティ、および多国間貿易に関連する問題など、法律上の問題と規制

上の問題とを分類している。しかし、こうした分類の徹底的な分析は行われていない。

この報告書では、インフラへのアクセスを貿易政策面から取り上げ、ＥＣの実施に不可

欠な「原料」を効率よく低コストで供給する重要性が強調されている。また、基本的な電

気通信サービスや情報技術製品に対する市場の開放と競争の促進における、ＷＴＯの活動

が報告されている。電気通信へのアクセスは詳細に定義されていないが、適正な料金、相

互接続方針、および適切な技術によるデータサービスの提供が含まれることは明らかであ

る。ＥＣと電気通信サービスを提供する政策がこのように緊密に結びついていることから、

ＥＣは、独立した監督機関の直接、あるいは間接責任の範囲内に含まれることが明白であ

る。

ＷＴＯは、ＥＣを「電子手段による商品やサービスの製造、流通、マーケティング、販

売、または配達」と定義している。「電子手段」については定義されていないが、電子手

段による製造から配達までのすべての構成要素が、電気通信を指していることは明らかで

ある。進行役としての電気通信は、適切な状況下での必要なサービスの提供にかかわる。

電気通信のもうひとつの重要な役割は、電気通信サービスの供給に市場参入の権利を与え

ることにある。市場参入の条件は、国外市場と国内市場への参入の双方を保証するために

必要な規制条件とコストに関連して異なることがある。

4.1.3.2 ＷＴＯ電子商取引作業計画

１９９８年９月２５日、今年２回目のＷＴＯ閣僚会議（一般理事会特別会合）において、

１９９９年７月３１日までに作業計画を完成させることを決議した。この作業計画では、

ＷＴＯ内部機関の業務を見直し、ＷＩＰＯ、ＵＮＣＩＴＲＡＬ、ＯＥＣＤなどの政府間組

織だけでなく、非政府機関（ビジネス関連）からの情報も求めることになっている。今年

のいずれの閣僚会議でも、検討された文書のなかにＩＴＵへの言及はない。サービス貿易

理事会、および物品貿易理事会の双方がこの作業計画に参加しているが、ＥＣがサービス

関連として取り扱われることは明白である。

サービス貿易理事会は、サービスの電子的供給における市場の取り組み－基本的、およ

び付加価値的電気通信サービス、および流通サービスへの取り組みを含む－を検討するこ

とになっている。また、公共電信転送ネットワークおよびサービスへのアクセスと利用に

関する「電気通信に関する付属書」も、同様に取り上げられる。さらに、サービス貿易理

事会は、発展途上国の参加の拡大（ＧＡＴＳ第 4 条）や、国内の規制、基準、認識（第６
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条、第 7条）、競争（第 8条、第 9条）、内国待遇（第 17 条）、および分類の問題につい

て調査することになっている。電気通信は、この作業計画でかなりの注目を集めると予測

されている。ＥＣとサービス貿易がどのように機能し、相互依存するかを十分に理解する

ために、ＧＡＴＳのより一般的な他の規定の研究にも時間を割くことも予想される。

物品貿易理事会は、ＥＣの関連商品へのアクセスに対する市場参入を調査する。また、

輸入承認手続き協定の実施がもたらす問題とともに、ＷＴＯ協定の適用、および１９９４

年ＧＡＴＴ第 7条の実施がもたらす価格査定の問題も検討する。

貿易関連知的所有権（ＴＲＩＰＳ）理事会は、知的所有権問題とＥＣを調査するよう求

められている。著作権と関連する権利の保護と施行、商標の保護と施行、新技術と技術へ

のアクセスなどが、注目される問題である。また、この作業計画には、貿易開発委員会も

参加する。同委員会は、発展途上国、特に中小企業の参加を促進する方策を検討する。発

展途上国へのＥＣの経済的関わりは、重要な検討課題のひとつとされている。

4.1.4 取組み状況の課題別整理

この数年、電気通信に関する政策と規制の問題は、国際電子商取引の発展に関する多様

な国際会議とポジションペーパーで、表面的に言及されるにとどまっている。国際会議や

交渉で主に重要視されているのは、商業、法律、技術、社会規範など、ＥＣの実現性や有

効性にさまざまなレベルで影響をもたらす分野の問題である。ある意味では、こうした重

視の傾向は、最近の、先進大国代表が主体となっている多くの政策シンポジウムの参加者

の偏った見方を反映したものと考えられる。このような国家では、高度に発達した電気通

信のインフラが広く提供され、規制改革も概して順調に進んでいるものである。

しかしながら、前章で述べたとおり、中進国の多くの階層と同様、多くの開発途上国で

は、ＥＣの実施上の問題と関わる以前に、電気通信インフラやその他の技術リソースへの

アクセスのもっと基本的なニーズがいまだに取り残されている。したがって、ＥＣの問題

が浮上し始めたばかりの多くの国々では、法的および技術的問題を、基本的な電気通信政

策や規制上の問題と平行して取り上げる必要があろう。政策立案者や業界の代表らは、そ

れぞれの分野を個別に取り上げるよりも、むしろ、共通の討議や共同政策を遂行すべきで

ある。

電気通信がＥＣの推進において重要な立場にあり、規制政策が電気通信市場を開放、発

展させる上で重要な役割を果たしていることを考慮すると、電気通信の監督機関が、こう

した各国の審議の議題を設定する主導的な役割を担うことは当然である。したがって、Ｅ

Ｃが普及するにしたがって浮上するさまざまな電気通信以外の問題を、解決可能な問題（デ

ータセキュリティなど）、または回避すべき障害（課税など）として、電気通信監督機関

が熟知することは非常に重要である。

規制の基本的な方針には、電気通信監督機関の見解も影響を及ぼす可能性がある。規制

緩和は電気通信の発展の鍵であるため、ＥＣの実践を通して経済成長と実効性の向上を促

すには最小限の規制が最善策である、という結論を裏付けるこのテーマは他の分野にも当

てはまるものである。

さらに、あらゆるＥＣ活動において、電気通信のサービスとインフラが主要な役割を担
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っているため、政策問題の大半は、直接または間接に、電気通信規制とある程度の関わり

を持たざるを得ない。以下の章で指摘するように、電気通信事業者は、ネットワークで行

う一部のＥＣ活動に関連して、義務、データ保護、記録、その他の責任に直面することが

ある。また、ライセンス認可、施行、競争の公正性、情報のファイリングなどの分野で、

規制と関わりを持つ可能性がある。一般に、規制が電気通信事業者の行動を促進、阻害、

その他の影響をおよぼし得るならば、その規制と、通信を基盤としたその他の活動分野に

おける政策を整合させるべきであろう。

最後に、有能な電気通信監督機関は、ＥＣを取り巻く多くの経済的および技術的問題に

対して、機関内部で専門技術を開発すべきである。そして、この専門技術は、数々の領域

における政策開発プロセスの一部としても、貴重となるだろう。だが、電気通信の監督機

関が常に中心にいなければならない、というわけではない。実際には、こうした監督機関

は、賢明なオブザーバーや、支援が可能なアドバイザーでしかないことが多いと思われる。

場合によっては、電気通信監督機関は、さまざまな政策審議の場で、電気通信事業者に何

を期待できるか、または期待できないかを指摘する単なる現実的な声であることだけを求

められている。いずれにせよ、ＥＣの発展に影響をおよぼす政策決定の検討を行う際は、

こうした監督機関は必ずその場にいて、できれば審議に加わるべきである。

この章の目的は、商業、法律、社会政策分野における、ＥＣの主要問題の概要を提示す

ることである。以下の主要な商業上、法律上のトピックを取り上げている。

• 商業法と標準

• データ・セキュリティ

• 知的所有権

• 税制

• データプライバシー

• コンテンツ

こうした問題は、ＥＣに関する最近の一般の討議の場で、おそらく、もっとも注目され

ており、現在の国際政策イニシアティブの主要なトピックであることは間違いない。こう

したイニシアティブは共通して、従来の商取引の手段に関連する現在の慣行をＥＣがもた

らした新しい環境と課題に整合させるという、緊急のニーズを抱えている。これらの新た

なＥＣに適用する国際的な法体制の不在は、ＥＣに期待される実際の利益の多くを危うく

する恐れがあることが広く認識されている。

以下の章で、それぞれの問題のトピックの背景となっている主要な問題と活動の概要、

および政策の今後の方向の指標を紹介している。電気通信監督機関の潜在的な役割に直接

かかわりがある場合は、その点を指摘している。しかし、こうしたかかわりが些少な場合

でも、前述した理由から、電気通信監督機関は常に現状を把握しておく必要がある。

 

(1) 商業法とＥＣを推進する標準

ＥＣとインターネットの取引が盛んになると、こうした取引に適用する、少なくと

も従来の商取引と同程度の明確な法制と適切な救済メカニズムが必要となる。複数の

裁判管轄のもとで取引が行われる場合はなおさらである。たとえば、既存の契約法の

ほとんどは、文書と肉筆による署名に基づき、いずれの場合も、ひとつの国家の管轄
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下の法律に準拠している。契約を裏付け、争議が起こった場合の証拠となる、電子署

名と電子文書の受容性と解釈については、多くの国において、内国法によっても、国

際協定によっても、定められていない。電子環境に対する現在の国内契約法の一般的

な外挿法は、こうした不確実性を最小化することができる。しかし、特に国際取引の

場合、他の問題とともに裁判管轄の不確実性は、インターネット上の取引の発展の障

壁となる恐れがある。

取引の安全性とプライバシー、発信人や受領、および受信した情報の正確さを確認

する手段、関係当事者を識別する手段、不具合が生じた場合の適切な救済制度などを

確立するために、政策の整合化が必要である。世界的に認められた認証技術や、メカ

ニズム、機関の開発と活用が、こうした必要性に応えて電子取引の信頼性を培うため

に、重要な役割を果たすだろう。

認証は、パスワードやスマートカードの使用、暗号の発行、shared secret（共有の

秘密）、バイオメトリクス技術などを用い、支払い機能の一部として証明や認可を立

証するために、電子環境で使用される。 認証メカニズムは、電子環境において、当事

者間またはシステム間の電子取引の不確実性を削減するために、情報や組織の信頼性

に関する保証を提供することができる。たとえば、信頼できる機関が、情報が取引の

相手に確実に接続されていることを立証し、断言することができる。 認証が暗号技術

に依存している場合、認証メカニズムは、それぞれのエンティティにおいて、公開暗

号鍵にリンクするために利用できる。

① ＥＣに関するＵＮＣＩＴＲＡＬモデル法

国連国際商取引法委員会（ＵＮＣＩＴＲＡＬ）が作成したＥＣに関するモデル法

は、国際的に受容できる一連のルールを各国の立法機関に提供するために作成され

た。多くの法律上の障害をどのように排除し、より安全なＥＣの法的環境をどのよ

うに整備するかを定めたモデル法は、法的な障害を克服し、ＥＣの利用の拡大に役

立つ契約上のソリューションを起草する上で、ＥＣのユーザーを支援することもで

きる。

モデル法のねらいは、電子データ交換（ＥＤＩ）および電子メールに、こうした

通信技術の利用を実現し、従来の文書の利用者とコンピュータ情報の利用者に、同

等の取り扱いを実現することである。これは、経済と国際貿易の実効性を培う上で

不可欠である。

モデル法では「データメッセージは差別されてはならない」、つまりデータメッ

セージと一般の紙の文書との間に格差があってはならないとする基本的原則を具体

化している。「書面」の証拠としての機能は、税法や民法に関連して示され、特に

「アクセス可能」とは、コンピュータデータの形態での情報が読解可能かつ理解可

能でなければならないことを意味し、また、こうした情報を読解するために必要な

ソフトウェアを確保すべきである、と定めている。

モデル法における「署名」の目的は、人物を識別し、署名という行為にその人物

が個人的に関わったことを証明し、文書の内容にその人物を関連づけることである。

また、署名は、署名した文書の性質により、さまざまな機能を果たすことができる。

たとえば、署名した契約内容に当事者が拘束される意思を証明したり、ある人物が
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文書の執筆者であることを裏付ける意思を証明したり、文書の内容を支持すること

を証明するなどである。第 7 条では、データメッセージが十分な信憑性のもとに認

証されたものと見なされ、現在は、ＥＣにおける信頼性の妨げとなっている「デジ

タル署名」の要求に対応できる一般的な条件を定めている。ここでは、署名の２つ

の機能に焦点が当てられている。文書の著者を特定し、著者がその文書の内容を承

認していることを確認することである。

モデル法の他の条項は、データメッセージの許容性と証拠の重要性、契約の作成

と有効性、当事者によるデータメッセージの確認、および「原本」と「書面」につ

いても述べている。ＵＮＣＩＴＲＡＬのＥＣワーキンググループは、メディアに中

立なアプローチで統一ルールを作成した。現在、１９９９年２月の次回のグループ

会合に向けて、統一ルールの原案の改正が進められている。

国際商工会議所（ＩＣＣ）は、１９９７年に、揺籃期にあるグローバルな電子取

引システムを促進し、発展させるために作成された General usage for

International Digitally Ensured Commerce（国際デジタル保証商取引の一般的使

用法－ＧＵＩＤＥＣ）を承認した。ＧＵＩＤＥＣは、異なる法体制における既存の

法と慣行を基盤として、デジタルメッセージの証明と確認の一般的な枠組みを定め

ている。

この枠組みは、既存のビジネス慣行にしたがって、取引の当事者間にリスクと責

任の均等な分配を図り、購読者、証明者、関連グループの権利と責任の明確な説明

を組み込んだ。ＧＵＩＤＥＣは、ＵＮＣＩＴＲＡＬモデル法を参考としたことが明

示されている。ＧＵＩＤＥＣの文書は、国際ビジネスの観点からＥＣの整合化され

た法体制を提示している点で意義深いものである。これに対してＵＮＣＩＴＲＡＬ

は、各国政府、議会の検討のために作成した中立的な法律に関する論文である。

② ＯＥＣＤによる認証への取り組みの見直し

ＯＥＣＤ加盟国は、「グローバルなネットワーク社会における」認証を調査する

ことにより、ＥＣを促進する政策や法律の開発に注意を向けるようになった。１９

９８年の初めに、ＯＥＣＤは、公共・民間部門、国家、地域、国際レベルでの法規

や政策、イニシアティブに関する見直しを実施した。複数の国家は、電子環境で身

元と情報を確認する現行の方法を調査するワーキンググループを設置した。紙の文

書からデジタル文書への移行を促すために新しい法規が必要かどうか、既存の法規

を改定すべきかどうかを、見極めるためである。複数の国で、ＵＮＣＩＴＲＡＬモ

デル法を施行していると報告があった。

各国の認証に関する立法化の取り組みは、これまでのところ、デジタル署名技術

の実用化に集中している。複数のＯＥＣＤ加盟国は、デジタル署名の法的認知を制

定、または提案している。また、一部の国は、デジタル署名の運用条件の調査を実

施した。そのほか、デジタル署名を支持する認証機関の運用条件を調査した国もあ

る。こうした取り組みは、暗号を使用したデジタル署名を可能にするためには、特

別な法的ルールが必要であるという見解に基づいている。こうしたルールには、責

任に関する規定、評価・認可の基準、認証方針と認証実施規定を網羅する、認証機

関を対象とした包括的な規則が含まれることが多い。
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ＯＥＣＤ加盟国政府は、公開暗号鍵によるデジタル署名には、公開ネットワーク

上でその機能を支援する認証機関が必要であるとした。認証機関は政府か、または

商業的エンティティであるべきか、商業的エンティティが認証機関となる場合はど

のような基準が必要か、政府の認可やライセンスが必要かどうかについては、しば

しば問題として取り上げられている。しかし、この問題に対しての解答は出されて

いない。

多くのＯＥＣＤ加盟国は、情報や通信技術、商品のユーザーとして、ＥＣの推進

に一役買っている。グローバルなＥＣの認証メカニズムの必要性に対応するため、

いくつか業界のイニシアティブも進行中である。様々な認証サービスが生まれ、不

確定な技術面、法律面、公共面の政策環境を進むこれらの取り組みが注目されてい

る。

この分野では、主要な政策立案者は電気通信の現場におらず、電気通信事業者が

認証機能を規定することは現実的に考えられないことは明白である。伝送システム

が中立であればあるほど、電子取引と通信の完全性により信頼が深まるだろう。

電気通信の規制は、開発全般の促進に関わると同様に、ＥＣの堅固な法的枠組み

の確立に最も深く関わっている。市場指向型産業の発展が効率的に実現すれば、立

法者と業界は共に、電気通信を基盤とするビジネス提携の一貫した世界基準を生み

出す、より重大な緊急性とより優れた順応性に直面するだろう。

(2) データ保護、セキュリティ、詐欺、悪用

複雑なセキュリティの問題は、グローバルな情報ネットワークと対峙している。政

府と業界は、広大なネットワーク、無数のアクセスポイント、ビジネス・クリティカ

ルなアプリケーションを、窃盗、詐欺、悪用、さらには電子テロリズムから保護する

必要性と取り組んでいる。無権限のアクセスや妨害からネットワークのリソースを保

護する一方で、世界規模の接続の恩恵を最大限に引き出す必要性は、グローバルネッ

トワークのデータセキュリティ・ソリューションの高まる需要に拍車をかけることに

なった。クレジットカードを使用した決済データの悪用や詐欺の恐れがあり、また、

身元が不明で目に見えない相手との取引の場合に、商品の品質やサービス、顧客への

通常の保証が維持されるという確信がないため、企業間、および消費者向けのＥＣの

急速な発展が脅かされている。データベースへの悪質な侵入の報告も警戒感を抱かせ、

ビジネスや私的な通信にインターネットやその他のネットワークを使用することに対

する信頼感を損なう結果となった。

コンピュータ・セキュリティ協会（ＣＳＩ）による１９９７年のコンピュータ犯罪

とセキュリティの調査によると、犯罪に関連したコンピュータ通信は増加している。

アンケートに回答した 563 の企業、政府機関、金融機関、大学の４分の３が、セキュ

リティの侵害が原因で、ある程度の金銭的被害を受けている。42％が、彼らのコンピ

ュータシステムを無権限で使用された経験を持つ。こうした組織の半分は、被害額を

1 億ドル以上と算出している。もっとも頻繁に起きた問題は、コンピュータウィルス

の感染、電気通信の詐欺、金融詐欺、知的所有権の侵害である。

ＥＣを従来の取引形態と同様に堅固なものとするために、すでに多くの対策が実行
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されている。暗号化は、このネットワーク化が進んだ環境でセキュリティを確保する

ために、欠かせない手段である。安全度の高い暗号化をかなり低コストで展開するこ

とができるため、暗号化は広く普及し、多くの電子通信商品と貴重なデータを取り扱

うアプリケーションに定着することが期待される。

アプリケーションには、盗用や無権限のアクセスからファイルを保護し、通信を傍

受されることなく安全な取引を可能にするアプリケーションも含まれる。また、ファ

イルの内容やメッセージが改ざんされていない（完全性）ことを保証し、当事者を確

認し、法的誓約を行うためにも、暗号を使用することができる。

① ＯＥＣＤ暗号政策ガイドライン

１９９７年、ＯＥＣＤは、暗号政策のガイドラインを作成した。このガイドライ

ンは、暗号を、機密保持とデータの完全性の双方を確保する効果的な手段として認

めている。しかし、暗号の普及は、特に各国政府に多くの問題を提起する。国民の

プライバシーの保護、経済的な満足の追求、公共の安全の維持、政府事業の資金と

なる収益の確保、法の執行、国家の安全の保護などである。暗号に対する純粋に商

業的、個人的なニーズは存在し、また利用もされている。しかし、公共の安全、法

の執行、ビジネス、消費者の利益、プライバシーなどを侵害する不法行為にも、利

用される恐れがある。

詳細な審議の結果、ＯＥＣＤは、29 の加盟国による実施勧告を含む、暗号政策ガ

イドラインを採択した。ガイドラインは以下の8つの原則を定めている。

1. 情報・通信システムの使用に対する信頼感を育成するため、暗号手法は信

頼に足るものでなければならない。

2. ユーザーは、適用されるべき法律にしたがい、いかなる暗号手法をも選択

する権利を有する。

3. 暗号手法は、個人、および業界、政府の必要性や、需要、責任に対応して

開発すべきである。

4. 暗号手法の技術的標準や基準、プロトコルは、国内および国際レベルで開

発され、公表されるべきである。

5. 各国の暗号政策および暗号手法の実施と利用にあたり、通信の機密、個人

データの保護を含むプライバシーに対する個人の基本的権利を尊重しなけ

ればならない。

6. 各国の暗号政策は、暗号化されたデータの平文、または暗号鍵への合法的

アクセスを認めることができる。こうした政策は、このガイドラインに含

まれる原則を最大限に尊重しなければならない。

7. 契約または法律のどちらで定められた場合でも、暗号サービスを提供、ま

たは暗号鍵を保持、またはアクセスするエンティティと責任は、明示され

るべきである。

8. 各国政府は協力して政策を調整すべきである。この努力の一環として、各

国政府は貿易の不当な障壁を撤廃し、また、暗号政策の名のもとにこうし

た障壁を生み出すことを避けるべきである。



72

１９７０年代の半ばに、暗号の新たな開発として、「公開鍵」のコンセプトが導

入された。これは、当事者が、事前にひとつの鍵を共有することなく、暗号化され

たデータをやりとりできるものである。ひとつの秘密鍵を共有するのではなく、こ

の仕組みは、２つの厳密に関連づけられた鍵を各通信当事者が使用する。「公開鍵」

は公共のエンティティ（政府、銀行など）に公開され、これに対応する「秘密鍵」

は、非公開とする仕組みである。

暗号商品を提供したり、安全基準を設計したりする企業が、メッセージの傍受を

防止する必要性に注目している。クレジットカード業界が取り組んでいるソリュー

ションは、Secure Electronic Transaction （ＳＥＴ）標準である。大手クレジッ

トカード発行会社２社が、情報技術と電気通信部門の複数の企業と協力し、１９９

７年にＳＥＴ標準の開発を発表した。ＳＥＴは、クレジットカードを使用したイン

ターネットショッピングと、これに伴う決済の承認、振り込みの安全性を向上させ

ることができる。メッセージの暗号化、デジタル署名、暗号証明書は、ネットワー

ク上で送信したクレジットカード番号と取引内容の機密を保持する。このプロセス

における重要な役割は、第三者機関（銀行や金融機関）に寄託される。この第三者

機関は、互いのＳＥＴメッセージを解読するために関係当事者が必要とする「鍵」

の保管や発行を行う。この手続きによって、決済の改ざんを防止し、販売者の身元

と購入者のカードの有効性を確認することができる。

ＯＥＣＤのガイドラインとＳＥＴなどのソリューションは、政府や事業者らによ

って検討中であり、広く受け入れられる可能性がある。だが、米国やその他の一部

の国では、政府が認可した鍵寄託（キー・エスクロウ）・復元（キー・リカバリー）

制度を採用していない暗号商品の輸出を規制している。しかし、この政策は、暗号

商品生産事業者と、グローバルネットワークに強力な暗号の導入を望む企業の反発

を買っている。米国議会は、１９９９年の新しい会期の開始後、米国の方針を設定

する法案を採択する見込みである。クリントン政権の政策は、麻薬カルテルやテロ

リストが簡単に解読できない非常に強力な暗号を使用しかねない、という危惧に基

づいたものである。国家安全保障機関および取締機関は、困難な暗号解読なしに明

確な平文のメッセージを読めるように、すべてのユーザーからの暗号鍵にアクセス

を要求している。米国やその他の国々のネットワーク運営者は、データ伝送の安全

性を確保するために強力な暗号を採用している。

電気通信の規制の観点から、こうした懸念はすべて、ＥＣを支える電気通信ネッ

トワークのある種の基本的な能力を意味している。暗号化の如何にかかわらず、デ

ジタル伝送の大半は基本的にネットワーク上で目に見えないが、多くの電子処理に

おける非常に感度が高い性質と識別・認証機能は、ネットワークが安全性の高い、

信頼できるサービスを提供する必要性を高めている。

自由化された電気通信市場政策においては、この目標は、競合するインフラの供

給者らによって、自動的に達成されることが期待される。しかし、監督機関は、依

然として潜在的な落とし穴に注意する必要がある。たとえば、低水準の競争者や悪

意のある人々や、安全な伝送への妨害によってＥＣの円滑な運営が損なわれること

などである。
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仮に、将来のある時点で著しい違反や悪用が生じた場合、欠陥の可能性があるネ

ットワークや、こうしたネットワークの監督機関を含め、あらゆる機関が責任を問

われるだろう。実際には、いかなる取締法規もすべての電子通信の周囲に通過でき

ない壁を築くことは不可能であり、また築いてはならないとしても、電気通信監督

機関がシステムの完全性に対する疑念に直面した場合、こうした疑念を払拭するた

めに、事業者やその他の政策関係機関と協力しなければならない特定の状況も起こ

り得る。

(3) 知的所有権

ＥＣの将来の発展は、知的所有権の２つの主要な問題に深く関わっている。①著作

権と関連の権利の保護と、②商標とドメインネームの保護である。知識データベース

に基づく高度な付加価値産業への段階的な移行の結果、知的所有権は取引関係におけ

る関心事として重要性を増した、とＷＴＯは指摘している。この認識が、ウルグアイ

ラウンドの交渉役らを貿易関連知的所有権（ＴＲＩＰＳ）協定の作成に導き、知的所

有権を多国間貿易システムの不可欠な要素としたのである。

ＥＣに関する研究で、ＷＴＯは、ＥＣの発展が知的所有権の重要性と密接に結びつ

いていると指摘した。「インターネットやそのほかの電子通信上の商取引の多くは、

知的所有権の所有者によって保護された、情報、文化的商品、技術の売買やライセン

シングと関わっている。書籍の販売は、インターネット上でもっとも人気がある商取

引のひとつとなった。また、レコードやＣＤなど、そのほかの商品の販売も拡大して

いる。インターネットで注文される書籍、ＣＤ、フィルムなどの多くは、依然として

郵送されている。しかし、インターネットは、商品を消費者に配送する手段としても

次第に利用が伸びている。ネットワークの容量とエンドユーザーの設備さえ整えば、

通信ネットワークは、レコードやフィルムを消費者に直接届ける手段としてますます

発展するだろう。」と、ＷＴＯはこのように述べている。

知的所有権の管理および履行には、ＥＣとインターネットが重要な関わりを持って

いる。情報技術と通信は、国内、地域内、および国際的な知的所有権管理機関（特許

局や商標局）と、次第に協力を深め、また、その実効性の向上に利用されている。こ

の結果、より迅速で優れたサービスを提供し、より短期間で知的所有権が取得できる

ようになり、また、知的所有権の情報へのアクセスも向上した。同様に特許局も、世

界中に専門知識の普及を促進できるようになった。しかし、インターネットの能力が

もたらした問題のひとつとして、準拠法の特定が困難である点があげられる。また、

著作権が保護されている商品の配布は、属地ベースのライセンスを伴う場合も含め、

著作権者によって行われている。インターネット上で配送が行われるようになると、

国外の消費者に商品を配送する従来の郵送などの方法は大幅に様変わりするだろう。

電子配送プロセスの知的所有権への影響は、国内、国際レベルで非常に注目を集めて

いる。

① ＴＲＩＰＳ協定とＷＩＰＯ協定の電子取引への適用

ＴＲＩＰＳ協定は、著作権と関連の権利（実演家、レコード制作者、放送事業者）、

および、職標、地理的表示、工業デザイン、集積回路の設計図、取引機密事項や試
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験データの非公開情報を含む商標を対象としている。この協定の目的は、知的所有

権の適正な保護、効果的な履行、およびＷＴＯメンバー間の紛争の公明正大な判定

を保証することである。この協定は、各メンバーによって提供される保護の最低基

準を設定した。また、こうした知的所有権履行に必要な国内の措置と救済策、およ

び執行手順、救済策、刑罰の一般原則を策定した。この協定は、ＷＴＯの統一紛争

解決手続きにしたがうＴＲＩＰＳの義務に関して、ＷＴＯ加盟国間に論議を巻き起

こした。

世界知的所有権機関（ＷＩＰＯ）は、著作権条約および実演・レコード条約を１

９９６年に採択した。これらは、通信の権利、技術的保護手段の回避、著作権管理

情報の完全性に関係するインターネット上の作品の使用に関する条約である。著者、

実演家、レコード制作者は、通信を許可したり、ワイヤによる、またはワイヤレス

な手段で一般の人々がアクセスできるように、彼らの保護された作品を公開する独

占権を保有する。これらの条約は、著作権者が使用する技術的保護手段が、効果的

な保護の促進に役立つことを認めている。電子著作権管理情報は、作品のデジタル

コピーやその他の資料に添付することができる。

ＴＲＩＰＳ協定とＷＩＰＯ著作権条約は、著作権の保護がデータ、その他の知的

産物から成る資料の編集も対象とすることを認めている。著作権や関連する権利に

デジタル技術がもたらす影響が、レコード、フィルム、ソフトウェア、ＣＤ－ＲＯ

Ｍなどの海賊版の製作や配布を広い範囲で可能にしていることは、すでに非公式に

認識されている。こうした商品は、品質を損ねることなく簡単にデジタルコピーが

できるようになったため、著作権侵害の最大の標的となっている。知的所有権を侵

害する国際取引の削減に向けて相互協力に努める、というＷＴＯ加盟国の合意の他

にも、ＴＲＩＰＳ協定は多くの保護目的の権利を保証している。

国際協定が定めた法的保護にもかかわらず、インターネット上の商標の使用は、

依然として重大な問題を生み出している。鍵となる問題は、どのような状況下で、

どの裁判管轄のもとにおいて、こうしたマークの使用が登録商標の侵害にあたるの

かという点である。ある国で登録商標の侵害と判断される場合、どのような救済策

があるのか、特に、発信元が他国である場合にはどうなるのか。現在の属地主義の

登録商標システムは、新しいボーダーレスな電子市場に十分に対応しているのだろ

うか。こうした疑問への解答も、公正で実効性のあるＥＣを促進する国際政策の重

要な要素である。

② インターネットのドメインネームと管理問題

商標とインターネットのドメインネームとの関係は、かなり注目を集めている。

各トップレベル・ドメイン（.com、.org、.netなど）の下には、通常、各トップレ

ベル・ドメイン内で先着順に分配されている特定の第２レベルドメインネームは、

ひとつの組織しか使用することができない。しかし、一部の商標は、商品のカテゴ

リーや属性が異なる場合は、共存できる場合もある。

また、同一、または類似のドメインネームの使用は、どの裁判管轄に基づいて商

標の侵害となり得るのか、また、商標権者にはどのような救済策をもうけるべきか、

という問題も論議の的となっている。ドメインネーム制度の管理権限を発展させる
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最善策は、いまだに確定しておらず、幅広く受け入れられる解決策の必要に迫られ

ている。米国は、ドメインネームの管理に新たな非営利組織を設置することを主張

している。この組織の活動を、国際役員会が監督するというものである。

この Internet Corporation for Assigned Names and Numbers（ＩＣＡＮＮ）を

創設する案が米国で承認されると、インターネット上のネームとアドレスの分野の

競争の動向に対する政策を管理することになる。しかし、多くの国が独自のドメイ

ンネーム制度の採択を求めており、アメリカ中心のイニシアティブに対して反発す

る声もある。こうした意見は、ＩＴＵ全権会議で採択された決議に取り上げられて

いる。決議は、「世界の特定の国家や地域に特権を付与せず、インターネットのド

メインネームの登録、分配、管理を、すべての関係者、特に企業と消費者に平等に

実施する必要性」を訴えた。

電気通信、情報技術、放送の収斂によって、多くの監督機関と事業者が、知的所

有権により密接に、より深くかかわるようになることが予測される。収斂の結果、

マルチメディア商品は、広大な国際市場を得るだろう。これは、国際取引上の問題

として、ＥＣ分野やその他の分野におけるもっとも喫緊の課題のひとつであるが、

知的所有権にまつわる主要な問題は、電気通信に関する問題や規制との直接的なか

かわりがもっとも少ない分野にあると考えられる。他の問題と同様、重大な不法行

為の場合、電気通信事業者にもある程度の責任とデータアクセス上の関わり合いが

あり得る。しかし、知的所有権は、こうした知的所有権を伴う伝送の範囲から大幅

にはずれた、従来の商業上、競争上の問題につながることのほうが多い。

(4) 税制

インターネットやその他のデジタルネットワークは、商品の宣伝、販売、受け渡し、

顧客へのサービスのビジネスに、新しい道を開いた。小規模の資本、低廉でグローバ

ルな通信制度へのアクセスの能力などの条件は、インターネットの世界規模の活用の

急激な普及に拍車をかけるとしばしば言及されるが、税制の監督機関にとっては、現

在の徴税業務への挑戦としてとらえられることが多い。インターネット上の多くのＥ

Ｃの国境を越えた重要性は、経済保護区を最小限にとどめるために、この新たな環境

に国内の規制と慣行を対応させるだけでなく、国際的な協力をも必要としている。１

９９８年３月のＷＴＯの報告書で指摘されたように、「インターネット上の取引が課

税されないならば、課税対象となっている他の商取引手段よりも非常に有利となるだ

ろう。」

インターネット上の商取引において税務管理者との関わりがある問題として、以下

があげられる。

• 活動地点に関するユーザー管理の不在：物理的な活動地点が存在しないのは、イ

ンターネットの特徴である。インターネット・ユーザーは、自分がアクセスしよ

うとしている情報の経路を管理することができず、通常、まったく経路を知るこ

とができない。実際には、インターネットでは、伝送されるデーターがある国の

裁判管轄下にあっても、その他の裁判管轄下にあっても、何ら変わるところはな

い。インターネットが国境とほとんど、あるいはまったく関わりがないという周
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知の事実は、インターネットの強みとされている。しかし、これはまた、税務処

理上の管轄の問題を非常に複雑にしている。

• ユーザーの確認手段の不在：一般に、インターネットを使用する際の身元確認の

証拠は、非常に信憑性が薄い。ドメインネームは、そのネームの管理の責任者を

特定しているにすぎない。そのアドレスに対応する人やコンピュータとは何の関

係もなく、そのコンピュータの所在地とさえ無関係である。ドメインネームのＷ

ｅｂサイトの登録必要条件を満たすのはたやすく、そのサイトを新しい管理者へ

引き渡す障害もほとんどない。この結果、一部の納税義務の履行は非常に不明瞭

なものになっている。

• 情報の報告や源泉徴収を行う機関の利用の減少：一般に、インターネット上の取

引では、容易に顧客確認が行えるように金融機関に義務づけられることがある、

報告や源泉徴収の義務に対応するタックス・ポイントがない。ＥＣにおける優れ

た商業的利点は、仲介機関の排除であるとされているが、これが税務管理上に深

刻な問題をもたらしている。

① サイバースペースで運用される電子決済システム

電子決済システムの発展も、税務管理に問題を引き起こしている。こうしたシス

テムは、現在、金融取引額の約 90％を占めている現金、小切手、クレジットカード

に、部分的に取って代わる可能性がある。電子決済システムは、価格がデジタル形

態で表示され、費用もかからずに処理され、世界中に瞬時に送金することができる

新しい形態の通貨を生み出しつつある。ＯＥＣＤの報告書は「電子媒体の使用は、

既存の活動の遂行・課税の方法とは質的な相違を生む」としている。一方、ＯＥＣ

Ｄは「同じ技術が、税務機関が課税、徴税する上で新しい方法を生み出すだろう」

と指摘している。

将来のシステムが税務機関に提起する問題には、2 つの種類がある。第 1 は、電

子マネーが紙幣に置き換えられる点である。現金と同様に、申告決済システムは、

中央での取引記録、監査制度を有し、結果的に納税義務を負う。しかし、無申告の

電子決済システムは、深刻な脱税問題を生んでいる。特に重大な問題は、オフショ

ア金融機関の利用の増加である。

インターネットを利用する場合、個人も企業も、自国の税務機関に知られずに、

あるいは匿名で、銀行口座を開設し、取引を行うことができる。また、ＥＣは、納

税者と税務機関双方に、身元確認と取引の立証に関する多くの証明の問題を提起し

ている。税務機関は証拠資料の公開を強制する権限を有しているが、暗号化された

形態での決済や証拠資料の調査、および納税者からの証拠資料の入手は非常に困難

となるであろうと、ＯＥＣＤは指摘している。

② 供給地での付加価値税・消費税の徴収

ＯＥＣＤ加盟国では、現在、消費税が税収の平均 30％を占めている。加盟国 29

カ国の中で、付加価値税（ＶＡＴ）を課していないのは２カ国（オーストラリアと

米国）だけである。ＶＡＴは消費者の支出に対する税で、こうした供給が免税扱い

されない、またはＶＡＴ率がゼロでないことが明確な場合、課税対象者の属地にお

いて有料で行われた商品の提供に対して課税される。ＯＥＣＤによれば、加盟国の
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税務機関は、「電気通信サービスの供給やインターネット料金、衛星放送、コンピ

ュータソフトウェアや関連するコンピュータサービスの提供におけるＶＡＴの取り

扱いについて懸念している」という。もうひとつの重大な問題は、ＶＡＴやその他

の税金の支払いに関して、こうした新しい技術と通信販売システムはどのような相

互作用があるか、という点である。

サービスの大半は、国内消費として供給された場合、通常、明確なＶＡＴ率で課

税され、輸出サービスと認可される場合、ＶＡＴは非課税となる。国際的なサービ

スの説明義務を管理するＶＡＴの規定は、常に税務上の問題をもたらしてきた。新

しい通信技術に依存するサービスを、特に、時、場所、供給品の価値の点で検討す

ると、こうした問題は何倍にも増幅すると、ＯＥＣＤは予測している。

「供給地」の概念は、取引が課税される場所を決定する際に使用される。通常は、

商品を提供する組織の所在地、または供給者や消費者の所在地に関わりなく、パフ

ォーマンスや娯楽が享受された場所を指す。ＷＴＯのＥＣに関する報告書は、商品

が消費された国、またはまもなく消費されると推測される国の当局がＶＡＴを徴収

すべきであると主張している。しかしながら、異なる裁判管轄間での取引では、イ

ンターネット上の商取引は、ＶＡＴの徴収にいっそう費用がかさむ恐れがある。こ

の結果、納税義務の確定、納税額の決定、および徴収がさらに困難になる。

インターネットは、供給者が供給品が消費される国に実体のある会社を設けずに、

多くのサービスを消費者に供給できる、という状況を生み出した。インターネット

上で国境を越えたサービスを供給する者は、社員や、土地家屋、設備さえも、消費

者の国には必要としない。サービスの義務やメンテナンスも、下請け会社に任せる

ことができる。納税義務、契約上の取り決め、消費者保護、その他の事項に関する

裁判管轄の問題は、インターネットの将来の重要な課題である。

電気通信は、ＶＡＴの基盤としての「供給地」および「享受地」の概念を大きく

揺るがしている、とＯＥＣＤ財政委員会は結論づけている。 競合するプロバイダー

への電気通信サービスの開放、および、膨大なデータサービスの提供によって、電

気通信は、より便利に、より低廉になった。現在では、特にヨーロッパ内では、電

気通信の供給者と消費者が別の国にいることが可能となり、この形態はさらに広く

普及しつつある。ＯＥＣＤは、こうした発展の主な影響を次のようにとらえている。

• サービスの内容とサービス提供者の数について、ますます多くの国や消費者が、

より多くの選択肢を提示されている。激化する国際競争は、今ではこうしたサー

ビスの供給者が、必ずしも、消費国に（ＶＡＴのために）会社を設立するとは限

らないことを意味している。

• 衛星などの技術の利用を通し、今では、供給者が消費国内に、または消費国に近

接して、実体のあるビジネスの場を設けることなく、電気通信サービスを提供す

ることが可能である。

• また、テレホンカード、クレジット機能、携帯電話の利用の増大などの発展と共

に、顧客が属する国、または顧客への請求先である国以外の国々での電話利用が

発生し得る。

こうした動向の加速を示す例として、ＯＥＣＤ財政委員会はインターネット電話
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をあげている。消費者は、国内の事業者が提供する電気通信網を使用せず、長距離

電話料金も請求されずに済む。受話器で話すかわりに、消費者は、マイク、スピー

カー、サウンドカードを装備したパソコンに向かって話しかけ、インターネット電

話を利用することができる。

現在、米国やその他の国々では、インターネット電話は、基本的な電話サービス

としてではなく、むしろ、付加価値サービスと見なされている。基本的な電話サー

ビスとして受け入れられたとしても、インターネットのシステムは、誰が回線を開

き、どれほど長くその接続が開いているかをモニターすることができない。インタ

ーネット電話の人気が高まれば、税制の基盤と電気通信事業者の顧客基盤の両方を

浸食する結果となるだろう。

こうした動向に対処するための可能な方法は、現在の「供給地」規定を維持し、

常設企業の定義に焦点を当てることである。インターネットに対するＶＡＴの「企

業設立」のこうしたアプローチが、税制の他の条件を満たすかどうかは、ＯＥＣＤ

が指摘するように、今後の検討が必要である。別のアプローチとしては、税務当局

が、ケーブル配線や切り替えだけでは常設企業とするには不十分であると定め、「供

給地」の規定を、顧客が定住している場所に変更することが、あげられる。このア

プローチには、受けたサービスに対するＶＡＴを申告する責任を金融機関に負わせ

ることによって、現在の回避策に終止符を打つ速効力がある。しかし、これをどの

ようにビジネス目的以外の消費に適用するかは、重要な問題を生み出すだろう。

１９９７年７月１日以降、すべてのＥＵの税務機関は、電気通信サービスの供給

地規定を変更した。この変更の主要な点は、こうしたサービスの供給地の規定を、

供給が行われる地点から顧客の所在地へと変更したことである。

電気通信において、インターネットＥＣに対する課税問題は、上述したように非

常に広範である。電気通信事業者らの最大の懸念は、ＶＡＴやその他の税の課税方

法の如何にかかわりなく、電気通信サービスのプロバイダーが何らかの方法で、税

務当局の受付係、代理人、または集金係として、行動しなければならないかもしれ

ないという点である。こうした展開は、この場合、多くの新たな責任を負うことに

なる電話事業者と監督機関にとって非常に重大である。監督機関がこの種の管理を

削減し、ネットワークのインフラを多角化、分散化しようとしている今、電気通信

ネットワークの取り締まりや管理の義務を課せられることになるからである。実効

性のある競争市場では、通信事業者さえも、多くの相互接続システムの中で、商取

引のデータ通信を監視するには不十分である。こうした課題を導入すれば、基本的

レベルでの発展の進行が妨げられることは必至である。

(5) プライバシー

商取引上のデータ保護とセキュリティ（盗用の防止など）に関する懸念からも明ら

かなように、電子時代の個人のプライバシーに対する権利については、さらに幅広い

懸念が寄せられている。技術の進歩により、消費者への通知や消費者の同意なしに個

人的な詳細な情報を入手することは、ますます容易になっている。そのため、こうし

たデータの無権限の配布を防止するか、または、私的な情報へのアクセスとプライバ
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シー侵害のある程度の取り締まりを確約する、明確な権利や法の新たな確立が強く望

まれている。一部の政策案（米国電気通信情報局など）は、自主規制が最善策として

いるが、データベースのライセンス化など、特定の政府の介入が必要であると主張す

る機関（欧州委員会など）もある。

「公正な個人情報の原則とその実践」を監視するために、名前とリンクした記録の

システムを維持することを政府と民間部門に求めた立法措置と自主規制措置は、50 数

カ国で採択されている。インターネットは、詳細な個人データへのアクセス制限に関

連する記録の機密保持性、データがどの国の裁判管轄下で保存、利用されるか、また、

電子商取引の際に通知する金融情報の保護に関する新たな問題を提起した。

① プライバシー保護と電気通信サービス

世界中で加入者と結ばれている電気通信事業者は、その特性から、ユーザーに関

する膨大な情報を直接、あるいは間接に保有することができる。電話会社のすべて

の顧客は、自分自身の多くの情報を自動的に電話会社に提供している。たとえば、

氏名、住所、通話先の電話番号、電話の通話時間やインターネットの接続時間、通

話に費やしている金額、利用している高度電話サービス、着信数やその相手先など

である。

電話会社はこうした情報を収集するだけでなく、顧客に送付する請求書として、

毎月、「公表」している。したがって、Ｗｅｂサイトの運営者による消費者情報の

侵害や使用の可能性に大変な注目が集まっているが、最大規模、かつもっともアク

セスしやすいユーザーのデータベースの保有者は電話会社にほかならないことも、

留意しておくべきだろう。

データ保護のもうひとつの重要な側面は、一部の電気通信サービス（ＩＳＤＮや

発呼者確認サービスなど）がプライバシーをどのように尊重する必要があるかに関

連している。欧州連合は、最近、ＩＳＤＮサービスに関するデータ保護についての

法的効力のある指令を採択した。また、欧州会議（ＣＯＥ）は１９９５年に、電気

通信、特に電話サービスにおける個人データ保護に関する法的拘束力のない勧告を

承認している。これらの措置の趣旨は、電気通信サービスは、ユーザーのプライバ

シー、通信の秘密、通信の自由を尊重すべきであるというものである。電気通信の

目的で使用された個人データは「ユーザーをネットワークに接続し、特定のサービ

スを提供するため、また、請求書の作成と確認のため、および最適な技術運用とネ

ットワークとサービスの発展を確保するために、ネットワークの運営者とサービス

のプロバイダーのみが収集・処理すべきである」とＣＯＥは述べている。

ＣＯＥの勧告では、個人情報の収集と利用の制約はデータのやりとりにも適用さ

れる。すなわち、「ネットワークの運営者とサービスプロバイダーは、関わりのあ

る加入者が書面で明確なインフォームドコンセントを提出し、やりとりされた情報

が受信者を特定する可能性がない場合を除き、個人データをやりとりしてはならな

い」。しかし、この規定には、国の安全保障、公共の安全、国家の財政上の利益、

あるいは、犯罪行為の抑止を目的とした例外が定められている。ネットワークの運

営者やサービスプロバイダーの内部での個人データの交換にも、制約が課せられて

いる。基本的に、電気通信プロバイダーが加入者データを公開するには、加入者に
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よる承認の明示や少なくともインフォームド・コンセント、あるいは国内法の規定

が必要とされている。

電話帳、およびこうした電話帳の内容と通話記録との照合も、データ保護の制限

の対象となる。こうした規制は、ダイレクトマーケティングを目的としたデータ使

用を制限するために設けられている。請求書の情報の収集は、実際の通話を確認す

る目的だけに認められ、その詳細は限られた時間のみ保持することができる。また、

電話回線の確認、通話の転送、携帯電話サービスにも規定が適用される。これらの

規定の施行は、データ保護体制を承認した各国のデータ保護機関の役割である。し

かし、各電気通信監督機関は、前述の保護措置を、ネットワーク運営者とサービス・

プロバイダーによる望ましい実践のしるしと理解すべきであり、こうした実践が不

十分な場合には、介入する必要性も考えられる。

(6) コンテンツに関する問題

ほぼあらゆる形態の通信に対して、国境と市場を開放し、障壁を撤廃すると、望ま

しくない、または不快な、あるいは危険なメッセージが、一部の社会の一部の階層か

ら発信されることは避けられない。実際に、多数のこうしたメッセージが、すでにイ

ンターネット上に出現しており、その多くは、ほぼあらゆる社会のどの階層でも、望

ましくないと判断されるであろう内容である。一言で言えば、制限のない市場があれ

ば、不正な情報や娯楽のあらゆる形態の需要があり、その需要に応える十分な手段が

存在するのである。

広大なオンラインのポルノ市場はその典型的な例であり、インターネットとＥＣを

取り巻く、もっとも論議を呼んでいるトピックである。米国の自由市場でさえも、監

督機関の介入（短命に終わった通信品位法として）に踏み切ったほどである。インタ

ーネット上に展開されたもっとも初期の起業的サービスの一部は、実際に、－ビデオ

テープ、ケーブルテレビ、電子掲示板などと同様に－さまざまな形態のポルノのバー

チャル作品を販売した。ネット上のこの種のビジネスの拡大は多くの討議の課題とな

り、一部では非常に誇張された主張もあった。それでも、「ＸＸＸ：トリプルＸ（本

格的なポルノ作品の表示にも使用される）」の文字を含むＷｅｂ上のページを検索す

ると、約 160 万件が表示され、その中で、ローマ数字と関係があると思われるページ

はわずかである。

ポルノ以外にも、インターネット上で販売が可能で論議の的となりそうなコンテン

ツは数多い。その多くは、倫理的に望ましくない内容だけにとどまらない。出版の自

由が一般に普及している国を含め、多くの国家では、誹謗、詐欺、猥褻、扇動などを

内容とするある種の不正な情報は取り締まらざるを得ない。一部の文化圏では、宗教

上、および政治上の理由による規制がさらに厳しく、不法なコンテンツの配布を防止

し、訴追する責務は、その他の政策や取締規則と切り離すことができない。

電気通信規制分野における最大の関心事は、情報技術を通じて市場要因と経済成長

の障壁を取り除く社会の流れの中で、こうした拘束の改定や緩和を試みることではな

い。むしろ、ＥＣに不必要な障壁を新たに設けることなく、自由な通信に関する法的、

および文化的な危惧を解決する手段を模索することであろう。
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電話通信監督機関は、少なくとも、通信手段と通信との重要な区別を、率先して主

張することができる。好ましくないコンテンツを規制するために、違反者を識別、規

制する責任を、こうした悪質な内容が送信されるネットワークに負わせるならば、あ

らゆる形態の合法的な商業通信も同様に妨げられるだけでなく、ネットワークが存続

できなくなることはほぼ確実である。

一方、自主規制や企業のイニシアティブは、国家の諸機関がコンテンツに関係する

問題の解決策を模索するにあたって、ここでも最善の支援を提供することができる。

すでに、ソフトウェアのフィルタリングや、Ｗｅｂ、またはインターネット・サービ

スプロバイダーによる自己検閲は、悪質な内容へのアクセスを制限し、その他の不正

な送信の取り締まりを、より有効に行っている。市場指向型の開放と発展の根本方針

が、これらの同じ市場から生まれる問題の解決に適用されるならば、こうした問題を

最小限に抑える最大のチャンスとなる。



82

4.2 民間団体による取組み

4.2.1 BBB Online

4.2.1.1 事業概要等

(1) 設立時期

８５年前の１９１３年に設立。

(2) 設立の目的

当初は広告内容の信憑性をモニターし、広告に謳われている「うそ」を消費者に知

らせることであった。現在は消費者に信頼のおける商品、サービスを提供する会社を

オンラインで紹介し、将来的には正しいビジネス実践の標準化を目指す。

(3) 組織および分掌

本　部：米国

本部の役割は加盟審査、マーケティング活動、広報活動、支部の教育・指

導等

支　部：米国に 135支部、カナダに 17支部

支部の役割は各支部毎の加盟審査（入会・更新）、マーケティング活動等

(4) 加盟店数

約 2,100 社。

(5) 仕組み

ＢＢＢの会員がＢＢＢオンラインサービスのプログラムに参加できる。したがって、

まずＢＢＢ会員の加盟審査に通らなければならない。

① ＢＢＢ会員

a) 申請（事業者→ＢＢＢ）

i) 経歴、事業内容、銀行口座名、連落先担当者名等の情報提供

ii) 同意書（契約書）へのサイン

• 消費者等の要望、苦情に迅速に対応すること

• ＢＢＢが広告内容について正しくないと判断した場合、訂正に応じること

• 消費者等のクレーム処理はＢＢＢの示談仲介システムで解決すること

• ＢＢＢが商品等の調査のため、会社訪問することを承諾すること

• ＢＢＢが不適当だと判断した場合、いつでも資格を剥奪できること等

b) 審査（ＢＢＢ支部）

i) 期間　２週間～１ヵ月

ii) 内容　事業活動１年以上

• 業績、サービス内容等の信憑性検証

• 証拠を申請者に提出要請

• 会社訪問（商品、在庫、注文～発送迄の時間のチェック）

② ＢＢＢオンラインメンバー

i) 原則ＢＢＢ会員であれば、希望者に許可

（ただし、再審査を行うものもある）

ii) ＩＤ番号、ＢＢＢシールを付与

③ ＢＢＢホームページへのリンク
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ＢＢＢオンラインメンバ－の証としてＢＢＢシールを事業者ホームページに表示

し、シールをクリックするとＢＢＢホームページとリンクし、メンバーであること

を証明する click to check 機能をもつ（ＩＤ番号による認証）。

④ その他のＢＢＢシール不正使用対策

i) 外注によるモニタリング

ii) ＢＢＢオンラインの参加者一覧リストの表示

iii) 消費者や企業による情報提供、監視体制の確立

iv) 新しいセキュリティシステムの導入検討

⑤ 事業者紹介機能

当該事業者の事業内容、連絡先担当者名等の照会サービスも行っている。

⑥ 消費者のメリット

消費者のメリットととして以下をあげることが出来る。

i) ＢＢＢが認めることによる安心感（99％の消費者がＢＢＢの信頼性を認知）。

ii) トラブル時の迅速な対応（強制力を持つＢＢＢ示談仲介システム）等。

（注）示談仲介システム：裁判所を通さず、ＢＢＢの良識のある訓練された仲

介。示談役が双方の話を聞き、良識の範囲で解決する調停機能をもつ

⑦ 加盟店

加盟店のメリットとして以下をあげることが出来る。

i) 小規模かつ新事業者は、ＢＢＢが保証する資格を有する会社としてネームバ

リューを確立した企業と同等に認知される。

ii) 大企業等にとっては、悪徳会社の排除による利益損失の回避等が図れる。

⑧ その他のメリット

i) 調停など、本来裁判所が負うべきの負荷軽減できる。

ii) 政府の介入なしでオンラインビジネスの環境整備が可能となる。

(6) 財源

ＢＢＢオンラインを運営するための財源は、大きく以下の２つからなる。

① 年会費

加盟店の申請費用および年会費。

② 寄付金

大企業、優良企業からの寄付金（悪徳会社の排除による利益損失の回避）。

　　

4.2.1.2 同社を訪問しての質疑応答

Ｑ：消費者がＢＢＢのシールを必ずクリックするようにできないか？

Ａ：消費者に啓蒙していくのが我々の仕事だか、なかなか難しい。現在、ＢＢＢシ

ールおよびホームページを使いやすいように変えようとしている。

Ｑ：ＢＢＢのシールの偽造割合はどの位か？

Ａ：実際、何社ぐらいが盗用しているかは掴めていない。外注でモニタリングを依

頼しているが、グラフィックは技術的に探し出せない。消費者や加盟店・企業

の情報提供で発見、排除を行う。
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Ｑ：盗用のケースでシールの外形だけでなくリンクページまでも偽造するような手

の込んだケースはあるのか？

Ａ：技術的には可能だが、膨大な作業であるため物理的には不可能と思われる。

Ｑ：悪用事例を教えて欲しい。

Ａ：ＢＢＢのシールと見間違えるようなもの。click to check がないもの。クリッ

クすると悪用している会社のインフォメーションにリンクするもの（ＢＢＢが

許可していると書かれている）。但し、いずれも発見した場合は直ちに排除す

る。

Ｑ：審査基準は各支部で統一されているのか？

Ａ：全国的に審査基準は一定だが、各支部でその審査基準を高くすることは認めて

いる。

Ｑ：中小企業であっても資格を得ることができるのか？

Ａ：起業１年以上の最低条件をクリアしていれば資格は取れる。

Ｑ：赤字会社であっても資格を得ることができるのか？

Ａ：必要条件に黒字会社であることは無いので資格は取れる。

Ｑ：審査は申請時のみなのか、更新時も行うのか。また、審査基準は申請時と更新

時で違いはあるのか？

Ａ：１年に一回の更新時に再審査を行う。再審査の場合、少々審査基準が申請時と

比較して緩和される。

Ｑ：示談仲介役は法律のスキルがなくてもなれるか？

Ａ：法律は知らなくても良いが、次の資質を備える人に限定し、ＢＢＢで 3 日間の

トレーニングを行う。適正項目は下記の通り。

①決断力のある人

②上手に質問して必要な情報を引き出せる人

③それを基にして誰にとっても公平な判断ができて決断ができる人

Ｑ：示談仲介役が決断したことは強制力があるのか？

Ａ：契約書には強制力があり、それに従うことに同意する文言がある。従わない場

合、ＢＢＢが消費者に替わり裁判所に持ち込むことも想定。

Ｑ：シールの申請依頼件数はどの位か？

Ａ：月間平均 150 件を許可しているが、満足する件数ではない。参加するにはお金

がかかるため、来年度から別の方法で募集することや本部で一括受付も来年度

から検討している。

Ｑ：加盟店情報の管理はどの様に行うか？

Ａ：本部での一元管理。

Ｑ：消費者からの示談件数について。

Ａ：少なくとも最近１年半では全くない。

理由は、ＢＢＢの資格を得るのはベスト企業であり、示談手続き前に解決する。

Ｑ：年会費について。

Ａ：会社の規模により違う（ビジネスエリア［拠点数］、従業員数等）

数百ドル～数千ドルである。
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（PC WORLD magazine(1998/9)によると 400 ドル～5,000 ドル）

Ｑ：ホームページがシールだらけで消費者が混乱しないか

Ａ：シール発行機関においても競争があってもよく、いずれは消費者等に選ばれた

１つのシールになると思う。目的別にシールを作ることもいい方法であると思

う。現在 10種類程度のシールが存在するが、次の 3つ以外は何ら意味を持たな

い。

①TRUSTe プライバシーを守る政策を実践

②ＢＢＢ 信頼できる優良な企業を紹介

③VeriSign セキュリティの保証

Ｑ：日本をはじめ他国との連携等について

Ａ：設立については各国の自主性に任せるが審査基準については同レベルを望む。

現在、ヨーロッパではＢＢＢをモデルとしてシステムを修正中であり、逆にプ

ライバシー保護関連では、ヨーロッパのシステムを参考にしている。今後ＢＢ

Ｂからライセンスを発行することや日米が、ＥＣＯＭを通じ協調体制を取るこ

とは十分に考えられる。

4.2.2 ＦＳＴＣ

4.2.2.1 FSTC の概要について

1995 年に銀行のグループとして設立された。メンバは米国に限っておらず、実際カナダ

の銀行もメンバである。メンバの 25％が銀行。銀行のトップが今後何を検討すべきかのア

ジェンダ（取組項目）を作成する。Proof of Concept（打ち立てたコンセプトを証明し確

認する事）を主眼に置く。

キャッシュマネジメントでの業界標準を作るのが目的の（ＥＣＯＭ同様）非営利団体で

Board of Directors（役員会）を中心に運営を行っている。

技術をベースに検討を行っているが、知的所有権で儲けるための組織ではない。今後 2

～3年間は、ＥＣをターゲットに決済を中心に取組んでいく。

米国の銀行は、個人小切手の処理を通じて儲けているところが多い。プロジェクトの 1

つの「E-Check」はＦＳＴＣ、BankBoston と Bellcore にライセンスがある。

4.2.2.2 プロジェクトについて

現在、大きく分けて 2 つのプロジェクトを計画、そのコンセプトの確認とフィードバッ

クを行っている。

(1) E-Check

電子小切手の使用は、既に法的に認められている。振出し人の破綻などが起きた場

合も、責任の所在は基本的に今までの小切手と同様である。概念は今までの小切手と

同じである。

(2) Bank Internet Payment System（ＢＩＰＳ）

銀行に処理を指示するスキームを提供する。ターゲットとする市場は、ＢｔｏＢ（企

業間）、ＢｔｏＣ（企業－消費者間）の両方を対象にしている。
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大規模なものから小規模なものまで、この仕様はカバーをしており、カスタマイズ

など細かい点では異なる点が発生する事も考えられるが、大局的には規模による仕様

の違いはないと考えている。

Mellon Bank（メロン銀行）は、新たな仕様をリリースする予定である。仕様を発表

後、コメント等のフィードバックが既に来ており、色々な意味で参考となっている。

それを踏まえて近々正式版をリリースできる予定である。

4.2.3 CommerceNet

4.2.3.1 同社の概要

設立は１９９４年。９７年４月から自己資金によってのみ運営している。メンバーは世

界 20 カ国の 600 以上の企業・団体である。コマースネット・コンソーシアムとして、世界

各地にオフィスを持つ。

4.2.3.2 設立の目的

コマースネット設立の目的は、グローバルなＥＣマーケットを可能とすることであり、

世界各国との連携を考慮して活動を行っている。

4.2.3.3 同組織の主な活動

コマースネットの活動は大きく分けて、研究や啓蒙活動と、今後のビジネスを目指すプ

ロジェクトからなる。

(1) 研究・啓蒙活動

• 各種研究活動

• パイロット・プログラムや、テストベッドの提供

• 米国政府や、ＥＵ、アジア太平洋諸国へ提言、働きかけ

• 会員に対するフォーラムやセミナーの開催

(2) プロジェクト

• 南カリフォルニアのパイロットモデル

州の助成金を受けた中小企業のＥＣコミュニティの研究

• カタログインターオペラビリティプロジェクト

政府のカタログの書式統一を目指す

• ＧＩＤＥＯＮ：Gateway to Internet Demographics Online

ニールセンに委託しているインターネット統計調査

• RosettaNet Project

ＸＭＬを利用した情報のオープン化による、サプライチェーンに関するプロジェ

クト

• ＥＤＩ & Network Services

各種ＥＤＩの相互運用性調査

• スパムメール対策

スパムメールに関するワーキングを現在立ち上げ中
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• eRegistry Program

ＸＭＬをベースにした、公開登録に関する研究

4.2.3.4 運営費用

コマースネットの事業の運営費用は、約 70％がメンバーからの会費であり、残りの

約 30％がプロジェクトからのものである。

4.2.3.5 同社の課題

(1) 消費者に直結しているエンドユーザー

大きな会社がエンドユーザーを対象にビジネスを始めており、また中小企業をＥＣ

に引き込んでいってビジネスを大きくしていこうとしている。これらの動きをいかに

取りまとめられるかが、大きな課題となっている。

4.2.3.6 ＥＣのマーケットトレンド

マーケットのトレンドとしては、年代毎に以下のようになってきている。

１９９３～　概念

１９９５～　アプリケーション

１９９８～　地域別、業界別のマーケット

２０００～　世界的、産業横断的なマーケット（iMarkets）

ＥＣが実ビジネスとして、すぐに実現するのは難しく、実際には２０１５年頃までかか

る。理由としては、技術がまだそれに至っていないことや、法律的な問題、関税等が整備

されていないことなどがあげられる。また標準化（Standard）も進んでいない。

4.2.3.7 ＥＣのモデルと事例

ＥＣのモデルおよび事例として、主なものを以下にあげる。

(1) Early Successful Business Models

インターネットならではの企業である。人々がそのサイトに目的を持って訪れるよ

うにならないといけない。一番良い例が Amazon.com である。彼らは読書好きな人たち

のコミュニティーを形成した。すなわち、コミュニティーを形成することが一番大変

でありかつ重要である。

(2) Emerging Business Models

すでに名前の通った会社によるＥＣの展開である。例えば、Gateway2000、FedEx、

Cisco Systems 等があげられる。

(3) More Emerging Business Models（ＢｔｏＢ）

会社自体の 5％程度の経費削減を可能とすることが出来、これだけで大きな成功で

ある。サプライチェーンやプロセスマネジメントの導入によるコストの削減、垂直マ

ーケットなどがこの中に入れられる。

4.2.3.8 ＥＣの今後の発展

ＥＣの今後の発展については、以下のようにまとめることができる。
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• アメリカ以外の会社はアメリカの会社より 1年位遅れている

• 中小企業はアメリカの国内外を問わず2年位遅れている

• フレームワークやテストプログラムが必要である

4.2.3.9 コマースネットのソリューション

今後のＥＣに対するコマースネットのソリューションは、大きく以下の 3 つを考えてい

る。

(1) ｅＣｏシステム

• オープンプラットフォーム

• ＸＭＬを利用

従来のＨＴＭＬはＥＹＥＢＡＬＬの為のもの（つまり目玉で見るだけのもの）。

ＸＭＬで企業情報や価格、商品情報が統一され、機械同士でやりとりできるよう

になる。

(2) オープンなコミュニティーの形成

1 つのことや、固定概念にとらわれない様、オープンなコミュニティの形成に注力

していく。

(3) ＧＥＣＢ：Global Electronic Commerce Board

法律など、国際的なＥＣの問題について取り上げる会議を積極的に運営する。

4.2.3.10 同組織のと質疑応答

Ｑ：バーチカル・マーケットとは何か？

Ａ：たとえば石油、ガス、建築など、ひとつの業界だけのマーケット

Ｑ：２０００年以降発生するというマルチインダストリーのマーケットのイメージ

はどのようなものか？

Ａ：ひとつのトランザクションからどんどん広がっていくもの。たとえば、メタル

（金属）の取引から金融や貿易の業界、保険会社などへのトランザクションの

流れの広がり。

Ｑ：High Community Affinity をうまくやっている例は？

Ａ：「ｅｂｅｙ」：古本、コイン、プレミアムのついた野球のカードなどのフリー

マーケットタイプのオークション。ポータルサイトは限られた価値しかない。

価値のあるのは、Destination であり、Destination のまわりにコミュニティー

が出来る。今はあまり儲かっていないが、ブランドを作る為に一生懸命金をつ

ぎ込んでいる。小さなものはどんどんつぶれていくだろう。なぜなら、だれで

も安く売れる。どういう負荷価値をつけるか。コミュニティーを作れるかが問

題。

Ｑ：南カリフォルニアの中小企業のパイロットプロジェクトとは？

Ａ：カリフォルニア州から資金が出ている。映画業界の 16 社の中小企業が参画して

バーチャルインダストリーを形成している。
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4.2.4 韓国ＣＡＬＳ/ＥＣ協議会

4.2.4.1 協議会の概要

韓国電子取引協議会は、通商産業部（現：産業資源部）の製造・流通業を中心に１９９

６年１月に韓国ＣＡＬＳ/ＥＣ協会として設立された非営利団体である。韓国のＥＣ促進の

ための様々な活動を行っており、今までにＣＡＬＳ/ＥＣ ＡＰＥＣ９７（９７年１２月）

やＣＡＬＳ/ＥＣ ＫＯＲＥＡ ９８（９８年１０月）、また日韓電子商取引新技術発表会（９

７年９月、９８年５月）等のイベントを積極的に開催してきた。

最近ＣＡＬＳ/ＥＣを電子取引と変更し、活動範囲を広げている。なお同協議会は、ＥＣ

ＯＭのメンバ会員（正会員Ｂ）でもある。

4.2.4.2 韓国電子取引協議会の１９９９年の事業内容

(1) ＥＣ支援センター（ＥＣＲＣ）事業

• ＥＣ関連の教育、コンサルタント、技術情報提供

• 中小企業のネットワークをベースに、全国 10拠点のＥＣＲＣを運営中（中小企業

振興公団、韓国生産性本部、釜山商工会議所等）

(2) 分科委員会運営事業

• 業種別ＣＡＬＳ/ＥＣ分科委員会（電子/建設/重工業/鉄鋼/繊維/自動車/造船/電力の

8業種）

(3) 各種ＣＡＬＳ/ＥＣデータベース構築

• 業種別/技術別構築活用事例センタ

• 知識管理システム

• ＣＡＬＳ/ＥＣ用語辞典

• ＥＣＯＭ（日本）資料のインターネットサービス

(4) 国際協力事業

• 米韓協力事業：ＥＣＲＣ専門講師の交流、ＣＡＬＳエキスポ視察団派遣

• 日韓協力事業：ＥＣＲＣ専門講師の交流、日本での研修、業種別ＣＡＬＳ/ＥＣ専

門家交流、技術交流や発表会開催

(5) ＣＡＬＳ/ＥＣジャーナル発行

• 国内外におけるＣＡＬＳ/ＥＣ関連情報を中心に発行（隔月）

(6) イベント事業

• 展示会、セミナー、ワークショップ、討論会の開催や各国イベントへの視察団派

遣等

4.2.4.3 韓国電子取引協議会の組織

韓国電子取引協議会は、常勤副会長（金 東訓副会長）と企画管理部（金部長）を中心に、

4つのチームから編成されている。

(1) 事業企画チーム

• 会員の管理事業（会員サービスや理事会の開催）

• 国際協力事業（日韓協力や米韓協力）

• 基金管理事業（産業基盤資金や情報促進基金の管理）
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• 委員会運営事業（分科委員会や広報委員会の運営）

• 行事開催事業（展示会やセミナー、視察等の実施）

(2) 情報開発チーム

• ＣＡＬＳ/ＥＣデータベースの構築

• 知識管理システムの実現

• 用語辞典データベースの構築

• ＥＣ-ＣＡＬＳニュースレターの作成

• 協会ジャーナルの発行

(3) ＥＣＣチーム

• ＥＣＲＣ管理/支援/統制事業

• 共通教材開発/技術情報提供事業

• 米国ＥＣＲＣ協力事業

• 講師育成/基盤造成事業

(4) 管理チーム

• 会計/総務/管理業務

4.2.5 韓国ELECTROPIA

4.2.5.1 同組織の概要

エレクトロピアは、韓国産業界の高コスト/低効率の体質を改善するためのＣＡＬＳ/Ｅ

Ｃシステム導入を目的に、９８年８月韓国電子取引協議会のひとつのコンソーシアムとし

て設立された組織である。その名前は、電子商取引（Electronic Commerce）とユートピア

（Utopia）の造語としてつけられた。

4.2.5.2 エレクトロピアの役割

従来の韓国の情報化は、先進的な産業界がリーダシップをとり、企業内情報化を図って

きた。しかし、これからは先進的な産業界及び中小企業が、それぞれの産業での情報化を

図る必要がある。進め方として、まずＢｔｏＢ（企業間）を中心に行うことにより、Ｂｔ

ｏＣ（企業－消費者間）が必然と促進されるというコンセプトをとっている。

韓国内の企業同士の競争は無意味であり、またこれからの大競争時代（メガコンペティ

ション）は避けて通る事ができない。すなわち世界で一番の企業との競争となる。その中

で、Ｗｉｎ－Ｗｉｎ戦略のもと、戦略的な協業と競合の関係を作る必要に迫られている。

エレクトロピアは、以下の韓国企業の構造的諸問題を解決する事を目的とする。

(1) 製品開発

• 共有可能な部分を再開発しており、企業間同士の競争力を弱めている

(2) 資材調達

• 似たような中小企業で、それぞれが維持している一枚岩の製造力

• 個々の企業は海外から高い価格で購入している

(3) 出荷・供給とメンテナンス

• 個々の企業が独自に実施している高コストのロジスティクス・システム
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• 個々の企業が独自に実施している高コストのメンテナンス・システム

4.2.5.3 エレクトロピアの沿革

９７年  １月：主たる電子関連会社とＳＩ会社がエレクトロピア・プロジェクトを提

案

９７年  ７月：エレクトロピア・プロジェクトが発足

９７年１１月：エレクトロピアのパイロットシステムを構築

９７年１２月：ＣＡＬＳ/ＥＣ ＡＰＥＣ９７でパイロットシステムをデモ

９８年  ２月：エレクトロピアの促進計画作成

９８年１１月：エレクトロピアを会社組織として設立

4.2.5.4 エレクトロピアの構成

エレクトロピアは、財閥系（大宇電子、三星電子、現代電子、ＬＧ電子）と産業界（鉄

鋼、自動車、重工業）、中小企業群ならびに国内ＥＤＩネット、海外ＥＤＩネット、政府

調達ネットなどをインターネットを介して結んだＥＣハイウェイからなる。その中で、電

子政府や電脳社会、仮想企業などを実現する。

4.2.5.5 エレクトロピアの組織

エレクトロピアは、韓国電子取引協議会、電子取引技術協会のもと、会長以下役員と、

電子政府、電脳社会、

仮想企業など

鉄鋼業界

自動車業界

海外ﾍﾞｰｽ

海外EDIﾈｯﾄ

政府調達ﾈｯﾄ

国内EDIﾈｯﾄ

中小企業群

ＥＣハイウェイ

三星電子群

大宇電子群 現代電子群

ＬＧ電子群

各電子群への出入口

図４－１ エレクトロピアのイメージ図
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運営委員会、管理組織が配置され、電子ＷＧとＳＩ（システムインテグレータ）ＷＧが組

織されている。

(1) 電子ＷＧ

ＬＧ電子、大宇電子、三星電子、現代電子、中小企業協会

(2) ＳＩ ＷＧ

ＬＧ－ＥＤＳ、大宇情報システム、三星ＳＤＳ、現代情報技術

4.2.5.6 エレクトロピアのシステムアーキテクチャ

エレクトロピアのシステムアーキテクチャは、大きく以下の４つの層から構成される。

(1) ユーザ層

製品開発者、サプライヤー、製造者、顧客

(2) ユーザ・インターフェース層

Ｗｅｂブラウザー（ネットスケープ、マイクロソフト・エクスプローラー）

(3) アプリケーション・システム層

窓口案内サービス、技術情報システム、カスタマ・サービス、電子ショッピングプ

ラザ

(4) インフラ層

インターネット、セキュリティ、ＨＴＭＬ、ＣＧＩ、ＥＤＩ、ＳＴＥＰ
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4.3 政府系機関による取組み

4.3.1 米国

米国政府と米国企業は率先して、ＥＣの自由な発展を促進してきた。世界最大の経済圏

として、また、ＥＣ全般とインターネットが生まれた国であり、その最大規模の利用国と

して、米国は、世界中の技術、市場、および政策の動向に影響をおよぼす特殊な立場にあ

る。

米国政府はこの立場を認識し、ＥＣに関する数々の重要な政策発表や研究論文、立法お

よび貿易交渉に関する指令を発表してきた。もっとも包括的な政策文書は、１９９７年に

大統領府が発表した「国際電子商取引の枠組み」という文書である。この枠組みは、世界

的なＥＣの発展の基盤として以下の原則を提案している。

• 民間部門が主導権を握るべきである。各国政府は、民間部門の刷新を促し、可能

な部分には「自主規制」を奨励する。

• 各国政府は、ＥＣを不当に規制しない。民間の自由な選択を阻害するような新た

な規制を導入しない。

• 政府の介入が必要な場合には、予測可能、かつ最小限で矛盾がない明確な商取引

の法制を整備し、実施することを目指す。

• 分散化し、政府の統制や管理を受けていないという事実を含め、インターネット

の特殊な性質を各国政府が理解する。

• インターネット上のＥＣを世界規模で促進する。法的枠組みは国境を越え、世界

的に矛盾がなく、予測可能であるべきである。

さらに、この枠組みでは、ＥＣがもたらす金融、法律、市場へのアクセスの問題にこれ

らの原則を適用するとした。ほぼすべての場合において米国の見解として強調されている

のは、政府の規制を最小限にとどめ、民間が主導し、国際的な方針を一貫させることであ

る。

4.3.1.1 米国政府の今後の施策

ホワイトハウス大統領報道官室は１９９８年１１月３０日に、クリントン大統領とゴア

副大統領がＥＣの推進に向けて新たな施策を発表した事を表明した。

(1) 発表の概要

情報革命における米国の先導力を維持し、「新経済」の急成長を持続させるべく、

クリントン大統領は本日、ゴア副大統領に対し、政府によるＥＣ推進努力において今

後も指導力を発揮するよう求めるとともに、5 項目の重要分野における前進を図るよ

う大統領顧問諸委員会に指示する。大統領は、インターネットおよび情報関連技術が

米国経済の成長の原動力となり、インフレ低下、国民にとって高賃金の雇用創出につ

ながる点に着目する。ＥＣ（インターネット上での財貨サービスの売買）は、２００

２年までに数千億ドル規模産業に成長すると予測される。ＥＣは企業にとって有用で

あるのみならず、選択肢、便利さ、情報の拡充、さらに最低価格で最高品質の財貨サ

ービスを容易に見いだす能力の提供を通じて消費者に主導権を握らせることになる。

ＥＣの成功の一因は、ＥＣの普及を推進するという現政権の戦略にあった。

１９９７年７月に同戦略「世界的商取引の枠組み」が発表されて以来、インターネ



94

ット利用者の数は倍増、1 億 4,000 万人に達し、米国経済の実質成長に占める情報技

術業種の割合は１／３強に相当、ＥＣは急速に普及、事実上全ての経済セクターでの

生産性向上に寄与している。

本日、大統領が発表する新たな政府施策は、次の点で、ＥＣの成長をさらに促すこ

とになろう。 即ち、サイバー詐欺から消費者を保護すること。 消費者には、オンラ

イン上で販売される財貨サービスが正確に表示されていること、支払った代金にみあ

った代価が得られること、さもなければ救済措置が用意されていることを保証しなけ

ればならない。商務省は、連邦取引委員会と連係して、消費者の啓蒙、業界による自

主規制の推進、既存の詐欺防止法の世界的施行を進めていく。

第二の点として、「ワールド・ワイド・ウェイト」状態を終結すること。多くの消

費者や企業にとって、ＷＷＷ（ワールド・ワイド・ウェブ）はワールド・ワイド・ウ

ェイト状態である。情報スーパーハイウェイは、米国の我が家に戻る前に汚れた小径

と化している。商務省および米国通商代表部は連邦通信委員会と協力して、音声、画

像およびデータ通信可能な高速ネットワークへの民間投資を増強する政策を展開する。

中小企業のオンライン化を奨励すること。インターネットの利用により、中小企業は

グローバルな業務展開と多国籍企業としての地歩固めが可能となる。商務省および中

小企業庁は、中小企業にインターネットへの接続を奨励していく。例えば、中小企業

が利用する政府の情報やサービスをオンラインで提供する。デジタル経済について明

確な構図を描くこと。国家経済会議はインターネットおよびＥＣが米国および世界経

済に与える影響を測る省庁間努力を統率していく。発展途上国においてインターネッ

トおよびＥＣを推進すること。国務省は発展途上国へのインターネットおよびＥＣの

普及を加速化するプログラムを創始する。

また大統領および副大統領が発表した「行政実績に関する報告書」には、以下の立

法を含む過去 1 年半におけるＥＣ推進状況が詳述されている。いずれの法律もＥＣに

関する同政権の優先項目を具体化するものであるが、「インターネット非課税法」は、

インターネットアクセス税およびＥＣの差別化につながる諸税に関して 3 カ年の支払

い猶予期間を設けるとともに、ＥＣによって提起される長期的租税問題を審議する委

員会の設置を定める。「デジタルミレニアム著作権法」は、同政権が交渉した知的所

有権保護に関する諸条約を施行し、オンライン環境における米国の知的財産を保護す

る。「児童オンラインプライバシー保護法」は、商業Ｗｅｂサイト業者に対して、13

才未満の児童の個人情報を収集する際には事前に親の許可を得ることを義務づける。

「政府書類事務撤廃法」は、政府内部の電子ファイリングおよび電子署名の認容を推

進する。「次世代インターネット研究法」は、現在のインターネットに比べ 1,000 倍

の処理速度で大学間を接続しインターネット技術に関する長期的研究を実施する構想

を認可する。

さらに、現政権の実績としては、

• 電子通信に対する関税支払い猶予に関してＷＴＯの合意を取り付けたことにより、

サイバースペースの免税ゾーン化を実現したこと。

• 重要なインフラストラクチャーの保護に焦点を絞り、コンピュータの２０００年

問題に取り組むことにより、サイバースペースのセキュリティと信頼性を増強す
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べく前進していること。

• 「e-レート」制度（学校および図書館を対象としたインターネットアクセス特別

割引）および「技術リテラシーチャレンジ基金」を開設して、全ての教室および

図書館にインターネットを導入、教員にインターネット技術研修を実施して、児

童生徒への技術的啓蒙を推進したこと。

• インターネット業界に対して、自主規制、第三者による監査、順守メカニズムを

通じて、個人のプライバシーを保護するよう奨励したこと。

• 欧州連合、日本、フランス、アイルランド、オーストラリアといった貿易相手国

や多数の国際機関との間でＥＣを推進する国際協定を交渉したこと。

• ＤＮＳの技術的管理を引き継ぐ非営利機関を新たに認可することにより、「イン

ターネットドメインネームシステム」（ＤＮＳ）の民営化に向けて動いたこと。

4.3.1.2 政府調達関連

１９９８年３月に、米国政府調達の電子化に向けての戦略的方針について（A Strategic

Plan for Electronic Federal Purchasing and Payment）の提案書が、大統領諮問委員会

から報告された。以下その概要を説明する。

(1) 実施概要

政府の全機関をあげて、２００１年までに、支払い、計算および実施情報に関する

端末間のＥＣ処理が統合された、コンピュータによる調達手段を顧客が利用し易いよ

うにする上での、様々なプログラムを支援して行く。

毎年 2,200万件にのぼる米国政府の調達取引によって、一般的に「電子商取引」（Ｅ

Ｃ）と定義されている、テクノロジーが可能にした取引の新しい潮流の中に、ビジネ

ス機会が存在する。我々の構想は、２００１年までに、連邦政府の全機関をあげて、

支払い、計算および実施報告情報に関する端末間の電子商取引処理が統合された、コ

ンピュータによる調達手段を顧客が利用し易いようにする上での、様々なプログラム

を支援して行くということである。

コンピュータ環境では、政府に対する売りは、従来より容易になるし、商品・サー

ビスの売り手は、ビジネス機会へ簡単にアクセスすることが出来るようになるだろう。

売り手は、買い・支払の支援業務に対する展開中の現行商取引関係を阻害する必要も

なく、また、政府内の買い手は、買いが従来より簡単、迅速かつ容易になることに気

が付くだろう。

次世代の購入カードおよび電子カタログを組み合わせると、連邦政府の調達量の

85％を占める、大規模の電子商取引に即座に移行する可能性が出てくる。

ＥＣの可能性を現実のものにするには、ＥＣの開発、実施および継続的改善に資本

投下を行うために、売り手、サービスプロバイダーおよび政府の買い手がビジネスに

対する強気の見方をする必要がある。調達量、調達頻度および採用されている調達方

法など特性別に構成を区分し、連邦政府市場を捉えることができるが、このように、

市場を区分して捉えることにより、政府および民間の両部門が、ＥＣにおける各市場

区分のビジネスの実状を評価し、順位付けを行うことができる。

このような戦略（売り手および買い手双方のためのビジネスの実状を立ちあげるこ
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とを基盤としている）は、プログラム・マネージャーが大量の取引に対し、コスト効

率の良い取引発注サービスおよび取引の支払処理サービスを頼りにするということを

想定している。政府特有のＥＣシステムは、少量の取引に対する最後の手段としての

み開発されることになるだろうし、このような少量取引では、産業界でも今日まで業

務サービスを提供するプラットフォームの構築に投資を行ってきていない。

ＥＣによって、政府能力が大幅に向上し、様々な金額の、異なる種類の数多くの買

いの主要業務である調達のサイクルを簡素化することができる。

政策上の 7原則（コンピュータ環境における利害関係者のニーズおよび推進力に基

盤を置く）によって、ＥＣに対する投資が左右される。この 7 原則は、業務サービス

を支援するＥＣプロジェクトに対する投資を促進するために利用されるもので、市場

に基盤を置いたＥＣの開発政策に基づくものである。ＥＣへの移行に当たり、連邦政

府機関は、次のことを実行しなければならない。

① 調達・支払いのプロセスの簡素化および効率化

② 調達・支払いの最良価値の促進

③ 実証済の業務用途の活用

④ 取引処理のアウトソーシング化

⑤ リスク管理能力に基づく金融負債の譲渡

⑥ 投資リターンの監視

⑦ 変更プロセス管理

ＥＣに関する連邦政府の調整作業活動が次の 3路線に沿って進行することが出来る

ように、大統領諮問管理委員会（ＰＭＣ） の電子処理構想委員会（ＥＰＩＣ）が、組

織の境界線を越えてリーダシップを発揮することになる。

• １９９８年の間に、州政府および民間部門との連邦政府内の協力関係を深め

ること。

• ２０００年までに、支払いユーテイリテイープログラムに接続されている購

入カードおよび電子カタログの利用を通じて、端末間の発注・支払い処理に

よって、大量購入を再構築、統合すること。

• ２００１年までに、買いおよび支払いの追加機能を再構築すること。

このような構想は、取引区分の最大なものを迅速に追求することによって、買い手・

売り手・情報技術提供者・金融サービス提供者の共通の利益を生かすことを意図する

ものである。これを基盤に、そこから電子手段によって遂行できる買い付けリスト機

能およびこれに関連する支払い機能の拡大作業を推し進めて行くことになる。

本計画のＥＣの目標・目的を達成するためには、かなりの構成要素が必要になって

くる。この構成要素の背景にある前提には、大規模のＥＣの基盤となるのは業務サー

ビスになってくるということがある。この構成要素には、次のものがある。電子カタ

ログの利用拡大、支払いユーテイリテイ・サービス、インターネット上の売り手・買

い手が本物であることを証明するサービス、契約の締結および履行に関する業務用ソ

フトの利用、契約書の書き込みシステム、連邦政府システムインタフェースおよび連
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携変更管理プロセスなどである。作業の進展に合わせ、管理変更プロセスには、追加

の立法措置を提案し、さらにＥＣを簡単に効果的に利用できるようにすることも検討

事項として含まれている。全般的な予定表および責任機関リストは、現行オペレーシ

ョンから将来構想までの移行パスの中に呈示されている。

① 買い手・売り手のためのＥＣ

② 連邦政府および民間部門の協力関係

③ 構成要素

④ 契約締結/履行

⑤ 契約書の書き込みシステム

⑥ 電子カタログ

⑦ 支払いユーテイリテイ

⑧ 身分証明書および売り手・買い手が本物であることの証明

⑨ 連邦政府システムインタフェース

⑩ 変更管理

⑪ 端末間処理

⑫ 大量端末間取引処理および意思決定支援の業務用試作品

⑬ 追加試作品

⑭ 買付けおよび支払い機能

⑮ 買付け・支払いの処理および意思決定機能を向上させるための政府機関の試

作品

⑯ 追加試作品

⑰ 統合されたＥＣ

　注： 参考資料：購入者と販売者のためのＥＣ

（ELECTRONIC COMMERCE for BUYERS and SELLERS）

4.3.1.3 商務省

米国（クリントン大統領府）では、グローバルなＥＣのための政策フレームワーク（枠

組み）を策定するため、１９９６年春より、アエラ・マカジーナ氏（政策立案に係わる大

統領上級顧問）が議長を務める省庁間作業部会を設置し、学会やビジネス界代表、消費者、

及びインターネット・コミュニティのメンバーとも相談を行いつつ検討を進めている。今

回訪問を行った商務省（ＮＩＴＡ）では、ホワイトハウスの指示のもと、主にＥＣ全般の

政策立案、国際的議論（マルチ・バイ）の調整・進展等を主に行っている。

米国は、１９９７年７月に政策ペーパー「グローバルなＥＣのための枠組み」を発表し

ているが、これは、国際的な貿易パートナーとのＥＣに関する議論の方針を明確化したも

のであり、以下の 5 つの原則を提示するとともに、個別政策分野において国際的な合意や

ガイドラインによる市場の枠組みの構築を提唱したものである。

＜米国政府のＥＣに関する「5つの原則」＞

①民間セクターが先導すべき。

②政府は、ＥＣに関する不当な規制を避けるべき。

③政府の関与が必要な場合でも、その目的は、商取引に関して予測可能, 最低限, 首尾
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一貫, 単純な法的環境, をサポートすることとすべき。

④政府は、インターネットのユニークな特徴を認識すべき。

⑤インターネット上のＥＣは、国際ベースで促進されるべき。

このような「民間主導・規制最小限」といった大原則を提唱した背景には、インターネ

ットに代表される米国の力強い情報産業の躍進と発展があり、米国政府としては、ＥＣに

おける「関税フリー」など、米国主導で国際的な合意を形成し、グローバルなＥＣの促進

を図りたいという思惑がある。

その後、この政策ペーパーをベースとして、米国政府は、米欧サミット共同宣言（１９

９７年１２月）や日米共同声明（１９９８年５月）と次々と共同声明を発表し、ＥＣの国

際議論をリードしていると言える。今回訪問したＮＩＴＡは、まさしくこれらの共同声明

を策定し、取りまとめを行っている部署であり、現在ではオーストラリアとの共同声明を

作成中とのことであった。

特に訪問相手の Ms.Diane と Ms.Jane は、テレコミュニケーションに関する政策や、プ

ライバシー問題などを主に担当しているとのことであり、特に米国では完全に第 4 のメデ

ィアとして完全に定着しているインターネットに関して意見交換を行った。

日本側：日本では、近年インターネットが急速に普及しているものの、これがＥＣの

普及に直結していいるとは言い難い。ＥＣの普及阻害要因は多々あるが、「イ

ンターネット接続料金（通信費含む）の高さ」は、ＥＣＯＭの消費者調査で

も、普及の障害理由の第 2 位に上げられている問題である。日本では、ダイ

ヤルアップでインターネットに接続する場合、インターネット接続料金は定

額制が増えてきているが、市内電話通話料金は従量制である（ＮＴＴが夜間

にテレホーダイとして定額サービスを行っているが、一般ユーザーにとって

使い勝手の良いサービスとは言えない）。また、常時接続が可能な定額制サ

ービスもあるが、例えばＮＴＴが提供しているＯＣＮエコノミーサービスで

は、月額 3 万 8 千円という非常に高価なものであり、ヘビーユーザー以外に

はなかなか使えない。消費者がインターネットショッピングを行う場合、従

量制料金がネックとなって、時間に縛られずに余裕を持って商品検索を行う

ことや、大容量なデジタルコンテンツをダウンロードすることに躊躇したり、

ためらいを感じることがある。米国では、例えばＡＴ＆Ｔが 150 時間まで

19.95 ドル/月 のインターネット接続サービスを行っているので、市内電話

料金が 16.23 ドル/月 で定額なニューヨーク州のユーザーは、計算では月額

5,000 円でインターネットが使い放題となるはず。

商務省：実際はもっと安いサービスを提供するＩＳＰ（インターネットサービス

プロバダー）がたくさんおり、ここワシントン州では、月額 20 ドル程度でイ

ンターネットが常時接続で使える環境にある。確かにインターネットショッ

ピングを楽しむ消費者にとっては、この環境の差は大きいかもしれない。

日本側：米国では、通信料金の低廉化（定額制）の為に、通信事業者に対する税

制優遇などの何らかの支援を行っているのか？それとも、完全に通信事業者
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間の競争に任せているのか？

商務省：完全に自由競争で、特に政府として支援はしていない。米国は１９９６年の

電気通信事業法の改正により、長距離通信事業者が地域通信市場に参入した

り、地域通信事業者が長距離通信市場に参入可能になり、電気通信事業者間

の競争が一層進み始めた。また、ＣＡＴＶ事業者や電力会社・鉄道など、本

来通信事業者ではなかった異業種から参入や、音声通話は取り扱わないデー

タ専門の新興の通信事業者なども産まれており、今後も激しい競争の基に、

安価な通信サービスが提供されていくことになると思われる。

日本側：日本も累次の規制緩和政策を進めた結果、最近では、ワールドコムやＢＴ（ブ

リティッシュテレコム）が日本市場に参入したり、ＮＣＣ（ニューコモンキ

ャリア）間の合併、ＮＴＴの分離分割など、通信市場をとりまく環境は激変

しており、キャリア間で自由な競争が行われつつある。通産省の担当部署で

は、電気通信の規制緩和を推進する立場にあるため、日米規制緩和対話など、

米国からの規制緩和に関する意見は非常に尊重している。

商務省：日本の通信市場が透明を公平な環境となり、多数のプレーヤーが参入するよ

うになるためには、接続料金の問題を早期に解決を進めることが必要なので

はないか？

日本側：バーミンガムサミットでの日米首脳会談において、日本は２０００年を目標

に長期増分費用方式の接続料算定方法を導入する予定である。

商務省：このあたりの細かいことはＦＣＣが担当しているので分からないが、規制緩

和は非常に重要で、今後とも推進していくことが必要だと思う。

日本側：話を戻してしまうが、米国の通信料金の低廉化には、「ユニバーサルサービ

スファンド」の果たす役割が大きいのではと個人的に思っている。それに対

してどう考えているか？

商務省：ユニバーサルサービスファンドは、収益の悪い地方を抱える地域通信会社に、

収益の高い長距離通信会社等から集めた基金を使って赤字補填をしたり、非

常に低所得者な人々が無料で電話がかけられるための仕組みであって、通信

料金の低廉化にはあまり影響がないのではと思う。

日本側：ユニバーサルサービスファンドの仕組みには、確かにその 2 つの要素がある

が、もう一つ「Ｅ－ｒａｔｅ」と呼ばれる学校や図書館向けの安価なインタ

ーネット接続基金があるはず。この基金を巡ってＩＳＰが、学校や図書館と

いったユーザーの獲得合戦、つまり値下げ競争（サービス競争）を行い、こ

れがインターネット接続料金の低廉化につながっているのではないのか？

商務省：このへんの複雑なスキームの詳細はＦＣＣに聞かないと分からないが、やは

り通信料金の低廉化には、アクセスチャージの問題を解決するのが一番だと

思っている。他には、ＩＳＰを始めとする通信事業者にできるだけ規制をか

けないことによって、多くの中小のＩＳＰが安価なサービスで市場に参入し、

その結果、大手のＩＳＰも料金を下げざるを得ない、というような競争環境

が生まれているのだと思う。

日本側：米国のＮＧＩ計画（Next Generation Internet）について、商務省はこの計
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画に何らかの関与をしているのか？

商務省：次世代インターネット計画は、ＤＡＲＰＡ（防衛高等研究計画庁）、ＮＡＳ

Ａ（航空宇宙局）、ＮＩＨ（国立衛生院）、ＮＩＳＴ（国立標準技術院）Ｎ

ＳＦ（国立科学財団）が主に担当しており、今のところ商務省はあまり関与

していない。しかしＮＧＩの成功が、米国の情報通信分野における国際的な

優位性を更に確実にするとの立場から、商務省としても注目いる。

日本側：日本も郵政省が中心となって日本版ＮＧＩ計画を進めている。郵政省は春の

補正予算で５００億円に近い予算を投入して、インフラの整備を行っている。

通産省もこれに協力しており、ＥＣを始めとするアプリケーションの開発に、

同じく５００億円に近い予算を投入している。

商務省：ＮＧＩに関しては、米国政府も多額の予算を投入しているが、日本ほど巨額

ではない。またＥＣに関する予算に関して言えば、日本は政府が多額な資金

援助をしているように見受けられるが、米国は完全に民間企業に任せており、

この点が大きな違いだと思う。

日本側：最後に、ＩＳＰでのプライバシーの侵害ならびに不法・有害コンテンツに関

係する問題としてコンピュサーブ判決が有名であるが、このような問題につ

いてどのように考えているか？

商務省：コンピュサーブ判決については、我々も問題視している。米国ではプライバ

シー保護に関しては、民間の自主的取り組みを支持する（セグメント方式）

方針で、政府としての法規制を導入しようとする欧州とは大きく方針が異な

る。

日本側：自主規制が第一と考える日本も、プライバシー保護に関しては米国と同じ方

針である。有害コンテンツ問題に関しても、民間の自主規制と技術的対応を

促進するのが世界的な流れだと思っている。

商務省：コンピュサーブ判決でドイツの裁判所が有罪判決を下したことは、ドイツ国

内のＩＳＰだけでなく、世界中のＩＳＰに大きなインパクトを与えた。ドイ

ツの裁判所の考えでは、自分で情報を管理しないアクセスプロバイダーには

責任範囲を限定できても、自分で情報内容を管理しているサービスプロバイ

ダーには責任があるという判断であるが、これはドイツだけでなく世界中の

プロバイダーの事業基盤を脅かすものだと思っている。ただし、ＩＳＰとし

ても情報内容のチェック強化を行い、アクセス環境の整備に努めるべきであ

る。

引き続き、米国におけるＥＣの最近の動向について Mr.Maxwell 氏から説明を受けた。

＜参考：ＥＣに関する「９つの政策分野」＞

(1)金融面の問題

（規制のない市場主導の媒介としてインターネットの発展）

① 関税と税制

② 電子決済システム
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(2)法的問題

（透明かつ調和のとれたグローバルな法的環境の確保）

① インターネット上の取引に係わる「統一商法典」

② 知的財産権（著作権、特許、商標とドメインネーム）

③ プライバシー

④ セキュリティ（情報セキュリティ、暗号）

(3)市場アクセス問題

 （競争と市場形成のための消費者の選択）

① 電気通信インフラと情報技術

② コンテンツ（コンテンツ規制、総量割当、広告規制、詐欺防止規制）

③ 技術的標準

なお、クリントン大統領は、上記分野について、１９９９年１２月３１日までに国際的

なコンセンサスと合意を得ていくことを目指しており、省庁レベルでそれぞれ取り組みが

なされている。ちなみに、関税と税制に関しては財務省が, 知的財産権に関するＷＩＰＯ

の批准やプライバシー問題などは商務省が取り組んでいる。

国際的議論の流れとしては、１９９７年１２月に米欧共同声明を発表し、１９９８年５

月には、バーミンガムサミットにおけるには日米首脳会談で、基本原則だけでなく個別課

題への対応方針の合意を盛り込んだ共同声明を発表した。１９９８年５月にジュネーブで

開催されたＷＴＯでは、ＥＣに関する閣僚宣言が採択され、電子送信に関する関税の取り

扱いやＥＣの貿易的側面に関する具体ルールについて議論が取り交わされた。

直近では、１９９８年１０月に開催されたＯＥＣＤオタワ閣僚会合で、ＥＣを進める上

での基本原則（民間主導・政府の役割は環境整備）が確認され、少なくとも先進国間では

コンセンサスが構築されたと考えられている。

他には、ＡＰＥＣ、ＵＮＣＩＴＲＡＬやＷＩＰＯ等の様々な国際フォーラムの場で、Ｅ

Ｃをめぐる諸課題について議論が進められている。

このような動向は、政府レベルのみならず、産業界においても同様である。昨年来、日

米欧の産業界が相次いでＥＣの声明を発表しているが、特に米欧産業界はＴＡＢＤの枠組

みを利用して、基本原則のみならず個別課題に関して詳細な議論を行っている。今では、

ＥＣは「民間主導・政府の役割は環境整備」という大原則が世界的に広まりつつあるが、

実は米国でも最近までは規制色が非常に強かった（もしくは全く問題視されていなかった）。

これはクリントン大統領（第２期政権）の情報政策の柱として「ＥＣの推進」があげら

れ、そこで初めて「民間主導・政府の役割は環境整備」という方針が打ち出されたからで

ある。米国政府は情報技術とネットワークの高度な活用によって、経済構造改革や経済の

競争力強化を図ることを主眼としており、それには自由な競争環境を作ることが重要と認

識しているからである。

商務省に関する他のトピックスと言えば、民間セクターと協力して、Ｙ２Ｋ (２０００

年問題）の対応のための委員会を設立したり、１９９８年５月には、「The Emergency Digital

Economy（来るべきディジタル・エコノミー）」 を発表したりしている。「The Emergency

Digital Economy」 は米国におけるＥＣの現状をスナップショットでとらえたようなもの
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であり、様々なデータが米国におけるＥＣの現状を表している。

また、クリントン大統領府は、ＦＣＣや商務省や米国代表団に対して、ＷＴＯの基本通

信協議（電気通信市場の自由化問題）をさらに進めるように指示を出している。これは、

電気通信市場への参入自由化により、電気通信事業者間に競争を興し、通信料金の低廉化、

つまり消費者がＩＳＰにアクセスしやすくネットワーク活用して自由な経済活動がしやす

い環境を作り出すことを目的としている。

以下、商務省（Mr.Maxwell 氏）との意見交換の概要を記す。

商務省：日本における固有の問題でも結構であるが、ＥＣを普及するために、重要と

なるポイントは何だと考えているか？

日本側：基本的には、消費者が簡単に、安心してＥＣに参加できる環境を構築するこ

とが一番重要だと考える。他には、ＥＣにおいて何かしらのトラブルが発生

した場合に、消費者が十分なサポートを受けられる仕組みを作ることが重要

だと考える。

通産省の立場としては、１９９８年５月の日米共同声明にある様に、ＥＣは

民間主導で行い、政府の立場は環境整備や国際的なフレームワーク作りが重

要であるとの原則を今後とも貫くことが必要だと考えている。また、ＥＣの

普及のためにはインフラの低価格化、すなわちインターネット料金の低廉化

が重要だと考える。特に日本は通信料金が非常に高く、米国のような安価な

定額制料金ではない。この問題に関しては、日本のＥＣの普及阻害要因とし

て通産省としても非常に関心を持っている。日本において通信料金の低廉化

を図るためには、いろいろな問題が考えられるが、その一つが日米規制緩和

対話などでも重要な論点となっている、電気通信事業者間の接続料金の高さ

にあると認識している。

商務省：米国では、月 20 ドル程度でインターネットに常時接続できる環境が提供され

ている。そのため最近米国では、アクセスチャージの問題を含めた通信料金

の問題から、帯域に関する問題に論点が移る傾向にある。

アクセス系に関して言えば、56Kbps の高速モデムを利用するだけでなく、光

ファイバーやＡＤＳＬを活用する「高速アクセスが可能な環境の早期実現」

が求められている。

日本側：日本においては郵政省がＦＴＴＨ（Fiber to the Home） を提唱している。

これは２００５年までに各家庭に光ファイバーを引き込むという計画である

が、ＮＴＴもこれを支持しており、日本全国の光ファイバーネットワーク化

を進めている。これが実現すれば、各家庭における消費者向けＥＣは、格段

に普及するだろうと期待している。但し、２００５年にＥＣが普及するとい

うシナリオは遅すぎると感じている。

商務省：実際、２００５年までにＦＴＴＨが実現すると考えて良いのか疑問である。

今の日本の現状を理解していれば、２００５年までに実現できると考える事

が自体大変難しいという事が簡単に理解できるはずである。

計算では６年後には各家庭に光ファイバーが引き込まれる予定だそうである
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が、今状ではどれくらいの家庭に光ファイバーが引き込まれているのか？

日本側：確かに各家庭への引き込みというとまだまだである。しかし、全国主要都市

への光ファイバー化は既に終わっており、後はラスト１マイルの引き込み部

分だけだと認識している。

例えば神戸のある町ではＦＴＴＨが既に実現されており、大口ユーザーの大

企業のほとんどには光ファイバーが引き込まれているのが現状である。

商務省：ちなみに日本の中小企業の数はどれくらいなのか？

日本側：100万社ぐらいだと聞いている。

商務省：日本の全中小企業のうち、光ファイバーが引き込まれている企業が 5 分の１

あれば、驚異的な数字だと思う。

日本側：確かに中小企業だけみればそれほど、光ファイバーは引き込まれていないか

もしれないが、知る限りでは、ＴＴ－ＮＥＴという関東一円を営業エリアと

する電力系ＮＣＣで、約 7,000 社に光ファイバーを引き込んでおり、ＮＴＴ

や他の長距離系ＮＣＣを含めれば、3 万社ぐらいは引き込まれていると予想

される。また日本の電気通信市場は規制緩和の推進により、ＮＴＴ以外の外

資規制が撤廃され、ワールドコムやブリティッシュテレコムなど外資系通信

事業者が多数参入し始めている。彼らのターゲットは一般消費者ではなく、

大口ユーザーである大企業であり、これらのスポット参入により、専用線な

どの企業向け通信料金に激しい競争が行われている。

先程、56Kbps モデムや光ファイバー、ＡＤＳＬなど、いろいろな方式を上げ

ていたが、今後はどのような技術が一番普及していくと考えているか？

商務省：特にどれが技術的に一番ということない。その時々において一番と思われる

技術を活用すべきとの認識である。通信技術に関して言えば、日々新技術が

開発されており、今後どれが一番とはいえない状況である。

通信インフラだけでも解決すべき問題は沢山あると認識している。ここで重

要なのは、ＥＣの問題には消費者とのインターフェースの問題やプライバシ

ーの問題など、解決すべき問題がたくさんあり、これらを同時並行的に解決

していかなくてはならないと認識している。

日本側：日本では通産省や郵政省といった行政もこれらの問題解決のため、補正予算

を活用するなどして様々な取り組みを行っている。しかし、ＥＣの様々な問

題解決に当たって、日本で主導的な役割を果たしているのは、行政ではなく、

ＥＣＯＭなど民間団体である。ＥＣＯＭで作った自主的ガイドラインや約款

は、プライバシー始め、電子決済や認証、セキュリティなど、ＥＣにおける

あらゆる問題点を網羅しており、これらの成果があるからこそ、日本はＯＥ

ＣＤやＷＴＯなどの場において、ＥＣに対する活発な意見や情報提供ができ

ると認識している。

日本におけるＥＣの動向をウォッチする場合には、今後はＥＣＯＭの活動に

注目するのもひとつだと思う。

商務省：もう一つ日本に興味を持っていることは、数年前まで日本は情報化投資を積

極的に行っていたにもかかわらず、最近は情報化の動きが鈍いように感じて
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いる。本格的なＥＣを下支えするような情報技術の活用や投資に関してはど

のような考えを持っているか？

日本側：通産省としては日米の情報化投資の差が、今日の日米経済の景気格差の一因

であると考えている。米国は８０年代後半の不況の時代に積極的な情報化投

資を行い、経済構造改革やビジネスの転換を図ったことが、今日の繁栄につ

ながっていると思われる。それに対して日本はバブル経済が崩壊した時期に、

積極的な情報化投資を行わず、事業転換に失敗したことが今日の不況につな

がっていると考えられている。

通産省では、過去数回の補正予算で、情報関連分野にトータル 3,000 億円近

い支援を行い、この日米格差の是正に勤めている。

商務省：日本の経済対策といえば、土木工事などの従来型公共投資が主なので、今後

とも継続的に情報関連分野にそのような予算を投入できるのか疑問である。

日本側：小渕首相は、情報議員連盟の会長でもあった人であり、情報化の重要性は非

常によく解っているはずである。それを反映して来年度の予算関連分野に手

厚くなっている。

「The Emergency Digital Economy」に関しての話題では、日本でもかなりの反響があっ

たこと、通産省やＥＣＯＭでも、同じようにＥＣの市場調査を行っており、近い内に発表

することなどの紹介を行った。

最後に、商務省の言葉を借りれば、「今回の商務省を訪れたメンバーを見て気づいた点

であるが、民間だけでなく、行政のからも参加している事が素晴らしい。ＥＣは民間主導

であるべきだが、行政もこれを支持することによって、日本におけるＥＣはさらに推進さ

れるだろう。」とのことであった。今後ともＥＣＯＭの活動は、通産省を始めとする政府

関係者ともできる限り連携を計るべきである。

4.3.2 カナダ

4.3.2.1 カナダ産業省（Industry of Canada）

(1) ＣＳＡ(The Canada Standard Association)の個人情報保護のＩＳＯ化の動向につ

いて

現在中断しているが、既に当初の予定から 1 年以上遅れている。現在は、用語の標

準化を行っている。１９９９年９月には、結論を出さなければいけない。ＴＭＢ

(Technical Management Board)で決着がつかないのであれば、一気にＩＳＯ

（International Organization for Standardization）の総会に諮ることも考えてい

る。日本の個人情報保護のやり方は、カナダに似ているので協力して行きたい。

(2) カナダの民間部門の個人情報保護法（新法）の動向について

ケベック州は、民間部門の個人情報を保護する州法がある。１９９９年には、連邦

法による民間部門の個人情報を保護する法律（the Personal Information Protection

and Electronic Documents Act、新法）が制定する見込である。産業界にも好評で、

例えば、カナダ通信販売協会は、業界に加盟している会員は個人情報を守ろうとして
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いるのに、保護しようとしない会員以外の企業と格差が大きいので、法制化について

は賛成している。

(3) 検討している新法の内容について

適用対象は、連邦の権限で対象となる分野である。通信、放送、銀行業、州際輸送、

郵便などの国営事業関係に適用される。また、この個人情報保護法は、既に行政部門

を対象とするプライバシー法の対象外となっている郵便なども対象となる。

当初３年間は、新法が商業活動についても影響を及ぼすが、４年目以降は、州法が

適用される。ただし、州法がなければ、新法が適用される。

労働者の個人情報についても、対象となる。

(4) ＣＳＡの Model Code for The Protection of Personal Information(CAN/CSA-

Q830-96)と新法との関係について

新法ができても、ＣＳＡのモデルコードは、ボランタリィな標準として併存する。

ＣＳＡのモデルコードは、新法の附則としてはいるので、産業界は受け入れやすく、

また支援している。しかし、銀行業界は難色を示している。

① ＣＳＡの個人情報保護モデルコード

カナダ規格協会（Canadian Standards Association）は、１９９６年に、ビジネ

ス・マネジメント・システムの規格として、個人情報保護のためのモデル・コード

（Model Code for The Protection of Personal Information (CAN/CSA-Q830-96)）

を作成した。そして、このモデル・コードはカナダ規格会議（Standards Council of

Canada）によって、カナダの国家規格として承認された。

この規格は、１９８４年のＯＥＣＤのプライバシー保護ガイドラインを継承し、

発展させたもので、次の１０の原則について最小限のルールを定めている。

A. 説明責任（accountability）

B. 目的の特定（identifying purposes）

C. 同意（consent）

D. 収集の制限（limiting collection）

E. 利用、開示、保存の制限（limiting use, disclosure, and retention）

F. 正確性（accuracy）

G. 安全措置（safeguards）

H. 公開（openness）

I. 個人のアクセス（individual access）

J. 異議申立（challenging compliance）

この規格は、任意規格としてすべての個人情報に適用することができるものであ

り、各組織がは個人情報保護の最小限の要件さえ満たせば、それぞれの特殊事情に

適合するように修正することができる。

(5) プライバシーのマーク制度について

責任の問題が有り、具体的な話はない。

(6) 消費者･事業者に対する個人情報保護の啓発について

新法が通れば、プライバシーコミッショナーがPublic education（消費者教育）を
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行うことになるだろう。

(7) アメリカのＥＵ指令の影響について

アメリカは産業界の自主規制で個人情報を保護しているが、ＯＥＣＤガイドライン

のアクセスの権利が不十分（自己の個人情報の開示を求めても、十分に答えてくれな

い）である。また、ＥＵ指令を守ることは、民間の負担が大きい。カナダとＥＵの関

係も明らかにされていない。

4.3.3 欧州連合

１９９７年、ＥＵは、「ＥＣに関する欧州のイニシアティブ」と題する通達文書を採択

した。この文書は、ヨーロッパにおけるＥＣの実施上の主要課題に関するＥＵの方針と目

標を明示したものである。このイニシアティブの根本的な方針は、ＯＥＣＤやその他の取

り組みと同様であり、以下が含まれる。

• ＥＣをできる限り広く提供するために不可欠なインフラ、商品、サービスへのア

クセスの必要性

• ＥＵの単一市場の原則に基づき、ＥＵ全体に整合性のある規制構造を確立

• ＥＣビジネスの可能性の認識と技術の向上

• 矛盾のないグローバルな規制枠組みとＥＵの規制方針との整合化

欧州委員会のこの文書は、市場自由化、研究開発、加盟国の規制とのハーモナイゼーシ

ョンを通して、こうした目標を達成すべきであると強調した。また、ＥＵは、ＥＣにいか

なる新しい税も導入してはならないことを主張し、懸念される分野として税制を特に指摘

した。また、研修、情報、デモンストレーション・プロジェクトを提供したり、多言語使

用などの問題を支援したりすることによって、ＥＵがＥＣの発展に寄与できるとした。Ｅ

Ｕは、ＥＣ問題についての一連の会議、ワークショップ、調査を継続的に主催し、ＯＥＣ

Ｄ会議やその他の国際フォーラムに積極的に貢献している。

4.3.3.1 International Charter「国際憲章」

ＥＣをめぐる課題について、様々な国際機関等において深く検討を行っているが、議論

の重複による非効率等が無いよう調整の方法を模索する考えを、欧州委員会のバンゲマン

氏が、欧州委員会のイニシアティブ獲得をも視野に入れ、９７年９月に提唱した。その後、

９８年２月に欧州委員会が国際憲章の必要性および閣僚級会合の開催を提案するコミュニ

ケを発表した（国際憲章の日本語訳を別紙に添付）。

９８年６月には、日本、米国、欧州のハイレベルでの民間代表を招き、国際憲章の促進

に向けての産業界の意見を聴取するために、ビジネス・ダイアログを欧州において開催し

た。その会合において、産業界の意向をまとめる場としての「Global Business Dialogue on

e-commerce（ＧＢＤｅ）」の設置を決定した。

4.3.3.2 グローバル・ビジネス・ダイアローグ（ＧＢＤｅ）へのシフト

「ＧＢＤｅ」の設置を受けて、９８年９月に、準備会合が開催された。ＧＢＤｅの原則、

ステアリング・グループの設置などについて合意がとられた。同グループには、米国、欧
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州、アジアから各６社（後に各８社に変更）が参加する事になった。同年１２月には、Ｇ

ＢＤｅシェルパ・ミーティングが開催され、ＧＢＤｅで取り上げるべき課題等について、

議論がなされた。

９９年１月には、米国においてＧＢＤｅステアリング・グループが開催され、９９年の

上半期に、ＧＢＤｅ全体会合の開催が予定されている。

課題別グループは以下の通りである；

① 知的財産権

② 責任

③ 認証／セキュリティ

④ プライバシー／データ保護

⑤ 税／関税

⑥ 情報インフラ（含むインターオペラビリティ等）

⑦ 裁判管轄権

⑧ コンテンツ規制

⑨ 消費者の信用

この中で、①、③、④については、アジアが議長国になっている。

ＧＢＤｅステアリング・グループへの日本からの参加予定企業は、今のところ以下の通

りである。

• ＮＥＣ

• 東芝

• 富士通

• ＮＴＴ

• 三井物産

• 東京海上火災

その他アジアからは、マレーシアテレコム（マレーシア）、コールズマイヤー（豪州）

が参加予定である。

各国政府のスタンスとしては、以下の通りである。

① 欧州

ＧＢＤｅを民間のイニシアティブとしつつも、ＧＢＤｅと政府との関係強化を模

索。９９年初頭にＧＢＤｅに課す課題を議論する為の閣僚級会合の開催を企画。

② 米国

ＧＢＤｅはあくまでも民間のイニシアティブであり、基本的に政府が関与すべき

ではないと考える。

③ 日本

ＧＢＤｅは民間のイニシアティブとして歓迎する。ＧＢＤｅの要請があれば、Ｇ

ＢＤｅの受け皿としての政府会合の検討にも応じる方向である。

4.3.3.3 新たなＥＵ指令について
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ＥＵ（欧州委員会）は、「域内市場におけるＥＣの法的側面に関する欧州議会・評議会

に対する提言」を提示した。

(1) 目的

ＥＣは、経済成長、欧州産業の競争力の改善、技術革新に対する投資の刺激、及び

新規雇用の創出のため独特の機会を、欧州共同体に提供する。しかしこのような利益

は、（特に多国間取引及び中小企業にとって重要な）オンラインでのサービス提供に

対して残存している多数の法的障害が排除されない限り最適には実現されない。

本提案は、これらの障害を除去し、これによって欧州共同体の市民並びに産業に、

欧州に於けるＥＣの進展の恵沢を完全に享受させることが目的である。

(2) ５つの主要問題

その目的を達成すべく、以下の 5つの問題を提起している。

① 情報社会に於けるサービス・プロバイダーの設立

本提案は｢条約｣並びに｢欧州裁判所｣の司法で確立された諸原則を遵守して設立所

在地の定義を提供し、この問題に関する現在の法的不安定性を除去する。この点は

統合｢単一市場｣の適切な機能のための主要な要素の一つである。加えて、本提案は

情報社会サービスに関する特別な許認可計画は禁止すると同時に、自己の活動の透

明性を確保するためプロバイダーが遵守しなければならない幾つかの情報に関する

条件を規定する。

② （広告、直接販売等の）商業通信

商業通信は大半のＥＣサービスの枢要な部分である。従って商業通信の利用を明

確にし、容易にすることが重要である。従って本提案では、商業通信とは何かを定

義し、消費者による信頼と公正取引を確保するため、商業通信を特定の透明性の条

件に従わせる。不正な侵害に対して消費者がより容易に対応できるよう、本提案は

電子メールによる商業通信が明確に確認できるものであることを要求する。加えて

（弁護士、会計士のような）法定許可職業については、本提案はこれらの者の職業

団体が作成する行為規範に反映される職業倫理の特定原則を尊重する限り、商業通

信を許可するという一般原則を規定する。

③ ＥＣ契約のオンラインでの締結

ＥＣは、オンラインでの契約締結がオンライン環境に適合しない特定の形式や他

の条件により妨げられる場合、十全に発展しない。この目的のため、加盟各国は、

自国の立法を調整する責めを負う。加えて、本契約は契約自由を完全に尊重しつつ、

特定の場合に於ける契約締結の要件を明確にして法的不安定性を除去する。

④ 中間業者としての責任

ＥＣ活動のフローを容易にするためには、第三者の情報の転送と記憶に関してオ

ンラインのサービス・プロバイダーの責任を明確にするという確認された必要性が

存する（つまりサービス・プロバイダーが｢中間業者｣として行為する場合）。既存

の法的不安定性を除去し、国レベルで出現している諸種のアプローチに統合性を与

えるため、本提案は単一行為免除原則を確立し、他の中間業者としての活動に関し

てサービス・プロバイダーの責任を限定する。様々な当事者間の協力を促し、これ

によりオンラインでの違法行為のリスクを減らすため、各種関係利益の間で注意深
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い均衡が求められる。

⑤ 法の施行

委員会は新法を制定するよりも、既存のＥＣ及び国単位の法律の実効的な施行の

確保を求めてきた。法施行の機制を強化することにより、加盟国間の相互信頼に基

づく真の域内市場の発展が促される。このような強化は欧州共同体レベルでの行為

規範の進展の促進、加盟国間の行政上の協力の促進、及び実効的な多国間紛争解決

選択システムの設立を促進することによって達成される。同様の理由により、本提

案は加盟各国に対してオンライン環境に適した迅速で効率的な法的救済を提供する

ことを要求する。

4.3.3.4 関税に関する欧州の動き

９８年１０月中旬フランスのラ・ロッシェル市で、欧州 25 カ国の税関代表者会議が開催

された。会議は、貿易の自由化、新たな通信技術の発展、域内の国境の消滅などを前に、

国際的な犯罪への効果的な対処のための協力強化を目的としたものだが、特にＥＣが中心

的な議題となった。代表者は、同部門での協力強化で合意し、税関が地理的な場所を占め

ているのと同じように、ヴァーチャルな空間にも場所を占有することを望むとした。

仏関税総局で 2 年来、通信技術の発展に伴う新たな犯罪への対応を検討してきたミシェ

ル・デラック氏は、「我々がまず最初に必要としたことは、特殊チームを形成し、監視体

制を確立することだった」と振り返り、税関の専門の係員がＷｅｂやニュースグループで

情報収集を行う体制が整ったことを明らかにした。

デラック氏は、インターネットを使用した犯罪は大きく分けて 2 種類あり、一方は税金

に関するもの、他方はイミテーション、麻薬、武器、放射性物質など、違法物資の輸出入

に関するものとしている。同氏は、「フランスでは、まだＥＣはそれほど発展していない

ため、税関が活躍する場面もないが、ＥＣは急速に発展し、道路を監視するのと同じよう

にネットワークも監視しなければならない」と述べた。

4.3.4 韓国

韓国には、日本の通商産業省に相当する「産業資源部」と、郵政省に相当する「情報通

信部」があり、ＥＣに対する政府としての活動を行っている。

4.3.4.1 産業資源部

(1) 産業資源部の概要

産業資源部は日本でいう通商産業省にあたるものである。韓国におけるＥＣの主要

関連省庁は産業資源部、情報通信部（韓国郵政省）、財務部（税・関税）、特許庁（Ｉ

ＰＲ）、文化庁（有害コンテンツ）、法務部、外交部等であるが、実質的にＥＣに関

して活動しているのは産業通信部と情報通信部である。

(2) 韓国の状況と産業資源部の役割

韓国におけるＥＣの政策・実証実験は政府主導によるトップダウン方式でおこなっ

ている。韓国においても１９９７年夏頃からＥＣが話題となり、ＥＣにおいては法整
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備が最重要課題であると考え、 ＥＣ政策を法整備中心におこなってきた。

(3) 法的措置

ＥＣに関して以下の法律が昨年９８年１２月に成立した。９９年７月１日より施行

される予定である。

① 電子商取引基本法（日本語訳を別紙として添付）

電子商取引政策協議会（政府・民間・学会から成り、産業資源部が統括）におい

て１年程度議論を経てとりまとめられたもの。政府提出法案に、消費者保護を強調

する議員提出法案を取り入れる形でとりまとめられた。なお、政府側の提出者は産

業資源部並びに法務部。法務部は本件につき非常に積極的・協力的であったとのこ

とである。

尚、本法は民間主導の原則の下、電子文書、電子署名の法的効力、暗号利用、個

人情報保護等について定められたものである。基本的に世界的に議論されているガ

イドライン等（ＯＥＣＤプライバシーガイドライン等）の方向性を法文化したもの

であり、主要ポイントは以下の通りである。

＜規定＞

• 電子文書に法的効力を付与

• 認証機関の認定制度（公的認証機関）の導入

• 公認認証機関による電子署名に従来の署名と同様の効果を与える

• 個人情報保護の確保

• 暗号利用に関する国家介入に関する規定

＜促進政策＞

• 電子商取引振興院の設立

• 技術開発の推進

• ＥＣＲＣ（ＥＣリソースセンター）の運営

• 紛争解決に関する規定

(4) 本年の主要施策・計画

A. 電子商取引基本法（７月施行）

B. ＥＣに関する税の減免

C. 電子マネーの実験開始

(5) 産業資源部からの要望

民間主導で行われるべきＥＣの活動において、日本に対し、韓国政府としての以下

依頼事項があった。

① 日韓両政府間の定期的な協議会（政策対話の場）の設置

② 専門人材、技術員の交流

③ 韓国ＣＡＬＳ／ＥＣ協議会とＪＥＣＡＬＳ、ＥＣＯＭとの協力（業務の交換）

④ ワールドカップのチケッティングの共同事業

（①については、政府間の議論の場の設置は有効であるが、政府全体でおこなうとな

ると動きが遅くなる面もある。まず、現在進行中の民間協力を推進することが得策と

思われるが、通産省と産業資源部の関係は密にしたい旨を電子政策課より説明した。

②～④については、要望があることを受けつつ、９９年１月末に行われるワークショ
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ップにおいて、再度議論された。）

4.3.4.2 情報通信部

(1) 情報通信部の概要

情報通信部は日本でいう郵政省にあたるものである。韓国におけるＥＣの主要関連

省庁は産業資源部（韓国通産省）、情報通信部、財務部（税・関税）、特許庁（ＩＰ

Ｒ）、文化庁（有害コンテンツ）、法務部、外交部等であるが、実質的にＥＣに関し

て活動しているのは産業通信部と情報通信部である。

(2) 韓国の状況と情報通信部に役割

• インターネット利用者は約 300 万人（韓国の人口は約 4,000 万人）

• 先進諸国との協力（ＯＥＣＤ、ＡＰＥＣに積極的に参加）

• 民間の活用（情報通信部長官は三星出身）

• ＥＣのための通信網の構築（高度情報通信と既存のインフラ整備）

• ＥＣを通して産業の育成（情報網の活用により20 万人の雇用創出を目指す）

• 政府調達ＥＤＩの促進（昨年実績 0.8％→２００１年までに 80％を目指す）

• ＣＡＬＳの導入推進（ＫＣＡＬＳを実施主体に特に２・３の産業に絞って支援を

検討）

• 中小企業の情報化（競争力強化、ＥＲＰの導入、コンサルティング支援等）

• 企業・消費者間の問題の解決（①通信の高度化による通信料金の低減②消費者保

護の視点から法律の整備、模範店の認定実施）

(3) 情報化促進のための政府全体としての体制

① 情報化戦略会議

大統領、各省庁長官、民間人で構成し、政府全体としての方針を決定している集

まりである。

② 情報化推進委員会

事務方ハイレベル会合という位置づけのものである。戦略会議の方針を受けて具

体的施策を立案している。情報通信部が中心となって活動を行っている。

③ 産業情報化促進分課委員会

産業資源部を中心に構成に構成されている。

④ 電子商取引政策協議会

政府、学者､研究者等３０名で構成されている。

(4) 法的措置

ＥＣに関して以下の法律が昨年１２月に成立した。本年７月１日より施行される予

定である。

① 電子署名法（日本語訳を別紙として添付）

電子取引基本法のうち、電子署名に関する部分について、情報通信部が抜いたと

いう構図であり、主要ポイントは以下の通りである。

• 電子文書・電子署名への法的効力の付与（関連一般法の規定は本法＜特別法＞の

改定により自動的に改定される）

• 公的認証機関に関する規定（情報通信部傘下の情報保護センターが認証機関を認
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定、認定を受けていない認証機関の活動は事実上不可能）

• 認証書の信頼性・管理体制に関する規定

• 外国との相互承認：（国際的ルールの設定に向けて努力、日本の郵政省と検討中）

4.3.5 シンガポール

関係省庁からなる電子商取引政策委員会は、９８年４月１３日、「ＥＣの政策枠組み」

（EC Policy Framework）を提言した。提言には、電子商取引法案（ＥＴＢ：Electric

Transactions Bill）の草案が含まれている。

今回提言された枠組みは大きく分けると、

① ＥＣの 6原則

② ＥＣ発展の為の政策提言

の 2本立てである。

電子商取引政策委員会は、１９９７年１月に関係省庁・部局を構成員として設立された

もので、議長はＭＡＳ(Monetary Authority of Singapore：金融通貨庁)、事務局はＮＣＢ

（National Computer Board、国家コンピュータ庁）、15 機関がメンバーとなっている。委

員会の下に 2 つの政策検討グループが結成されており、ＡＧＣ(Attorney General

Chambers：法務省)が法律検討グループ議長を、ＴＤＢ(Trade Development Board：貿易開

発庁)が貿易・商取引検討グループ議長を務めている  。

今後、電子商取引法案はシンガポール通産省により検討され、今年後半には国会に提案

される予定である（http：//www.ec.gov.sg）。

(1) 「電子商取引の政策枠組み」の概要

ＥＣの発展のための６原則として次のものが挙げられている。

• ＥＣはビジネスのためのものであり、民間が主導する。政府はＥＣに障害となる

ものを取り除き、世界的に実践できる者を目指さなければならない。

• 政府はビジネスに確実性と予測可能性を与えるための関連法整備を行わなければ

ならない。

• 政府は確実かつ安全なＥＣ環境を整備しなければならない。

• ＥＣ初期段階につき、政府は民間セクターとともに Joint Venture や実験の形で、

ＥＣの飛躍的発展を可能にすべく、多くの戦略的パイロットプログラムの創出が

望まれる。

• 政府は国際市場に根ざした革新的なＥＣハブを目指さなければならない。従来の

貿易概念、ルール、規制等の見直しも必要である。投資施策、税制などもＥＣと

の絡みで考えていかなければならない。

• ＥＣは国際基準を目指さなければならず、莫大な世界市場に出て行くことを可能

にするものでなければならない。

(2) ＥＣ促進のための政策提言

a. 法規性

① 電子商取引法案（ＥＴＢ：Electric Transactions Bill）
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電子商取引のための商行為基準の法制化が必要であり、同法にはＥＣの国際モ

デル（ＵＮＣＩＴＲＡＬの Model Law on Electric Commerce や US draft Uniform

Electric Transactions Act 等）の要素を取り込む、次の事項が含まれるべきで

ある。

• 電子記録およびメッセージの本人の Authentication に関すること

• 電子署名の法的な認定

• 電子的手段による記録の保存

• ネットワークを通して伝達される電子記録の統一性

• サービス・プロバイダーの法的責任（ＩＳＰはコンテント・プロバイダーの提供

するサイトに対する責任は負わない）

• 電子契約の有効性

• ディジタル署名や証明の公的認定の法的枠組み

• 海外ディジタル署名認定機関との相互認証（ NETRUST のようなＣＡ

(Certificatoion Authorities）を統括する機関が必要で、他国の CA にクロス・

ライセンスを与えることも必要)

• 政府及び政府機関自身による電子記録、署名の受入、特に電子申請の受入（各省

庁の関係法を個別に改正せずに、総括法により一括処理する）

② 法律の制定、見直し

新たな、または様々なレベルのコンピュータ犯罪に適用すべく、Computer

Misuse(Amendment) Bill を改正、きめ細かい対応が必要である。さらに知的財産所

有権の見直しが必要であり、修正条項が提出されている。

(3) ＥＣインフラ・サービス

① 電子支払サービス

• ＢｔｏＢ（企業間取引）のＥＣによる支払サービスの活発化が必要。そのための

電子支払いシステムの探求を進める。

• ＥＣによってインターネット証券取引等を含む新規ビジネスが発生する。これら

について、シンガポールが地域クリアリング・ハウス及びインターネットを用い

る支払いゲートウェイ等を支援する技術センターとなるための可能性を探求すべ

きである。

② ＥＣのインフラストラクチャー

• サイバー・コート、サイバー調停所、ドメイン・ネーム・サービス・センター等

がＥＣインフラとして望まれる。シンガポールをＥＣハブとするためのサポー

ト・センターも必要である。

• ＮＩＩ(National Information Structure)構築のための技術基準についての研究

の継続が望まれる。

• ＥＣによって発生するモノとサービスの移動に関する効率的な物流インフラが必

要となる。

• 高速なネットワークの整備が必要である。

(4) 迅速な促進、世界化するために

• 包括的なＥＣ投資促進計画が必要。また、世界のＥＣ動向調査が必要である。
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• ９８年予算で提唱、ＴＤＢが管轄するＡＣＴ( Approved Cyber Trader)スキーム

を有効活用、国際的なＥＣマーケティング、貿易システムの設立を行う会社を招

致する。

• 政府の主導的なサービスの公共サービスを電子的に行うことが必要である。

4.3.6 タイ

現在、National Electronics and Computer Technology Center（ＮＥＣＴＥＣ）が草案

作成しているＩＴ関連の 6 法案は来年中頃までに内閣に提出され、国会の審議を経て施行

される予定である。６法案の概要は以下の通りである。

• Article 78 法

NII 構築の基本となる政府の方針に関する規定（ユニバーサルアクセス規定等）。

• The Computer Crime（コンピュータ犯罪）法

コンピュータシステムやネットワークを利用した犯罪に関する規定（罰則や禁固

刑まで規定する）。

• The Electronic Data Exchange（ＥＤＩ）法

コンピュータネットワーク経由の契約文書等、電子文書への法的効力に関する規

定。

• The Digital Signature（電子署名）法

ＥＣ推進に不可欠な認証局（ＣＡ局）設立に関する規定。

• The Electronic Funds Transfer 法

コンピュータネットワークを利用した金融取引に関する法的規定。

• The Data Protection（データ保護）法

個人情報保護に関する規定。
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